


は じ め に  

 近年、救急出動は増加の一途を辿り、平成 24 年の速報値では約 580 万件と過

去最多を更新した。 

また、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、死者・行方不明者

併せて約 2万人という甚大な被害がもたらされ、その爪痕は、2年が経過した今

もなお大きく残っている。 

このような背景において、まもなく法制化 50 年を迎える救急業務は、国民の

生活を守る上で欠かすことのできない行政であると言える。 

「平成 24 年度救急業務のあり方に関する検討会」では、救急業務全般のあり

方に加え、平成 22 年度の本検討会で「引続き検討が必要」としていた「救急業

務に携わる職員の教育」について、重点事項として作業部会を開催し、救急救

命士、救急救命士以外の救急隊員及び通信指令員のそれぞれの職域における救

急業務に関わる教育のあり方について、より詳細な調査・検討を行った。 

救急業務の高度化としては、近年急速に普及が進んでいるタブレット端末を

用いて「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準」に対応した医

療機関を選定するなど、ICT を活用した先進的な自治体の取組状況について、導

入経緯やその活用方法、導入後の効果等を調査・検討した。 

消防と医療の連携については、平成 23 年度に行った「傷病者の搬送及び傷病

者の受入れの実施に関する基準」のフォローアップ勉強会後の各自治体の取組

状況の実態調査を行った。その結果、多くの自治体では、自らの地域における

課題の解決に向けて、検討済みまたは検討中であることが判明した。これらは、

ＰＤＣＡサイクルが活用された結果の重要な進展であると考えられ、今後も、

継続したフォローアップや調査・検討を是非お願いしたい。 

応急手当の普及促進については、救急出動件数の増加に伴い救急出動要請か

ら救急隊が現場に到着する時間が年々延長しており、その重要性が増している

中、平成 23 年度、多くのバイスタンダーを養成するため、救命入門コース、普

通救命講習Ⅲ及びｅ-ラーニングなどの新たな応急手当の講習体制を導入した。

これらが定着することにより、減少傾向にある受講者が再び増加に転じるよう、

普及啓発が推進されることを願っている。 

本年度も多岐にわたる検討を行い、救急業務のあり方について、具体的な提

言を行うなど、非常に質の高い報告ができたものと自負している。 

本報告書が、各地域で有効活用され、救急救命体制の充実・強化に当たって

の一助となり、我が国全体の救命率の一層の向上につながれば幸甚である。 
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第１章 検討会設置の目的・検討事項・概要 
１．検討会設置の背景と目的 
  平成23年中における全国の救急業務の実施状況について、出動件数が570万件を越え、

前年と比較して約 24 万件（4.5％）増加し、搬送人員についても 518 万人（前年比約 20

万人、4.1％増）となり、出動件数、搬送人員ともに過去最多を記録した。  

また、出動件数の増加等に伴い、119 番受信から救急車が現場に到着するまでの時間に

ついても全国平均で 8.2 分となり、これについても過去最長を記録するなど、今後も救急

需要の増大が見込まれる中、引き続き救急業務を取り巻く諸課題や、それに対する対応策

を検討し、必要な制度の見直し等を行うことが求められている。 

   例えば、救急出動件数の増加に伴い受入医療機関の選定困難事案が多数発生している

ことを受けて、平成 21 年に策定された「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関す

る基準」（以下、「実施基準」という。）について、その後の実施基準を実効的なものとす

るため、消防庁では各団体の実施基準の記載内容を分析し、情報提供を行うなど改善のた

めのフォローアップを行っていくこととしており、平成 23 年には PDCA サイクル に沿っ

た一連のフォローアップを実施した。また、実施基準に対応した医療情報システム構築の

ための ICT の活用なども進んでいることから、今後とも引き続き必要な調査や情報提供等

フォローアップを進めていくこととしている。 

  また、「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」において検討された、救急救命士を含

む救急隊員等の教育のあり方について、今後とも救急業務の高度化などを背景に継続的な

検討が求められている。 

この他にも、「普通救命講習Ⅲ」や「救急入門コース」を始めとした今後の効果的な応

急手当の普及啓発への検討など、救急業務を取り巻く様々な検討事項について、今後の救

命効果の向上を図ることを目的に、「救急業務のあり方に関する検討会（以下、「検討会」

という。）」（座長：山本保博 東京臨海病院病院長）を 3 回に渡り開催し、必要な研究・

検討を行った。 

  この中で、特に救急救命士を含む救急隊員等の教育のあり方については、重要な検討項

目として、検討会の下に「救急業務に携わる職員の教育のあり方に関する作業部会（以下、

「作業部会」という。）」（部会長：横田順一朗 市立堺病院副院長）を設置し、必要な検

討を行った。（図表 1-1） 
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図表 1-1 救急業務のあり方に関する検討会 主要検討項目 
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２４年度の主な検討項目 

１．救急業務の高度化 

○ 医療機関と連携を行う「ICT を活用した救急活動」について 

２．消防と医療の連携 

○ 傷病者の搬送及び傷病者の受入れに関する実施基準の運用状況について 

３．救急業務に携わる職員の教育のあり方

①救急救命士資格を有する職員の教育のあり方   

 指導的立場の救急救命士について 

 救急ワークステーション方式について 

②救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方 

 救急隊員の技能維持・向上に関する教育のあり方について 

③通信指令員の救急に係る教育のあり方 

 口頭指導要領について 

 救急指令業務に関する教育のあり方について 

４.救急出動件数等の将来予測 

○ 救急出動件数及び搬送人員の将来予測について 

５．応急手当の普及促進 

○ 救命入門コースやｅ-ラーニングなど、分割型の応急手当講習の実施状況や

 課題整理について  

作業部会設置 
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２．検討会における検討事項 
  検討会においては以下の 4つの項目について検討を行った。 

 

 （１）救急業務の高度化（第 2章） 

 医療と連携を行う「ICT を活用した救急活動」について 

 （２）消防と医療の連携（第 3章） 

 傷病者の搬送及び傷病者の受入に関する実施基準の運用状況について 

 （３）応急手当の普及促進（第 4章） 

 分割型の応急手当講習、普通救命講習Ⅲ、e-ラーニング等の実施状況 

 （４）救急出動件数等の将来予測（参考資料 1） 

 救急出動件数及び搬送人員の将来予測について 

 

 

 作業部会においては、「救急業務に携わる職員の教育のあり方」において課題となった以

下の項目について検討を行った。 

 

 （１）救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方（第 5章第 2節） 

 指導的立場の救急救命士について 

 救急ワークステーションについて 

 （２）救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方（第 5章第 3節） 

 救急隊員の生涯教育のあり方について 

 （３）通信指令員の救急に係る教育のあり方（第 5章第 4節） 

 口頭指導要領について 

 救急指令業務に関する教育のあり方について 

 

 

 「救急業務に携わる職員の教育のあり方」及び「消防と医療の連携」での検討を踏まえ、

全国の消防本部等に対して実態調査を行った。 

 

 （１）救急業務に携わる職員の教育のあり方に関する実態調査（第 5章第 1節） 

 都道府県を通じて各消防本部へのアンケート調査（平成 24 年 8月） 

 （２）実施基準の運用に関する実態調査（第 2章・第 3章） 

 都道府県へのアンケート調査（平成 24 年 10 月） 
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３．概 要 

（１）救急業務の高度化（ICT の活用）（P11～） 

   救急業務の高度化として「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準（実

施基準）」に対応した医療機関の選定などに ICT を活用することでこれを支援し、迅速

かつ適切な搬送に繋げる取組が全国各地で進められている。 

今回実施した実態調査では、実施基準における ICT の活用が 47 都道府県中 18 団体で

進められ、このうち 8団体ではタブレット型情報通信端末を活用した情報共有や携帯メ

ールによる情報発信など ICT の積極的な活用が図られていた。 

   本編では、スマートフォンやタブレット型情報通信端末の活用先進事例を通じて、ICT

の導入経緯や導入効果、今後の課題などを明らかにしている。 

   ICT の導入・活用については、個人情報の取り扱いなどいくつかの課題も挙げられる

が、医療機関や消防機関等で救急活動上の課題を整理し、地域のニーズや特性に合致し

たシステムを構築していくことが望まれる。 

   消防庁においては ICT を活用した消防と医療の連携について、全国における効果的

な ICT システムの導入等に資するため、引き続き推進に係る必要な調査、研究等を実施

していく必要がある。 

 

（２）消防と医療の連携（P41～） 
   実施基準の運用状況等を通じた消防と医療の連携について、都道府県に対して実施し

た実態調査では、実施基準の見直し状況について、半数以上の団体で実施済みあるいは

見直し予定としており、各地域で必要となる見直しが図られている現状が分かった。ま

た、実施基準に係る運用上の改善や工夫等を行ったかどうかについても、半数以上の団

体で実施済みあるいは実施予定との回答があった。 

   この中では、実施基準の改正や見直し等により、病院選定困難事例の減少や病院交渉

時間の短縮など、既に具体的な効果が挙がっているとした団体もあるほか、今後、取組

も含め具体的な検証等を行っていくとした団体もあることから、この度の実態調査結果

で明らかにした他団体の取組などを参考に、地域の課題解決に向け、早急に具体的な改

善に向けた取組を図っていく必要がある。 
   また、本検討会で実施したメディカルコントロール協議会の実態調査では、気管挿管

の再教育など救急救命士再教育への取組状況やプロトコルの作成状況、事後検証の実施

状況などについて、地域によって取組状況に差があることが明らかとなり、消防庁では

救急業務の質の向上に向け、引き続きこのようなメディカルコントロール体制を含めた

消防と医療の連携方策について、実態調査などを通じてその動向を注視し、対策を講じ

ていく必要がある。 
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（３）応急手当の普及促進（P59～） 
   救急出動件数の増加に伴い、救急出動要請から救急隊が現場に到着するまでに要する

時間が年々延長する中、バイスタンダーによる応急手当が適切に実施された場合、大き

な救命効果が得られることから、消防として積極的に応急手当の普及・促進に取り組ん

でいく必要がある。 

   消防庁では、応急手当講習受講者の裾野を広げ、一人でも多くのバイスタンダーを育

成するため、従来の講習に加えて「救命入門コース」の新設や「e-ラーニングによる講

習」を推奨しており、この度、全国 7カ所で行われた普及促進研究事業の取組報告では、

救急入門コースとして、子どもを対象とした応急手当普及への取組や、広く地域住民を

対象とした短時間講習への取組などが報告された。また、e-ラーニング講習についても、

子どもに特化したコンテンツの開発や、広く住民に受講を促すための工夫などが報告さ

れている。 

今後、入門コース等の受講者をいかに普通救命講習受講に繋げていくのか、また、受

講率の向上に向けた e-ラーニングへの取組など、消防庁として引き続き課題解決に向

けた取組を推進していく必要がある。 

各消防本部においては、報告書で取上げた具体的な取組事例などを参考に、地域に根

ざした取組に繋げられたい。 

 
（４）救急業務に携わる職員の教育のあり方 
  ア．教育のあり方に関する実態（アンケート調査）（P79～） 

    今回、救急業務に必要な教育訓練のあり方や、救急業務の質の維持や向上を目的と

した支援方策等を検討するため、全国のすべての消防本部に対して教育のあり方に関

する実態調査（アンケート調査）を実施した。 
    ここでは、救急救命士の再教育について、再教育とすべき項目をカリキュラムとし

て提示している本部が全体の 17.1％にとどまっていること、また、指導的立場の救

急救命士について、その必要性や重要性の高まりから、既に 116 消防本部において何

らかの形で運用されていることなどが明らかとなった。 

また、救急隊員の生涯教育については、前回（平成 22 年度）の調査に続いて年間

計画の策定等が進んでいない状況等が明らかとなり、年間計画策定に必要となる具体

的な教育項目やカリキュラムについて、何らかの指針が必要なことが改めて認識され

た。 
さらに通信指令員については、半数を超える消防本部において事後検証への関与が

進んでいることが明らかとなった反面、救急に係る教育については 8割ほどの消防本

部で実施されていなかった。一方、救急への対応を図るために、通信指令部門に救急

救命士等を配置している現状などが明らかとなった。 

これらを踏まえ、それぞれ必要となる教育等について、以下詳細な検討を進めた。 
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イ．救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方（P117～） 

    今年度の実態調査結果等を踏まえ、救急救命士の教育のあり方について、特に、指

導的立場の救急救命士のあり方及び救急ワークステーションのあり方について、全国

で質の担保された救急業務が実施できるよう、必要な教育体制等について検討を行っ

た。 

    まず、救急救命士の教育のあり方については、再教育を行うべき救急救命士の増加

により、消防本部においては再教育に要する「財政的負担」と合わせて「警防人員（勤

務員）の確保」といった現実的な問題を抱えており、また、再教育を受入れることと

なる医療機関にとっても、医師・看護師を含めた指導者の確保など、一定の負担が生

じるなどの課題がある。 

これらの課題に対応するため、経験豊富な救急救命士が他の者を指導することによ

り、救急業務全体の質の向上が図られることからも、指導者の必要性が高まっている。 
今回、指導的立場の救急救命士の“要件”や“養成方法”、“必要となる教育”等に

ついて検討を行った。実施に向けては引き続き詳細な検討が必要である。 
    救急ワークステーションについては「施設設置型」と「病院派遣型」の 2 つの方式

で普及が図られており、それぞれの利点と課題について比較検討した。 

    「施設設置型」の方が指導体制としては優れている反面、設置については財政的な

課題があり、設置にあたっては管内の協力医療機関の改築や移転等に合わせて、あら

かじめ検討されておくことが望ましい。 

    また、「病院派遣型」については、比較的小規模の消防本部でも実施しやすいこと

から今後も普及が予測されるが、実施にあたっては、より実のある研修に結びつけて

いくために、消防職員のコーディネーター等の配置が望まれる。 

    いずれにおいても、医療機関、医師等の協力が不可欠であり、設置にあたっては、

関係機関との連携を図っていく必要がある。 

  ウ．救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方（P133～） 

    救急救命士については、再教育に必要な時間が示されると共に再教育プログラム等

が示されているが、救急救命士を除く救急隊員については、教育の必要性やその充実

強化などは示されてきたものの、教育に係る時間や教育カリキュラムなど、その実施

状況については各消防本部の規模や教育体制などにより様々であり、今後、消防本部

の規模にかかわらず一定の質が担保された教育が実施できるよう検討が必要である。 

    今回、救急隊員に必要な生涯教育として、“年度内において必ず実施する項目（必

須）”と、“年度内において実施する項目（選択）”を定めると共に、教育時間として

“年間 80 単位”を必要数として定めた。 
    また、隊員の年間教育を把握するための“救急隊員教育管理表”と、教育に必要と

なる具体的な教育カリキュラムである“チェックリスト”についても策定を行い、消

防庁として必要な教育環境の整備を図った。効果的な教育方策が整っていないなどの

課題を持つ消防本部等での、今後の活用が望まれる。 
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  エ．通信指令員の救急に係る教育のあり方（P157～） 

    通信指令員においては、119 番通報段階から電話により市民に対して応急手当等に

ついて指示を行うこと（口頭指導）が可能であり、救急隊の到着より早い段階から「救

命の連鎖」に関わるという役割が果たせる。また、「日本版（JRC）蘇生ガイドライン

2010」においても通信指令員による口頭指導の重要性が述べられている。 

    このような口頭指導を行うにあたり、通報から心停止を識別する技能や CPR 指導の

実効性、迅速性を高めるためには医学的な知識の習得が不可欠である。 

    しかしながら、今まで消防庁として救急に係る教育について全国統一的な指針を示

しておらず、現在のところ、各消防本部において新任通信指令員等に対して救急に係

る教育を実施している例は少ない。 

このため今回、通信指令員に必要な救急に係る教育について検討を行い、国として

初めて、通信指令員に必要となる救急に係る教育項目を示した。 

また、口頭指導に必要となる指導プロトコルや、導入に繋がる聴取要領についても

検討を行い、「新口頭指導プロトコル」として示している。 

    今後、このような教育の必要性が認識され、各消防本部で取組が図られることを期

待すると共に、消防庁としては、教育を実施するにあたって必要となる詳細な教育カ

リキュラム等について、さらなる検討を行い具体的に示していく必要がある。 

  オ．これからの救急救命士を含む救急隊員教育のあり方（P171～） 

    ここまでで述べた救急救命士や救急隊員等の教育に関する検討については、今後、

それぞれの職域で取組が実践されることを目指したものであるが、それぞれの検討事

項を関連付け、消防全体として一貫した教育体制を構築していくことは、これからの

救急救命士を含んだ救急隊員教育を考える上で重要となる。 

    今後、指導的立場の救急救命士を中心とした教育指導体制を構築するとともに、新

任隊員から中堅隊員、救急隊長、救急救命士といったレベルごとの役割、目標を明ら

かにした上で、レベルごとの教育カリキュラムの策定が図られていくべきであると考

える。このための教育方策として「救急隊員習熟段階制教育」を一方策として示し、

段階制教育により文字通り“レベルアップ”することを目指し、職員の意欲や士気と

いったものの醸成に繋げると共に、指導的立場の救急救命士を“スペシャリスト”と

して位置付け、将来、気概と能力のある救急救命士の新たな活躍の場、目標とした。 

また、具体的な教育項目等については、救急隊員の生涯教育で検討した“チェック

リスト”を応用し、レベルごとのチェックリストを作成することで効果的な教育方法

としていく。 

救急業務の法制化から 50 年を迎えるにあたり、このような習熟段階制教育がこれ

からの消防業務における救急隊員教育の基底の考え方となるよう、引き続き諸課題を

検討していく。 
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① 委員名簿                                           ※五十音順、○印は座長 

 

阿 真 京 子  （知ろう！小児医療 守ろう！子ども達の会代表） 

    有 賀    徹  （昭和大学病院 病院長） 

有 賀 雄一郎  （東京消防庁救急部長） 

    石 井 正 三  （日本医師会常任理事） 

岩 田   太  （上智大学法学部教授） 

酒 井 昭 孝  （山形県環境エネルギー部危機管理・くらし安心局危機管理課消防主幹） 

    坂 本 哲 也  （帝京大学医学部教授） 

    佐 藤   有  （札幌市消防局警防部長） 

島 崎 修 次  （国士舘大学大学院救急システム研究科長） 

鈴 川 正 之  （自治医科大学救急医学講座教授） 

土 井   稔  （佐賀県健康福祉本部医務課長） 

藤 井 茂 樹  （大阪市消防局救急部長） 

    山 口 芳 裕  （杏林大学医学部救急医学教授） 

○山 本 保 博  （東京臨海病院 病院長） 

    横 田 順一朗  （市立堺病院 副院長） 

横 田 裕 行  （日本医科大学大学院医学研究科救急医学分野教授） 

  

オブザーバー 

井 上 誠 一  （厚生労働省医政局指導課長）※平成 24 年 9 月 9日まで 

梶 尾 雅 宏  （厚生労働省医政局指導課長）※平成 24 年 9 月 10 日から 

松 川 茂 夫  （東京消防庁救急部参事兼救急管理課長）※第 2回検討会 

② 開催経緯 

回 数 開催日 主な議題 

第 1回 平成 24 年 7 月 5 日
 (1)検討会での検討事項について 

 (2)作業部会の設置について 

第 2回 平成 24 年 12 月 7 日
 (1)検討事項の中間報告について 

 (2)作業部会検討内容について 

第 3回 平成 25 年 3 月 7 日
 (1)報告書（案）について 

 (2)来年度の検討事項等について 
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（２）救急業務に携わる職員の教育のあり方に関する作業部会 

 

① 委員名簿                    ※各班五十音順、○印は班長 

 

作業部会長 

横 田  順一朗  （市立堺病院 副院長） 

 

救急救命士の教育のあり方検討班          

大 极   隆   (千葉市消防局警防部救急課長)  

岡 本 征 仁 （札幌市消防局警防部救急課長）  

小 林 一 広 （東京消防庁救急部救急指導課長） 

田 邉 晴 山 （救急救命東京研修所教授） 

○山 口 芳 裕 （杏林大学医学部救急医学教授）  

救急隊員の教育のあり方検討班 

○浅 利    靖 （弘前大学大学院医学研究科救急災害医学教授） 

小 林 明 宏 （芳賀地区広域行政事務組合消防本部総務課課長補佐）  

玉 川   進 （旭川医療センター 病理診断科医長）  

福 井   豊    （神戸市消防局警防部救急課長） 

松 川 茂 夫 （東京消防庁救急部参事兼救急管理課長）  

通信指令員の教育のあり方検討班 

○坂 本 哲 也  （帝京大学医学部教授）  

名 取 正 暁 （横浜市消防局警防部司令課長）  

林   靖 之 （大阪府済生会千里病院救命救急センター 副センター長） 

三 浦 弘 直 （東京消防庁警防部副参事（指令担当））  

 

オブザーバー 

井 上 元 次   （消防庁消防・救急課課長補佐） 

徳 本 史 郎   （厚生労働省医政局指導課救急医療専門官） 

平 中   隆   （横浜市消防局警防部救急課長） 

 

② 開催経緯（作業部会）                  ※いずれも平成 24 年 

回 作 業 部 会 救急救命士班会議 救急隊員班会議 通信指令員班会議

第 1回 8 月 7日 8 月 29 日（合同班会議） 8 月 30 日 

第 2 回 10 月 2 日 10 月 9 日 10 月 10 日 ９月 28 日 

第 3回 11 月 20 日 10 月 29 日（合同班会議）  

※これ以外に班として救急ワークステーション視察（札幌市・横須賀市）を実施した 
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【参 考】 

救急業務のあり方に関する検討会開催要綱 

（開催） 

第１条  消防庁救急企画室（以下｢救急企画室」という。）は、「救急業務のあり方 

に関する検討会」(以下「検討会」という。）を開催する。 

 

（目的） 

第２条  今後も見込まれる救急需要の増大に対し、救急業務のあり方全般について、 

必要な研究・検討を行い、救命効果の向上を図ることを目的とする。 

 

（検討会） 

第３条  検討会は、次項に掲げる構成員をもって構成する。 

２ 構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちから、 

消防庁長官が委嘱する。 

３ 検討会には、座長を置く。座長は、構成員の互選によって選出する。  

４ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

５ 座長に事故ある時は、座長が指定した構成員がその職務を代行する。 

６ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 

 

（作業部会） 

第４条 座長は、必要に応じ検討会に作業部会を置くことができる。 

２  作業部会の構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちか

ら、座長が指名する。 

 

（構成員の任期） 

第５条  構成員の任期は、平成 25 年 3月 31 日までとするが延長を妨げないものとする。  

(運営） 

第６条 検討会及び作業部会の運営は、救急企画室が行う｡ 

 

（委任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他作業部会に関し必要事 

項は、座長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 24 年 5月 28 日から施行する。 
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第２章 救急業務の高度化（ＩＣＴの活用） 
１．背景等 
（１）背 景 

  救急出動件数が過去最多を更新し続ける中、傷病者の救命率向上や予後の改善のた

めには、傷病者の症状に応じた適切な医療機関の選定や、病院選定時間の短縮による

医療機関への搬送時間の短縮等が求められる。 

しかしながら、近年の救急需要の増大等を背景に、全国各地で救急搬送時の受入医

療機関の選定に困難を生ずる事案が報告されており、こうした課題の解決に向けて、

救急医療体制の整備という中長期的な取組とは別に、現在ある医療資源をいかに有効

に活用するかという観点からの改善策として、消防庁では平成 21 年度に消防法を改

正し、都道府県に対して「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準」（以

下「実施基準」という。）の策定と、実施基準に関する協議会の設置等を義務付けた

ところである。 

一方で、救急業務の高度化等に伴い、医学的にも質の高い判断や処置等が必要とな

っている。救急車での搬送が必要かどうか、傷病者の症状に応じてどの医療機関に搬

送すべきかなど、適切な判断を迅速に行うためには傷病者の症状による緊急度の判定

が有用であり、消防庁では、本検討会とは別途、平成 23 年度より全国共通の「緊急

度判定プロトコル」の検討を進めているところである。 

このような実施基準に対応した医療機関の選定や、緊急度の判定などに係る課題解

決について、ICT（情報通信技術）を活用することでこれを支援し、迅速かつ適切な

搬送に繋げようとする取組が全国各地で実施されている。ICT の活用により、傷病者

情報と医療機関情報とのマッチングや緊急度判定等を支援することで、救急搬送・受

入れの更なる効率化、高度化が期待されることから、救急業務において ICT を活用す

る取組については、今後一層の広がりを見せることが期待される。 

消防庁としては、その導入事例や活用実態等の把握に努め、周知していくことが求

められている。 

 

（２）ICT に係る過去の検討経緯 

年 度 検討会 検討内容 

平成 20 年度 
救急業務における ICT の活用
に関する検討会 

画像伝送システムについての検討 
・実証試験（石川県） 

平成 21 年度 
救急業務における ICT の活用
に関する検討会 

画像伝送システムについての検討 
・実証試験（千葉市）① 

平成 22 年度 救急業務高度化推進検討会 
画像伝送システムについての検討 
・実証試験（千葉市）② 

平成 23 年度 
救急業務のあり方に関する 
検討会 

ICT を活用した救急業務についての検討 
・全国における活用状況  ・ビデオ喉頭鏡
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２．調査の目的 
  平成 24 年度の検討会では、全国における効果的な ICT システムの導入に資するこ

とを目的として、ICT システムの具体的な活用事例について調査、分析を行い、情報

提供を行うこととした。 

  特に今年度は、実施基準に対応したタブレット型情報通信端末の活用実態等につい

て調査を行うこととし、当該システムの導入に至った背景や経緯、導入後の効果や課

題等について、以下のとおり調査を実施した。 

（１）傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準の運用に関する実態調査 

 都道府県へのアンケート調査（平成 24 年 10 月） 

※実施基準の運用に際して ICT を活用した事例等について 

 ～全国 47 都道府県から回答（回答率 100％） 

 

（２）救急業務における ICT 活用の先進事例実態調査 

（実地訪問インタビュー、電話等による聞き取り調査） 

 佐賀県医療機関情報・救急医療情報システム（99 さがネット）※ 

 奈良県救急医療管制支援システム（e-MATCH）※ 

 （新）栃木県救急医療情報システム 

 大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ORION） 

 （新）香川県広域災害・救急・周産期医療情報システム（医療ネットさぬき） 

 岐阜県救急搬送情報共有システム（ETIS）  

※ 実地訪問インタビューを実施。 

 

３．救急業務における ICTの機能別分類 

救急業務における ICT の活用については、用いるシステムの方式等によって様々で

あるが、地域の救急業務の効率化あるいは高度化に対応するため、どのような機能を

付加しているかに着目し、今回のアンケート調査への回答（活用事例）等も踏まえ、

以下のとおり分類を行った。（図表 2-1） 

（１）医療機関情報共有型（応需情報等） 

   既存の「広域災害・救急医療情報システム」等を基に、都道府県単位で消防機関

と医療機関が連携し、医療機関情報（応需情報）を共有することで、傷病者に適し

た病院選定の支援ができるもの。選定困難事案の減少等、効率的な傷病者搬送の効

果が期待できる。 

   一方、医療機関側からの応需情報の更新が進まない等の理由から、従来の応需シ

ステムの活用が進まないと効果が半減することから、今後、各地域における応需情

報の更新頻度の向上に向けた工夫も求められる。 
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（２）傷病者情報共有型（画像伝送等を含む。） 

傷病者の搬送時、ICT を活用して、救急隊が入力した傷病者情報（基本情報及びバ

イタル等の観察項目）を、医療機関側が事前に入手することで、受入体制の整備等を

可能とするもの。これにより、院内での迅速な処置開始に繋げられることが期待さ

れる。また、傷病者の容態がわかる映像や心電図、バイタルサイン等の情報を搬送

中の救急車や救急現場から医療機関へ伝送し、救急隊と医療機関で共有することに

より、医師の指示に基づく搬送中の適切な処置や受入病院の適切な判断を可能とす

るもの。 

   一方、傷病者情報の入力に手間がかからないようにするなど、迅速な対応が求め

られる救急隊に対する負担軽減のための工夫等が求められる。 

 

（３）搬送実績情報共有型 

   傷病者を搬送後若しくは搬送途上、救急隊が情報通信端末に各病院への照会結果

や搬送先の医療機関情報を入力することにより、各消防機関において病院の受入実

績等が共有できるもの。 

   救急隊間で搬送実績情報（例：A救急隊が B病院へ搬送など）をリアルタイムで

共有することにより、特定の医療機関への集中搬送を回避するなど医療機関選定に

活用されるほか、受入側の医療機関においても、他の医療機関の受入状況等を共有

することにより、受入れるかどうかの判断の参考とすることができる。 

 

（４）緊急度判定支援型 

救急隊員が救急現場において傷病者を観察して得られたバイタルサイン等を情

報通信端末に入力することにより、傷病者の「緊急度判定」を支援するもの。救急

隊員は、緊急度判定の結果に適応した医療機関への搬送を依頼することができる。 

限られた医療資源を有効に活用できるとともに、緊急度に応じた医療機関への搬

送が可能となり、救命率の向上に寄与することが期待される。 

なお、今年度消防庁においては、①家庭での自己判断、②電話相談、③119 番通

報、④救急現場の各段階における緊急度判定プロトコルの策定を行い、このうち④

救急現場における緊急度判定については、タブレット型情報通信端末を使用した実

証実験を実施した。 

 

（５）情報出力対応型（レポーティングシステム等） 

   救急活動中に入力したデータを「救急活動記録票」等にデータ出力することで、

救急隊員の事務負担を軽減し、業務の効率化を図るもの。 

 

（６）複合型～上記機能を複数有するもの。 
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図表 2-1 救急業務における ICT 活用の機能別分類 

分 類 主な機能 

医療機関情報共有型 

（応需情報等） 

従来の応需システム等に入力された病院の受入可否情報を基に、実施

基準に即したリアルタイムでの病院選定を支援するもの 

傷 病 者 情 報 共 有 型 

（画像伝送等を含む） 

搬送時、救急隊が入力した傷病者情報を救急隊と医療機関で共有する

ことにより、病院側の受入体制の整備等を可能とするもの（画像伝送

システム等を含む） 

搬送実績情報共有型 
搬送後、救急隊が入力した搬送病院などの情報（照会・搬送実績）を、

各消防機関や医療機関の間で共有し、医療機関選定に活用するもの 

緊 急 度 判 定 支 援 型 
救急隊員が、救急現場において傷病者を観察して得られたバイタルサ

イン等を、端末に入力することにより、緊急度の判定を支援するもの

情 報 出 力 対 応 型 

（レポーティングシステム等） 

救急活動中に入力された情報を「救急活動記録票」等にデータ出力し、

救急隊員の事務負担を軽減し、業務の効率化を図るもの 

複   合   型  上記機能を複数有するもの 

 
４．救急業務の高度化の実態調査（アンケート結果） 
（１）ICT の導入状況（実施基準の運用における ICT の導入） 

   アンケート調査で、「実施基準の運用において、ICT を活用し、消防機関と医療

機関が連携することにより、傷病者に係る情報の広域的な共有が図られているか。」

と尋ねたところ、何らかの形で、実施基準の効率的な運用のため ICT を活用してい

ると回答した団体は 18 団体あり、その他 4 団体については、現在検討中あるいは

今後検討する予定と回答している。（図表 2-2） 

   活用していると回答した団体の多くは、実施基準に即した「医療機関リスト」の

入手のため、従来の「広域災害・救急医療情報システム」の効果的な運用を図った

ものであったが、中にはタブレット型情報端末を用いた情報共有や一斉メールによ

る情報発信など、ICT を積極的に活用した事例もあった。（図表 2-3） 

 

図表 2-2 実施基準における ICT の活用状況        図表 2-3 活用状況の内訳 

 

 

 

 

 

 

 n=47 n=18 
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   現時点で ICT を活用している 18 団体の取組については、実施基準のうち、主に

「第 4号基準（選定基準）」、「第 6号基準（受入医療機関確保基準）」等の運用を背

景とした取組であるといえる。（図表 2-4） 

 

図表 2-4 実施基準別の ICT 活用内訳（複数回答あり） 

 

 

（２）ICT の具体的な活用方法 

   アンケートでは、図表 2-4 に挙げた実施基準別の活用状況について、具体的にど

のように ICT を活用しているかについても回答を得られた。 

＜「分類基準」を挙げた団体＞ 

・救急医療情報システムにおいて、分類基準に対応した医療機関リストの応需情

報を検索できる。（栃木県） 

・県が運営する「ちば救急医療ネット」において、分類基準に基づく医療機関リ

ストと、傷病者の受入れや手術の可否等の応需情報をリアルタイムで確認する

ことができる。（千葉県） 

＜「医療機関リスト」を挙げた団体＞ 

・医療機関に設置された病院端末装置から入力された最新の病院情報をデータセ

ンターのサーバで収集し、災害救急情報システムに伝送することで、救急現場

において第 1号基準、第 2号基準に関する最新情報を把握することができる。

（東京都） 

＜「観察基準」を挙げた団体＞ 

・救急隊がタブレット型情報端末に傷病者情報を入力すると、観察基準に合致し

た医療機関情報が現場から近い順に表示される。（奈良県） 

＜「選定基準」を挙げた団体＞ 

・「救急搬送情報共有システム」を導入し、救急隊が入力した搬送履歴情報を他

の救急隊と情報共有することで、受入依頼先の医療機関の状況をリアルタイム

で把握し、総合的に最適な医療機関の選定を図ることができる。（岐阜県） 

・搬送情報を各消防機関がスマートフォン及びデジタルペンによりリアルタイム

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

１号基準（分類）

２号基準（リスト）

３号基準（観察）

４号基準（選定）

５号基準（伝達）

６号基準（受入）

７号基準 （その他）

n=24 
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で入力し共有することにより、搬送先医療機関の負担を平準化するとともに、

現場画像や傷病者観察情報を事前に医療機関に提供することができる。（香川

県） 

・広域災害・救急医療情報システムの個別搬送要請機能を活用し、照会回数 5 回

以上、現場滞在時間 30 分以上（目安）の事案について、web 上で、情報シス

テム参加医療機関へ一斉照会を実施している。（兵庫県） 

＜「受入医療機関確保基準」を挙げた団体＞ 

・救急医療情報ネットワークにおける救急搬送支援システムを活用し、医療機関

の受入可否情報を提供している。（広島県） 

・選定困難事案などへの対応として、救急医療情報システムを用いたメールによ

る一斉受入要請を実施している。（愛知県） 

 

（３）ICT 活用による効果 

   ICT の活用により解消された課題については、現在検証中、あるいは今後検証を

行うと回答する団体が多かったものの、中には選定困難事案への対応が進んだとい

う回答や、病院選定に係る時間の短縮に繋がったという回答など、具体的な活用効

果を挙げる団体も見受けられた。 

・救急搬送の状況が共有できることにより、病院と救急隊員の間、病院間での情

報共有が進み、相互理解が深まったことで、より良い連携が出来るようになっ

た。（佐賀県） 

・医療機関と消防機関の間で、傷病者の状況や受入可否等の情報を共有し、補完

することが可能となった。（栃木県） 

・搬送情報を共有することで、医療機関の受入状況をリアルタイムで把握するこ

とができるようになった。（岐阜県） 

・選定困難事案への対応が可能となった。（愛知県） 

・病院選定に係る時間の短縮に繋がった。（兵庫県） 

・今後データを分析し、効果検証を行っていく必要はあるが、病院照会回数が減

少しているように思われる。（奈良県） 

・各病院への救急搬送状況が「見える化」され、救急医療機関が地域の救急の状

況をリアルタイムで把握できるようになり、傷病者の円滑な受入れに寄与して

いる。具体的な分析はまだであるが、救急搬送時間や受入要請回数の減少に寄

与しているものと考える。（香川県） 

・夜間休日における小児科輪番病院の検索に活用されることが多く、選定困難事

案の減少に繋がった。（高知県） 
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（４）ICT 活用にあたっての課題等 

   課題として挙げられているものの多くは、医療機関側の応需情報の更新について

であった。ただし、応需情報の更新が十分でないため、消防機関による活用が進ん

でいないとする意見がある一方、医療機関としては、頻回の更新が困難であるとす

る意見があった。 

また、救急隊が活動中に入力した情報を「救急活動記録票」へ出力することによ

る業務の効率化や、医療機関が入力した転帰情報の効果的なフィードバック等につ

いても、今後の ICT 活用にあたっての課題といえる。 

   ICT の積極的な活用においては、上記のような課題の解決に取組む自治体もある

ことから、以下、具体的な取組事例等について概説する。なお、各事業の説明にあ

たっては、各府県作成の資料等を参考にした。 

 

５．具体的活用事例 
（１）佐賀県医療機関情報・救急医療情報システム（99 さがネット） 

・機能分類：複合型（医療機関情報共有・搬送実績情報共有） 

・事業主体：佐賀県健康福祉本部医務課 

・実施主体：佐賀県内各消防本部、各医療機関等 

・事業概要：タブレット型情報通信端末を活用し、病院の応需情報や他隊の出動状況、

病院搬送状況等について、現場での入手を可能とするもの。（図表 2-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【救急隊】 

・救急隊は受入可能病院等を情報端末で検索

・搬送後は搬送先病院情報等を端末に入力 

【病 院】 

・病院側は搬送状況等を PC で確認 

・応需情報等を PC に入力 

図表 2-5 システムの概要 
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 ①ICT 導入に至った背景・きっかけ 

佐賀県では、救急医療情報システムを昭和 57 年に導入し、平成 14 年にシステムを

更新したが、ICT導入以前の平成 22年の段階ではかなり老朽化していたこともあり、

十分には有効活用されていなかった。 

当時、救急隊員が搬送先病院の選定に苦労する、病院も他の病院の受入状況が分か

らずに傷病者を受け入れる（結果として搬送先が特定の医療機関に集中する）等の状

況が見受けられ、県として傷病者の搬送・受入れに関する情報が十分に共有されるよ

うにするため、その手段として ICT を活用することとした。 

ICT の活用として、全国で初めて、モバイル端末を県内全ての救急車に配備するこ

ととしたが、例えば、スマートフォンでは画面が小さく使いづらい等の意見もあり、

タブレット型情報通信端末の導入を決定した。 

②システム導入に係る費用負担の方法や決定までの経緯 

以前は、救急医療情報システム用の自前のサーバを持っており、業者に管理を委託

していたが、システム更改に伴う ICT 導入の際には、必要経費を半分以下まで減額す

るとともに、導入後の維持費についても約 3分の 1に抑えることができた。 

必要経費を削減できた主な要因には、調達に要する企画を県自らが行ったこと、ク

ラウドサービスの利用へ切り替えたことの 2点がある。そのため、ICT 導入に係る必

要なノウハウは県が持つことになるため、具体的なプログラミングのみ外部に委託す

ればよく、広く事業者を募集することが可能となった。 

財源は、総務省の「ICT ふるさと人材育成事業」を活用し、予算上は、国・県・市

町が必要経費の 3分の１ずつを負担している（市町の負担分については、市町分全体

の負担額を人口で按分している）。 

③個人情報の取扱い 

システムの運用に際して、個人情報は取扱わない方針とした。端末の画面上には、

伝票番号が表示され、傷病者の名前等は表示されない仕組みとなっている。また、住

所も細かい番地までは表示されない。その上で個人情報については、別途、紙ベース

で保管することとしている。 

また、個々の端末については、ID 及びパスワードによる管理を行っているほか、

万が一、紛失したり盗まれた場合には、県を通じて、端末内部の保有情報を初期化す

ることが可能となっている。 

④ICT 導入の効果 

現場滞在時間が短くなったという具体的な効果を挙げる消防本部もあるほか、病院

側としても、他の病院の受入状況等が分かるようになり、搬送情報の共有化・見える

化が進むことで、地域医療全体のことを考えた受入れ等が実施されるようになったと

いえる。 

また、ICT 導入による直接的な効果だけでなく、新たな取組を進めるため、消防本

99 さがネット 
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部及び医療機関、医師会や県などの関係者が集まり、検討会の中で議論や意見交換を

実施することにより、佐賀県の救急搬送における課題や互いの懸念事項を確認し、相

互理解を深められ、より良い連携が可能となった。 

⑤今後の課題等 

消防本部によって端末の活用頻度に差があり、例えば、管轄区域に救命救急センタ

ーがあり、受入先の選定に比較的苦労を要しない本部では、ICT 導入によるメリット

を感じづらい面もある。 

また、病院側では、搬送・受入れに関する情報をリアルタイムで入力することはな

かなか難しいため、県として、入力可能なタイミングでの更新をお願いしたいと考え

ている。一方、「転帰情報」については、出来れば翌日、遅くとも 1 週間程度のうち

に入力してもらうこととしている。 

加えて、病院側としても、端末への入力と予後調査の双方に対応するため、現時点

では業務負担が増えており、県では、両者の統一も検討していく予定である。また現

在のところ、病院側の入力においては、一部試験的に端末を配備している病院を除き、

PC を使用しているが、今後未配備の病院へも端末の配備を進めたいと考えている。 

県では、入力された転帰情報の消防機関への公開、地域メディカルコントロール協

議会等に対するフィードバックについても今後の課題と捉えている。また、傷病者の

画像を転送することにより傷病者情報を共有する仕組みなど、更なる機能拡大も目指

しており、タブレット型情報通信端末の活用方策等についても検討していくこととし

ている。 

 

  

99 さがネット
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（２）奈良県救急医療管制支援システム（e-MATCH） 

・機能分類：複合型（医療機関情報共有・傷病者情報共有・搬送実績情報共有・緊急度

判定支援） 

・事業主体：奈良県消防救急課 

・実施主体：奈良県内各消防本部、各医療機関等 

・事業概要：図表 2-6 のとおり     図表 2-6 システムの概要（上）とデバイス画面（下） 
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①ICT 導入に至った背景・きっかけ 

奈良県では、救急搬送における搬送時間や照会回数が全国平均を上回っていたこと

から、救急搬送の改善に向けた検討が必要であった。 

従来からの応需システムは、病院の応需状況が「○」「×」で示されるものである

が、搬送先選定等の場面では、実質的にあまり活用されておらず、救急搬送の実態も

明らかになっていなかった。そこで平成 21 年度の消防法改正により、都道府県ごと

の実施基準の策定等が義務付けられたことを受け、実際の現場で実施基準に基づく搬

送を実現するため、県は、新たな仕組み作りと、継続的な質向上のためのフィードバ

ックの実施が必要と考え、e-MATCH の導入に踏み切った。 

②システム導入に係る費用負担の方法や決定までの経緯 

平成 22 年度より、総務省の「地域 ICT 利活用広域連携事業」として e-MATCH の開

発が実施された。e-MATCH の運用経費については、現在のところ県が負担している。 

また配備するタブレット型情報通信端末については、レンタルのため、故障した場

合等にも無償交換が可能となっている。 

③個人情報の取扱い 

個人情報の取扱いについて、タブレット型情報通信端末には、傷病者の性別、年齢

等の属性を入力し、氏名等、個人の特定につながる情報は保有しないこととしている。 

また、使用サーバは、一定の情報セキュリティガイドラインを満たしており、暗号

化技術を活用するとともに、タブレット型情報通信端末にインストールできるソフト

ウェアも制限している。さらに、タブレット型情報通信端末は 15 分毎にログインが

必要となる仕組みとしており、タブレット型情報通信端末を紛失した場合に外部から

強制的にデータを消去できるよう、端末管理用のソフトウェアも導入している。 

④ICT 導入の効果 

最低限の必須項目を入力するだけで医療機関を選定できる仕組みとなっているた

め、救急隊によるタブレット型情報通信端末の使用頻度はほぼ 100%であり、現在の

ところ搬送時間全体の短縮は見られないが、照会回数は減少している。（図表 2-7） 

また、傷病者の症状に応じた病院を自動的に検索できるため、医療機関の検索に係

る時間は短縮したと考えられる。さらに、医療機関との間で傷病者に係る情報（任意

項目としてバイタルサイン等）を共有することで、複数の医療機関に照会をかけた場

合、何度も同じ内容を伝達する必要がなくなり、入力したデータが医療機関へ自動的

に送信されるため、誤伝達も無くなる。結果、救急隊と医療機関の間での受入れに係

る照会等に要する時間は、重症以上の症例で１分程度短縮した。（図表 2-8） 

さらに、システム上で受入可能と示される医療機関に照会をかけた場合に、実際に

受入れが可能であったケースは、全搬送の 65%程度まで上昇している。 

全体として、傷病者の症状・緊急度に応じて一次救急病院、二次救急病院を選定す

る等、傷病者の状況に応じた適切な搬送が可能となり、地域の医療体制の見直しにつ

e-MATCH(奈良県)
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ながる点も大きな効果といえる。 

図表 2-7 重症以上の照会回数（暫定値）         図表 2－8 重症以上の照会開始から搬送先 

決定までの平均時間（暫定値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤今後の課題等 

重症傷病者の処置を実施する場合、現場でのタブレット型情報通信端末への入力は

難しいのが実情である。また、タブレット型情報通信端末への入力と救急活動記録票

の作成が二度手間となっており、現在は、救急隊員の負担が増した状況にある。そこ

で、今後、業務量の軽減を目的として、e-MATCH のデータを基にした「救急活動記録

票作成機能」の実装を予定しており、また、消防側の事務負担に見合った更なる情報

（確定診断の結果等）のフィードバックについても検討していくこととしている。 

一方、県外の医療機関に搬送した方が早い地域等においては、タブレット型情報通

信端末を用いて病院を選定することができないため、今後は県外の医療機関の情報も

登録する等、広域での連携・対応が必要と考えている。さらに、通報時の情報も含め

て e-MATCH での情報共有が可能となれば、より有効に e-MATCH を活用できると考えて

おり、奈良市では、通信指令員が病院と受入れの交渉を行うため、病院との交渉の際

に、e-MATCH をどのように活用するかという点も検討課題と認識している。また、従

来からの応需システムには、医師以外が医師の対応の可否を確認し入力していたが、

新たに端末を用いて医師自らがリアルタイムで入力するとなると、手間が増え負担感

が生まれるおそれもある。 

  

e-MATCH(奈良県) 

【重症以上】

（単位：分）

搬送件数

H23.4～7 1,025

H24.4～7 1,256

照会開始～
搬送先決定

8.5

7.6

【重症以上】

件数 割合 件数 割合

H23.4～6 1,011 646 63.9% 127 12.6%

H23.7～9 905 613 67.7% 97 10.7%

H23.10～12 1,150 774 67.3% 125 10.9%

H23.4～12 3,066 2,033 66.3% 349 11.4%

H24.4～6 1,025 740 72.2% 84 8.2%

H24.7～9 863 599 69.4% 91 10.5%

H24.10～12 1,173 817 69.7% 133 11.3%

H24.4～12 3,061 2,156 70.4% 308 10.1%

搬送件数

照会１回 照会４回以上 （単位：件、分）
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（３）（新）栃木県救急医療情報システム 

・機能分類：複合型（医療機関情報共有・傷病者情報共有・搬送実績情報共有） 

・事業主体：栃木県保健福祉部医事厚生課 

・実施主体：栃木県内各消防本部、各医療機関等 

・事業概要：当該システムは、昭和 55 年から 24 時間体制での救急医療情報の収集・提

供を目的として運用されているが、平成 22 年 8 月に策定した実施基準を

本システムに対応させる必要があること、平成 17 年の全面改修後 6 年以

上経過することから、システムの利便性を向上させ、救急医療体制及び医

療・薬局情報の提供体制等の更なる充実・確保を図るため、県では、平成

24 年 3 月より新システムの運用を開始した。 

   ここでは、新たに付加された主な機能等を中心に概説する。 

図表 2-9 主な見直し内容と取組のポイント 

 

①新システムの概要 

ア．医療機関側からの応需情報入力に係る見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-10 応需情報の入力画面 
【見直しのポイント】 

●入力のための操作回数を削減（最大 78→15 クリックへ） 

●ワンタッチで「現在の受入状況」を登録 

●入力項目が異なる朝と夕方の画面を、簡単に切替可能 

●ワンクリックで全項目を一度に更新可能 

●従来 2 クリック必要な操作を 1 クリックで設定可能 

●特記事項の内容を事前登録しておき、簡単に入力可能 

●応需情報の登録内容を事前にパターン化し、入力作業を軽減

など 
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イ．傷病者情報、受入可否情報、搬送履歴情報の入力（図表 2-11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．一斉受入要請機能の導入 

 

 

②ICT 導入の効果 

 医療機関側が入力する（応需情報に係る）入力項目を簡素化すること等の取組によっ

て、応需情報の入力・更新頻度の向上を図り、情報の鮮度・質を高めることができる上、

情報端末を用いて応需情報の検索や一斉受入要請を実施すること等により、実施基準に

対応した受入先選定の適正化を図ることができる。 

【導入のポイント】 

●導入以前は、受入交渉の度に傷病者情報を説明するた

め、多くの時間を要していたが、傷病者情報を端末から

入力し、受入要請先の医療機関が閲覧することで、傷病

者情報の説明に要する時間が短縮でき、医療機関におい

ても受入れの判断が容易になることが期待される 

●傷病者情報入力画面での登録後、直ちに医療機関の PC

から閲覧が可能  

トップ画面 傷病者情報入力画面 検索結果画面 ※交渉先があった場合 

搬送履歴情報入力画面 

【導入のポイント】 

 受入先選定が困難な場合、一刻も

早く救急処置を行うため、入力済

の傷病者情報を複数の救急医療

機関に「一斉受入要請」として送

信することで、傷病者の早期受入

れを目指す 

①入力した傷病者情報は、即座に受

入要請先のパソコン画面やドク

ターの携帯メール等へ送信 

②受入先医療機関以外には、受入先

医療機関名と回答に対するメッ

セージを自動でメール送信 

図表 2-12 タブレット入力画面 

① 

② 
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（４）大阪府「救急搬送支援・情報収集・集計分析システム」（ORION） 

・機能分類：複合型（医療機関情報共有・搬送実績情報共有・緊急度判定支援・情報出

力対応） 

・事業主体：大阪府健康医療部保健医療室医療対策課 

・実施主体：大阪府内各消防本部、各医療機関等 

・事業概要：大阪府では、搬送先確保困難事例の発生を受け、平成 20 年 9 月、応需情

報等に係る信頼性の向上や医療機関・消防機関の負担軽減を図るため、救

急告示医療機関等に設置している端末の更新に加え、携帯電話による応需

情報の検索機能や救急隊が医療機関に対し一斉に搬送要請を行うシステ

ム（まもって NET）の導入など、「救急医療情報システム」の更新を行い、

現在運用しているところである。 

医療機関による応需情報の平均入力回数は、システム更新前の 2.0 回/

日（平成 19 年）から 3.5 回/日（平成 23 年）へ増加している。 

さらに、実施基準の検証を行うためのデータ収集等の仕組みを構築する

ため、平成 25 年 1月より「救急搬送支援・情報収集・集計分析システム」

（ORION）の運用を順次開始した。 

システムの特徴としては、①スマートフォンを活用することにより、実

施基準に基づく病院選定を支援するための「救急隊活動支援システム」、

②全ての消防庁報告項目を有し、各消防本部の独自システムからもデータ

のアップロードが可能な「救急隊活動記録入力システム」、③収集された

データを基に、実施基準の運用状況の把握・分析や、消防統計における国

表ベースの集計が自動で実施できる「救急医療情報分析システム」が挙げ

られる。以下、主な機能について概説する。 
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①システムの概要 

ア．救急隊活動支援システム（スマートフォンの活用）（図表 2-13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動態入力 傷病者情報入力 

病院検索 

病院検索結果画面（拡大）

病院情報画面 

病院を選択 

救急医療情報システムのデ

ータをもとに、病院の診療機

能情報を表示する 

救急隊のスマートフォンで搬送開始・医師引き継ぎ等のボ

タンを押すことで、病院の受入状態が自動的に変更される 

（●受入れ可、●医師診察中、●他隊が搬送中） 

病院を選択後、電話番号ボタンにより電話発信が可能 

画面をスクロールすると、選択した病院の詳細な情報を表示 
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救急活動記録収集検証システム（大阪府）



 

イ．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ．

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

●収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握

的集計、

継続的な

 

②ICT

  実施基準の検証に必要な

り、

  また、

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

イ．救急隊活動記録入力システム

ウ．救急医療情報分析システム

収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握

的集計、ウツタイン集計を基にした分析など、

継続的な分析を行う

ICT 導入の効果

実施基準の検証に必要な

り、実施基準の継続的・

また、迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

隊活動記録入力システム

救急医療情報分析システム

収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握

ウツタイン集計を基にした分析など、

分析を行う 

導入の効果 

実施基準の検証に必要な

実施基準の継続的・

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

隊活動記録入力システム 

救急医療情報分析システム 

収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握

ウツタイン集計を基にした分析など、

実施基準の検証に必要なデータの

実施基準の継続的・効果的な検証などが期待される。

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる
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収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握

ウツタイン集計を基にした分析など、

の収集・分析

効果的な検証などが期待される。

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

図表 2-15

収集されたデータを基に、実施基準の運用状況の把握・

ウツタイン集計を基にした分析など、PDCA サイクルに則った実施基準の

収集・分析に用いるための

効果的な検証などが期待される。

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

図表 2-14 

15 

救急活動記録収集検証システム（大阪府）

・分析や、国表ベースの自動

サイクルに則った実施基準の

ためのシステムを実装してお

効果的な検証などが期待される。 

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

●

ら入力された「傷病者

情報」をデータベース

化

動

きされている部分（時

間管理、傷病者観察所

見等）

ータベースから情報

出力することが可能

 

●

ォーマットは

ファイルで出力され、

各ＭＣ圏域・消防本部

毎にカスタマイズする

ことが可能

救急活動記録収集検証システム（大阪府）

国表ベースの自動

サイクルに則った実施基準の

システムを実装してお

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる

●スマートフォン

ら入力された「傷病者

情報」をデータベース

化することで

動記録票のうち、白抜

きされている部分（時

間管理、傷病者観察所

見等）について

ータベースから情報

出力することが可能

 

●救急活動記録票

ォーマットは

ファイルで出力され、

各ＭＣ圏域・消防本部

毎にカスタマイズする

ことが可能 

救急活動記録収集検証システム（大阪府）

国表ベースの自動

サイクルに則った実施基準の

システムを実装してお

迅速かつ適切な受入体制の確保や予後の向上など、救急医療体制の充実が図

れるとともに、救急隊活動の質の向上や事務作業に係る負担の軽減にもつながる。 

スマートフォン等か

ら入力された「傷病者

情報」をデータベース

することで、救急活

記録票のうち、白抜

きされている部分（時

間管理、傷病者観察所

については、デ

ータベースから情報を

出力することが可能 

記録票のフ

ォーマットは、Excel

ファイルで出力され、

各ＭＣ圏域・消防本部

毎にカスタマイズする

 

救急活動記録収集検証システム（大阪府） 
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（５）（新）香川県広域災害・救急・周産期医療情報システム：医療ネットさぬき 

・機能分類：複合型（傷病者情報共有・搬送実績情報共有・情報出力対応・一部の医療

機関情報共有） 

・事業主体：香川県健康福祉部医務国保課 

・実施主体：香川県内各消防本部、各医療機関等 

・事業概要：平成 17 年に運用を開始した旧システムでは、円滑な救急搬送を図るため、

医療機関が対応可能な診療科目の情報（応需情報）をリアルタイムで入力

し、当該情報を救急隊が携帯端末で確認するという機能が既に構築されて

いた。しかし、情報入力元の医療機関における時間的、人的問題から更新

入力が少なく、情報の陳腐化により、システム利用の低調傾向が見受けら

れた。そこで、新システムでは「応需情報」機能を削除した上で、新たに

搬送実績を入力する機能を追加し、運用を開始した（平成 24 年 4月より

運用開始）。 

 

 ①旧システムの課題と新システムのコンセプト（図表 2-16） 

旧システムの運用と課題     新システムのコンセプト（期待される効果） 

 

 

②新システムの概要 

ア．デジタルペンによる情報の電子化 

新システムの最大の特徴として、救急隊が「デジタルペン」を使用して傷病者情報

を（普通紙に印刷されている）「傷病者観察メモ」に手書きで記入し、「送信欄」をチ

ェックするだけで、記入した情報が携帯しているスマートフォンを介し自動的に送信

される。当該情報がシステムに迅速に登録されることにより、救急隊と医療機関の間

で傷病者に係る情報を「救急隊が医療機関に到着する前に」共有することが可能とな

る。 
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現在、デジタルペンとスマートフォンは、県下全ての救急車に配備（44 セット）

され、従来からの「手書き」による傷病者観察メモの運用は継続しつつ、デジタルペ

ンによる電子化を可能としたことにより、救急隊員に新たな事務負担を強いることな

く、データ送信が可能なシステムとなっている。救急隊による入力率は100％であり、

入力された傷病者情報は、病院到着後の治療に重要な役割を果たしている（図表2-17）。 

      

      

      【救急現場】                 【医療機関等】 

  イ．搬送実績情報の共有 

傷病者の搬送先情報等の搬送実績が、傷病者の「搬送中の段階」からシステムに

登録されることで、救急隊間でより鮮度の高い情報を共有でき、さらに、医療機関

へ信頼性の高い情報を提供することにより救急搬送の効率化を図っている。 

   「応需情報」などの項目をできるだけ削減し、救急隊にとって真に必要な情報だ

けを抽出してシステムを構築しているため、スマートフォンの画面でもストレスを

感じることなく情報の閲覧が可能であり、また、できる限り救急搬送業務の支障と

ならないよう、携帯性も高められている。 

 

 

医療ネットさぬき

図表 2-17 

図表 2-18 

デジタルペンを用いて記入するだけで情報が電子化され、スマートフォンを介して送信される
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③ICT 導入の効果 

現在、救急隊が搬送傷病者ごとに手書きしている「傷病者観察メモ」を、瞬時に電子

データとしてシステムに登録することにより、傷病者情報をリアルタイムで関係機関間

において共有することができるようになる。 

また、各救急隊は、全隊に配備されたスマートフォンから各救急病院の傷病者の受入

状況を確認することができ、比較的受入れの余裕がある医療機関から受入れの交渉を開

始することも可能となった。一方、医療機関においては、救急隊がリアルタイムで登録

した「傷病者観察メモ」の情報や、救急隊がスマートフォンで撮影した傷病者の状況や

事故現場の画像等について、救急隊の到着前にシステムから確認できるため、病院到着

後に迅速に処置を開始するための体制を整えることが可能となり、最終的には、救命率

の向上に繋がることが期待される。 

医療ネットさぬき 
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医療ネットさぬき



 

（６

・機能分類

・事業主体

・実施主体

・事業概要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C

病院へ直接交渉することが可能とな

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

 

 

（６）岐阜県救急搬送情報共有システム（

・機能分類：複合型

・事業主体：岐阜県

・実施主体：岐阜県内各消防本部

・事業概要：従来

療情報システム」

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

た

そこで、

搬送

テム（

情報

を入力・閲覧すること

握が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新システムの導入

C病院と順番に病院交渉を実施していたが、

病院へ直接交渉することが可能とな

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

 

 

岐阜県救急搬送情報共有システム（

複合型（医療機関情報共有・

岐阜県健康福祉部

岐阜県内各消防本部

従来、医療機関

療情報システム」

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

た。 

そこで、搬送先医療機

搬送の集中を回避

テム（ETIS）」

情報通信端末を利用した新

を入力・閲覧すること

が可能となった。

新システムの導入以前は、医療機関

病院と順番に病院交渉を実施していたが、

病院へ直接交渉することが可能とな

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

岐阜県救急搬送情報共有システム（

医療機関情報共有・

福祉部医療整備課

岐阜県内各消防本部、各医療機関等

療機関側から入力される

療情報システム」上で 1

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

搬送先医療機関の選定

回避すること

）」を導入した

端末を利用した新

を入力・閲覧することにより

なった。

 

図表 2-19

以前は、医療機関

病院と順番に病院交渉を実施していたが、

病院へ直接交渉することが可能とな

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される
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岐阜県救急搬送情報共有システム（ETIS
エティス

医療機関情報共有・搬送実績情報共有

医療整備課 

、各医療機関等

側から入力される応需情報は、

1 日 2回更新

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

関の選定に要する

することを目的として

た（平成 24

端末を利用した新システム

により、各医療機関の搬送履歴や受入可否情報

9 ETIS の活用イメージ

以前は、医療機関の応需情報の不足

病院と順番に病院交渉を実施していたが、ETIS

病院へ直接交渉することが可能となる。結果として、

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

ETIS
エティス

） 

搬送実績情報共有

、各医療機関等 

応需情報は、

回更新されていたが、情報の

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

に要する時間の短縮や

として、「岐阜県救急搬送情報共有シス

24 年 8 月より運用開始）

システムを通じて、救急隊自ら

、各医療機関の搬送履歴や受入可否情報

活用イメージ 

情報の不足等の理由

ETIS の導入により、受入可能病院である

る。結果として、医療機関への受入確認回数が減

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

搬送実績情報共有） 

応需情報は、「岐阜県広域災害・救急医

ていたが、情報の

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

時間の短縮や、特定の病院への

「岐阜県救急搬送情報共有シス

月より運用開始）。タブレット型

、救急隊自ら

、各医療機関の搬送履歴や受入可否情報

等の理由から、

の導入により、受入可能病院である

医療機関への受入確認回数が減

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

「岐阜県広域災害・救急医

ていたが、情報の鮮度が低い等の

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

、特定の病院への

「岐阜県救急搬送情報共有シス

。タブレット型

、救急隊自ら搬送結果の

、各医療機関の搬送履歴や受入可否情報

から、A病院、B病院、

の導入により、受入可能病院である

医療機関への受入確認回数が減

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される

「岐阜県広域災害・救急医

鮮度が低い等の

理由から、一部の消防本部では当該システムがあまり利用されていなかっ

、特定の病院への

「岐阜県救急搬送情報共有シス

。タブレット型

の情報

、各医療機関の搬送履歴や受入可否情報の把

病院、

の導入により、受入可能病院である C

医療機関への受入確認回数が減

少し、搬送時間の短縮に繋がるとともに、特定の医療機関への集中搬送が回避される 
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TIS

受

ができ、各救急隊は救急車内から

、搬送先を選定することができる。

救急隊は救急搬送終了後、帰署時の救急車内に

情報

アルタイム

医療機関の名称と救急連絡先

岐阜県救急搬送情報共有システム

概要

療機関の応需情報と救急搬送結果情報（搬送日時、事故種別、重症

が一覧

す き、各救急隊は救急車内から

を 送先を選定することができる。

急搬送終了後、帰署時の救急車内に

レ

急 タイム

名称と救急連絡先

岐阜県救急搬送情報共有システム

システ

需情報と救急搬送結果情報（搬送日時、事故種別、重症

入結果

すること 急車内から

を確認し することができる。

各救急隊 後、帰署時の救急車内に

レット型 ら入力する

急隊はリ

各医療機関 連絡先

岐阜県救急搬送情報共有システム

には、医療機関 急搬送結果情報（搬送日時、事故種別、重症

る

することができ、各救急

を確認し、搬送先を できる。

各救急隊は救急搬送 の救急車内に

端

能となる

 

 

 

 

各医療機関の名称と救

岐阜県救急搬送情報共有システム 
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には、医療機関の応需情報 情報（搬送日時、事故種別、重症

表示 の情報は消防本部の管轄を超えて閲覧

することができ、各救急隊は救急車 レット型情報

を確認し、搬送先を選定するこ

各救急隊は救急搬送終了後、 に

端末から入力 た情報は直ちに反映されるため、各救

には、医療機関の応需情報と救急搬送 日時、事故種別、重症

。 防本部の管轄を超えて閲覧

報

 

各救急隊は救急搬送終了後、帰署時の救急 救急搬送結果情報をタブ

。入 ちに反映されるため、各救

病

病

般負

通

病

病

病

病

病

病

・

には、医療機関の応需情報と救急搬送結果情報（ 種別、重症

。これらの情報 轄を超えて閲覧

タブレット を利用して情報

果情報をタブ

。入力された情報 れるため、各救

画面

・

直

情報について情

登

果がリアルタ

と

には、医療機関の応需情報と救急搬送結果情報（搬送日時、

。これらの情報は消防本部 閲覧

て、救急 ブ

。入力された情報は直ちに反 各救

岐

岐

岐

岐

岐

本

岐

岐

本

・

直

ちに搬 て情

報 登

録後、

イムで と

には、医療機関の応需情報と救急搬送結果情報（搬送日時、事故種別、

。これらの情報は消防本部の管轄を超

端末を利用

て、救急搬送結果情報

。入力された情報は直ちに反映されるた

・

ちに搬送情報につ

録後、その結果がリ

イムで

 

①システムの概要 

ETIS には、医療機関の応需情報と救急搬送結果情報（搬送日時、事故種別、重症

度、受入結果等）が一覧で表示される。これらの情報は消防本部の管轄を超えて閲覧

することができ、各救急隊は救急車内からタブレット型情報通信端末を利用して情報

を確認し、搬送先を選定することができる。 

各救急隊は救急搬送終了後、帰署時の救急車内において、救急搬送結果情報をタブ

レット型情報通信端末から入力する。入力された情報は直ちに反映されるため、各救

急隊はリアルタイムの情報が閲覧可能となる。 

 

図表 2-20 タブレット型端末の ETIS 画面イメージ（一部） 
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岐阜県総合医療センター 

内科系 058-240-0000 

外科系 058-240-0000 

小児科系 058-240-0000   応需更新時刻 

周産期系 058-240-0000   2013/03/29 08:30 

03/29 08:29 ○ 急病  岐阜東  NEW 

03/29 07:00 ○ 急病  岐阜中 1 

03/29 05：50 × 一般負 岐阜島 

03/29 04：24 ○ 交通  岐阜南 

03/29 03：１１ ○ 急病  岐阜中 1 

岐阜市民病院 

救急 1 058-240-0000 

救急 2 058-240-0000 

小児科 058-240-0000    応需更新時刻 

脳卒中 058-240-0000    2013/03/29 08:00 

03/29 07：58 ○ 急病  岐阜南  NEW 

03/29 03：29 ○ 急病  本巣中 

03/29 00：34 ○ 急病   岐阜東南 1 

03/28 22：58 ○ 急病  岐阜東南 1 

03/28 20：14 ○ 急病  本巣中 

岐阜○○病院 

   ： 

03/29 03：29 ○ 急病  

   ：     ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

各医療機関の搬送結果情報が表示される 

・搬送日時 ・受入結果 ・事故種別 ・救急隊名など

（色別に重傷度を表示） 

各医療機関の名称と救急連絡先

が表示される 
画
面
を
タ
ッ
チ 

各救急隊は搬送終了後、直

ちに搬送情報について情

報端末から入力を行い、登

録後、その結果がリアルタ

イムで「搬送結果情報」と

して反映される 

搬
送
結
果
情
報
へ
反
映 

<< １ ２ ３ 

岐阜県救急搬送情報共有システム 
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②ICT 導入の効果 

新システムの運用により、医療機関の応需情報の鮮度を補完でき、病院選定と搬送に

要する時間の短縮や、特定の病院への集中搬送の回避が期待される。また、GPS 機能の

活用により、現場から距離の近い順に医療機関を参照することも可能となる。さらに、

各消防本部が全地域の情報を閲覧できるため、管轄地域に関わらず、各市町村の医療機

関情報を共有することにより、広域搬送にも対応可能となる。 

搬送結果情報は医療機関側からもモニターできるため、特定の病院に搬送が集中して

いる場合等に、他の病院に対して協力を仰ぐことができ、医療機関側の相互協力の意識

が高まることも考えられる。 

 さらに将来的には、タブレット型情報通信端末を活用することで、カメラ機能による

傷病者情報の記録及びメール機能による画像の送付なども可能になると期待される。 

 

  

岐阜県救急搬送情報共有システム 
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岐阜県救急搬送情報共有システム 
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（７）各府県における ICT システムの機能比較(1) 

 佐 賀 県 奈 良 県 栃 木 県 

 医療機関
情報共有 ○ ○ ○ 

傷 病 者 
情報共有       △（予定） ○ ○ 

搬送実績
情報共有 ○ ○ ○ 

緊 急 度 
判定支援 × ○ × 

情報出力 
対 応       △（予定）       △（予定） × 

救急隊員に

よる傷病者

情報の入力

項目 

「出動日時」、「搬送先医療機関と
受入不可医療機関」、「搬送先選定
理由」、「事故種別」、「発生場所」、
「出場先住所（ただし住所が特定さ
れる詳細地番は入力しない。）」、
「傷病者性別年代」、「現場傷病判
断」、「時間経過」 

「患者の基本情報」（発生場所、年

齢、性別、主訴等）。「観察項目」

（意識レベル（GCS、JCS）、バイタ

ルサイン（呼吸数、SpO2 等））。「疾

患別観察項目」（疑い疾患ごとの観

察項目）。「傷病者に行った処置」

（気道確保、呼吸管理、循環管理、

その他処置した内容・方法）を記録

可能 

発生日時、現場到着日時、性別、年

齢、主訴、部位、分類基準、血圧、

脈拍、呼吸数、SpO2、発熱、意識レ

ベル等。任意項目もあり 

救急隊間で

の病院選定

情報の共有 

ほぼリアルタイムで共有可能（ただ

し、患者搬送後に「搬送実績」を入

力するため、タイムラグあり） 

救急隊が医療機関に照会した結果

（受入不可の場合はその理由）を端

末に入力すると、全消防本部の指

令・救急隊の端末で確認可能 

各医療機関の受入可否情報を共有す

ることが可能 

救急隊によ

る搬送実績

情報の入力

頻度 

入力率はほぼ 100%。なお、高い入力

率の要因としては、入力タイミング

が、救急隊員の通常業務を阻害しな

い、搬送終了後であること等 

観察時、搬送時に入力されているが、

場合により医療機関収容後に入力し

ているケースもある。（緊急度の高

い傷病者については、傷病者への処

置で入力が困難な事例が多いため。） 

原則、医療機関選定の際に入力する

こととしているが、医療機関収容後

に入力することも可能。平成 24年４

月～７月の件についての入力率は約

８割 

通信指令員

による情報

の入力又は

閲覧 

本部の指令側での入力は不可。今後

の検討課題としている。 

救急隊員が入力した情報は、指令や

本部職員、他の救急隊員、医療機関、

医師会、行政機関でもリアルタイム

で閲覧可能 

患者の基本情報については、入力可

能 

また、救急隊が入力した疑い疾患を

基に、指令から受入先を選定するこ

とも可能 

傷病者情報を入力し、閲覧すること

が可能 

医療機関間

での傷病者

情報の共有 

PC よりリアルタイムで閲覧できる

が、情報は搬送終了後の情報のみ。 

平成 25 年度予算において、傷病者の

観察メモや傷病者の写真や動画、バ

イタルをリアルタイムで共有できる

仕組みを企画している 

電話照会の前に、「伝達」ボタンを

押すと、その時点までに救急隊が入

力した患者の基本情報、バイタルサ

イン、疑い疾患名、観察所見などが、

医療機関の端末に電送される 

ただし、照会するまでに患者情報を

入力できないケースも多くあり、実

際、患者に関する情報の全てが医療

機関に伝達できている訳ではない 

傷病者情報を元に受入可否を選定す

るため、リアルタイムの閲覧が可能 

医療機関に

おける患者

情報の入力 

搬送後の「搬送実績」について、搬

送された患者の傷病名、症状の程度、

転帰（予後）、状況メモ等を入力 

転帰情報の入力率は、当初は３割程

度であったが、現在４つの救命救急

センターでは 100%。大きな救急告示

病院でも、ほとんど入力されている 

ただ、２次救急の輪番や、１次救急

については、現在は５～６割程度 

医療機関で行った検査の内容、外来

診断名、処置・治療・手術の内容、

外来転帰 

今後、医療機関に端末を配布するに

あたり、（できる限り）リアルタイ

ムな応需情報を入力するよう依頼し

ていく予定。さらに、今後は、救急

隊から複数の医療機関に対して一斉

に患者情報を電送すると、医療機関

側から受入の意思表示ができる機能

が付加される予定 

１日２回の応需情報（診療科目等）

の入力、一斉受入要請に対する回答。

現在のところ、転帰情報を入力する

ような仕組みはなく、あくまでも搬

送までに関する情報を入力するシス

テムとなっている 

医療機関間

での選定情

報の共有 

救急隊員が搬送を終了した後に「搬

送情報」を入力するため、そのタイ

ミングでの共有となる 

不可（救急隊間での情報共有のみ） 医療機関ごとの応需情報、受入可否

情報を閲覧可能 

医療機関に

おける応需

情報の入力

頻度 

最低１日２回の入力を依頼してい

る。医療機関の入力に係る負担を簡

素化したことや、入力・更新の状況

を見える化したことにより、応需入

力率は向上 

リアルタイムでの入力を想定し、病

院側から随時、応需情報を更新する

機能を端末に実装。今後、医療機関

へ本格導入する際には、リアルタイ

ムな応需情報の更新について協力依

頼していく予定 

１日２回（朝、夕）を想定 

救急活動記録票

の電子化の検討 

平成 25年度予算によるバージョンア

ップを企画しており、検討を進めて

いる 

検討していない 

機
能
別
分
類 

図表 2-21 
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今後検討の必要があると認識している 



35 
 

 大 阪 府 香 川 県 岐 阜 県 
 医療機関

情報共有 ○    △（一部） ○ 

傷 病 者 
情報共有 △（予定） ○ × 

搬送実績
情報共有 ○ ○ ○ 

緊 急 度 
判定支援 ○ × × 

情報出力 
対 応 ○ ○ × 

救急隊員によ

る傷病者情報

の入力項目 

スマートフォンまたは各署の端末よ

り入力可能 

入力できる項目は下記のとおり 

・時間（現場到着、患者接触、観察

開始等） 

・発生場所、住所 

・傷病者情報 

・実施基準に基づく観察項目 

・医療機関の受入状況（搬送可、不

応需理由） 

・全ての消防庁報告項目（各消防本

部の既存システムと連携可能） 等 

事故種別、発生場所、住所、氏名等 

※「傷病者観察メモ」にデジタルペ

ンで手書きしたデータを、スマート

フォンを介して電子データとしてシ

ステムへ登録。 

なお、当システムは、傷病者を一刻

も早く搬送すると同時に、救急隊員

に新たな作業をできるだけ負荷しな

いように検討したものである 

＜必須入力＞ 

・搬送日時 

・事故種別（急病、一般負傷、交通

事故等） 

・重症度（CPA、重症、中等症、軽症） 

・受入結果（受入・不能） 

＜任意入力＞ 

・コメント（自由記載） 

救急隊間での

病院選定情

報の共有 

医療機関の簡易な受入可否情報は、

スマートフォン上で共有可能（→色

によって区分） 

過去３時間における医療機関の傷病

者の受入状況、傷病者の傷病の程度

について共有可能 

全救急隊に配備されているタブレッ

ト型端末により閲覧可能 

救急隊による

搬送実績情

報の入力頻度 

病院検索・選定のため、搬送時に入

力することを想定しているが、収容

後に入力することも可能（平成 25

年１月１日から運用開始のため、現

時点で入力頻度のデータはない） 

基本的に、入力のタイミングは「医

療機関収容までの間」で、頻度は「随

時」である。また、救急搬送中も傷

病者の容態の変化に応じて、随時、

正確な情報を送信可能である 

救急隊が傷病者を医療機関へ収容し

た都度入力 

通信指令員

による情報の

入力又は閲覧 

インターネット環境の PC からシス

テムにログインすれば入力可能であ

り、スマートフォンで入力した項目

については、リアルタイムで閲覧可

能 

本部の指令側での入力は不可 

救急隊が入力した情報は、本部の指

令室側でも閲覧可能（ただし、傷病

者の個人情報については、個人情報

保護への配慮から、搬送する救急隊

が属する本部の指令室のみ閲覧可

能） 

指令台のパソコンから「救急搬送情

報共有システム」にログインし、救

急隊に代わって代行入力することが

可能。また、他の救急隊の救急搬送

結果情報を閲覧することが可能 

医療機関間で

の傷病者情

報の共有 

搬送困難事案等、必要に応じて傷病

者の情報を共有 

新システムは、傷病者情報を事前に

入手し、医療機関側の受入体制を整

備するため、閲覧可能な仕組み 

ただし、傷病者の個人情報について

は、受入予定の医療機関のみが閲覧

可能とするなど、個人情報の保護に

配慮 

「広域災害・救急医療情報システム」

を介して、医療機関側でも救急隊が

入力した救急搬送結果情報をリアル

タイムに閲覧することは可能である

が、傷病者を医療機関に収容した後

に入力する情報であるため、医療機

関側での傷病者の受入準備には利用

不可 

医療機関にお

ける患者情

報の入力 

病名（病態）、選定評価、病院到着

時の患者処置情報、患者の予後情報 

※圏域によって異なる 

確定診断名、初診時の傷病程度やウ

ツタインに係る項目 

医療機関側の入力項目はない 

医療機関間で

の選定情報

の共有 

搬送困難事案等、必要に応じて傷病

者の情報を共有 

過去３時間における医療機関の傷病

者の受入状況、傷病者の傷病程度、

傷病者の状態（受入病院以外は、個

人情報を除く。）を閲覧可能 

医療機関側が入力する従来の「広域

災害・救急医療情報システム」の応

需情報、及び救急隊が入力する「救

急搬送情報共有システム」の救急搬

送結果情報とも、医療機関側でリア

ルタイムに閲覧することが可能 

医療機関にお

ける応需情

報の入力頻

度 

約９割の医療機関が１日２回以上入

力。説明会にて、更新頻度の向上に

ついて依頼している（１日２回以上

の入力を、府からの報奨金の対象と

している）。 

応需情報機能を有しておらず入力は

必要とせず（「宿日直医情報機能」

を継続して活用している） 

医療機関の応需情報は、従来の「救

急医療情報システム」に１日２回入

力される 

救急活動記

録票の電子

化の検討 

府として、共通の活動記録票を出力

可能 

新システムでは、救急隊員の事後作

業をできるだけ軽減するため、救急

隊が傷病者観察メモに記入した項目

（文字入力以外）については、CSV

出力が可能（具体的にどのように活

用していくかは、各消防本部に任せ

ている） 

検討していない 

 

 

機
能
別
分
類 

各府県における ICT システムの機能比較(2) 図表 2-22 
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【参 考】救急業務総合支援システム（飯塚地区消防本部：福岡県）※平成 25 年 2 月から運用 
※汎用モバイルパソコンを活用し、現場救急活動時間の短縮化（傷病者情報共有）及び救急隊員

の業務負担の軽減（情報出力対応）を図ることを主目的としたシステムである 

システム機能①：救急搬送支援システム（傷病者情報共有型） 

 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急搬送時の傷病者情報（活動記録票入力情報等）が、救急隊員から救急隊情報入力用端末を

介して医療機関側へ迅速且つ正確に伝達できる。また、心電図画像や車載カメラによる動画配信

も可能（いずれもリアルタイムで医療機関側において確認が可能） 

 

システム機能②：レポーティングシステム（情報出力対応型） 

新指令台と救急隊員が携帯する救急隊情報 

入力用端末が連動し、新指令台から指令内容 

（受付時間・指令時間・出場先住所等）を端 

末に自動的に送信する 

 受信した情報を基に救急隊が端末で活動記 

録票を作成（ＣＰＡの場合搬送後救命処置録 

についても作成可能） 

搬送中に作成した記録票のデータを随時搬 

送医療機関へ迅速かつ正確に送信が可能 

搬送後、車載プリンターで作成した記録票を印刷、現状と同じ事務手続きが可能 

搬送後、記録票、処置録のデータを新指令台システムを介して消防ＯＡシステムに送信、救急

報告書作成に反映される 

また、消防月報等の帳票作成や、統計資料等の作成についても支援が可能である 

【導入ポイント】 

  傷病者情報や画像伝送等が可能な「傷病者情報共有型」であるが、特に救急隊員の負担軽減を

主目的にした「情報出力対応型」システムとして注目される 

 

医療機関モニター（パソコン） 

【病院】【救急車】

車載モニター 

※12 誘導心電図 
（静止画像） 

※傷病者氏名、
傷病の程度、応
急処置内容、初
期観察結果等 

入力 

伝送 

＋車載カメラによる動画配信システム 

心電図等（スマートフォン） 

活動記録表と救命処置録に反映 

救急隊情報入力用端末 
（汎用パソコン） 
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６．今後の課題等 
（１）今後の展望 

   実態調査の結果によると、全国 47 都道府県のうち 18 団体で実施基準の運用にお

いて ICT の活用が図られており、そのうち 8団体ではタブレット型情報通信端末を

利用した情報共有や、携帯メールによる情報発信等、積極的な活用が図られていた。 

   「５．具体的活用事例」では、主にタブレット型情報通信端末を活用したものを

取上げたが、多くが「搬送時間の延伸化が進んでいる」、「従来のシステムにおいて

医療機関側の応需情報の更新が進んでいない」等の現状認識に対し、その解決のた

めに新たなシステムの構築が実施されたものである。 

   多くの団体において、応需情報のリアルタイムでの更新については、①ICT（タ

ブレット型情報通信端末等）を活用して「医療機関」側に応需情報の入力・更新を

促す仕組み（医療機関情報共有型）と、②搬送後の救急隊に搬送実績情報の入力を

促す仕組み（搬送実績情報共有型）の 2種類の方法により実施されている。 

   搬送実績情報共有型は、「医療機関においてリアルタイムでの応需情報の更新は

困難」等の認識の下、消防機関側が搬送実績を入力し、情報共有しようとするもの

であり、一方、医療機関情報共有型は、医療機関へのタブレット型情報通信端末の

配置により随時の更新を可能とするものや、「更新情報の見える化」を進め病院側

からの入力を促すものである。 

   また、上記の取組を進めていく上では、入力内容や操作方法の簡素化・効率化

（例：地域の実情に応じ、入力項目を最低限に絞り込む）等により入力側の事務負

担を軽減することで、よりリアルタイムでの情報共有が図られていくものと考える。 

   さらに、救急活動の効率化の観点から、救急隊の事務負担の軽減のため、救急隊

員が搬送時・搬送後に入力した情報が「救急活動記録票」へ反映される仕組み（情

報出力対応型：いわゆるレポーティングシステム）についても、今後導入が進んで

いくことが望ましいと考える。同様に、ウツタイン統計の集計や実施基準の運用状

況等の把握・分析に際して、ICT を通じて入力された救急活動上のデータが活用で

きる仕組みについても、今後必要に応じて導入されることが期待される。 

   消防庁としては、救急業務の高度化の観点から、消防と医療が連携して救急活動

にあたるための新システムの導入や、画像伝送システムの導入、救急現場での緊急

度判定における ICT の活用等について、今回の報告内容が、全国の自治体における

検討の一助となることを期待している。加えて、今後とも全国の動向を注視し、高

度化へ向けた各団体の取組を一層推進してまいりたい。 
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（２）課題等 

 大都市と小規模都市を比較すると、多くの場合、域内の医療機関の質・量に差異

があり、救急出動の状況、消防機関と医療機関によるコミュニティ形成の度合い等

においても違いが見受けられることから、救急業務の高度化を目的とした ICT の活

用については、そのニーズや導入の効果が異なってくる。 

   そこで、ICT の導入にあたって、まず地域の医療機関や消防機関を交えた意見交

換等を実施することにより救急活動上の課題等を整理し、解決に向けた共通認識を

持つことが必要不可欠である。実態に即さないシステムの導入は、利用が促進され

ないだけではなく、現場に混乱を生じさせる恐れもある。必要に応じて、住民への

意識調査等を行うことも望ましく、抽出された課題を解消するために、都道府県の

首長や担当部局等がイニシアチブを発揮し、地域のニーズや特性に合致したシステ

ムを構築していくことが期待される。なお、ICT の導入・活用について、現時点で

いくつかの課題も挙げられる。 

ア.個人情報の取扱いについて 

    システム上の個人情報の取扱いについては、「５．具体的活用事例」（佐賀県・

奈良県）でも触れたとおり重要な論点と考えるが、佐賀県・奈良県ともに、シス

テムの運用上、個人情報は取扱わないこととしている。 

個人情報については、各地方公共団体の個人情報保護条例等の規定に基づき、

その定義から取扱いまで異なることから、今後、消防と医療の連携を目的として

ICT の導入を検討する団体においては、活用事例を参考にしつつ、システム上の

個人情報の取扱いについて慎重に検討することが求められる。 

 

イ.通信の途絶等について 

    端末等を通じて県単位でやり取りされるデータの通信にあたっては、広範な地

域をカバーしていることや、域内に山間部などを含む場合があることから、回線

の途絶などが想定される。また、何らかの通信障害等により、システム自体がダ

ウンすることも想定される。 

    そのため、上記のようなケースに備えて、システム運用上のルール（例：通信

の途絶時においても、既に入力された応需情報を基に、端末を用いた病院選定・

病院への照会が行えるような仕組みを確保しておく）やバックアップの方策など

について、あらかじめ対策を講じておくことが望ましい。 

 

ウ.財政上の負担（初期費用、通信費、更新費等）について 

    ICT の活用については、その導入経費や通信経費など、多額の財政上の負担が、

システム導入への足かせとなっている場合がある。まずは、ICT の導入・運用に

先だって、都道府県の消防防災主管部局、衛生主管部局、域内の市町村（消防本
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部）における費用負担の割合等について、事前に調整しておくことが求められる。 

    今回、「５．具体的活用事例」では、汎用品（タブレット型情報通信端末など）

の調達・活用により、導入時のコスト削減を目指した団体を紹介した。また、佐

賀県のように、既存の応需システム等の「更改時期」に合わせて、システム自体

をクラウド化すること等により、更新・維持に係るコスト削減を図った事例もあ

る。 

加えて、最近では、画像伝送システムなど、ソフトを含め多くの市販製品が流

通しているが、このような汎用ソフト（アプリを含む）や製品を使用することへ

のリスクを指摘する声もあり、各団体においては ICT システムの企画・導入に際

し、必要な機能の選定や一定以上のセキュリティレベルの確保等の観点に加えて、

導入を検討する他の団体が参加しやすく、また特定事業者による囲い込みを防ぐ

等の理由からシステムの標準化といった観点に基づき、十分な比較・検討が必要

となる。 

 

エ.ICT システム導入の効果を示す指標について 

  ICT システムの導入に伴い、導入による効果を明らかにすることも求められる。 

「５．具体的活用事例」で取り上げた各団体においては、アウトプットとして

「システムの活用率」や「現場滞在時間の短縮」、「病院照会回数の減少」、「病院

収容所要時間の短縮」、「応需情報の更新率」等の指標を用いて、導入の効果を示

している。 

今後、システム導入がもたらす効果についての分析・検証が進み、アウトカム

として「生存率」、「社会復帰率」等の指標により効果を示すことが出来れば、消

防機関、医療機関等の関係機関にとどまらず、地域の住民や今後導入を検討する

団体の理解・関心もより得やすくなるものと考えられ、引き続き、ICT システム

導入の効果をより明示的に示すための評価方法（指標、分析の手法等）について

検討していく必要がある。 
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第３章 消防と医療の連携 
１．背景等 
（１）背 景 

   近年の救急出動件数の増加や医療機関の不足等を背景に、全国各地で、救急搬送

時の受入医療機関の選定に困難を生じる事例が報告されたことから、消防庁では、

平成 19 年に産科・周産期傷病者搬送の受入実態についての調査を初めて実施し、

以後、新たな項目を加えて、「受入状況等実態調査」として全国の状況把握等に努

めている。（図表 3-1、3-2） 

図表 3-1 医療機関への受入れ照会回数 4回以上の事案の推移 

 
平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

重症以上傷病者 
搬送事案 

14,732 3.6% 13,164 3.2% 16,381 3.8% 17,281 3.9%

産科・周産期傷病者 
搬送事案 

749 4.6% 517 3.2% 587 3.8% 549 3.7%

小児傷病者 
搬送事案 

9,146 2.8% 9,569 2.8% 10,924 3.2% 11,039 3.1%

救命救急センター 
搬送事案 

16,721 3.7% 15,618 3.2% 20,395 3.8% 24,014 4.0%

 「平成 24 年版 消防白書」より 

図表 3-2 現場滞在時間 30 分以上の事案の推移 

 
平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

重症以上傷病者 
搬送事案 

16,980 4.1% 17,826 4.3% 20,849 4.8% 21,794 4.9%

産科・周産期傷病者
搬送事案 

1,029 6.3% 970 6.1% 1,077 6.9% 1,022 6.8%

小児傷病者 
搬送事案 

5,905 1.8% 6,953 2.0% 8,618 2.5% 9,600 2.7%

救命救急センター 
搬送事案 

19,876 4.4% 21,837 4.5% 27,322 5.0% 31,451 5.2%

「平成 24 年版 消防白書」より 

 

（２）「実施基準」の策定 

救急搬送において、受入医療機関の選定困難事案が発生している状況を踏まえ、

消防庁では平成 21 年、厚生労働省と共同で、「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの

実施に関する基準」（以下「実施基準」という。）の策定と、実施基準に関する協議

会の設置等を都道府県に義務付けることを内容とする消防法改正を行った。（図表

3-3） 

この改正消防法は、平成 21 年 10 月 30 日に施行され、平成 24 年 11 月 1日現在、

すべての都道府県において協議会が設置され、実施基準も策定されているところで

ある。 
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図表 3-3 改正消防法の概要 

 

 

消防庁としては、実施基準に基づく救急搬送及び受入れが円滑に実施されるよう、

厚生労働省と連携し、「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の策定につい

て」（平成 21 年 10 月 27 日消防庁次長・厚生労働省医政局長通知）の発出等により、

都道府県に対して、情報提供等の支援を行ってきたところである。 

各都道府県の実施基準をより実効的なものとしていくため、今後も引き続き“消

防と医療の連携”について支援策を講じていくことが求められる。 

 

２．調査の目的（フォローアップ） 

実施基準をより有効に機能させるためには、消防機関や医療機関が参加する都道府

県の協議会等において、運用改善や見直しに係る議論を行うなど、PDCA サイクル 

（plan-do-check-act cycle）に沿った実施基準の策定、評価及び見直しが重要であ

る。 

平成 21 年の消防法改正により、各都道府県については、実施基準に関する協議会

を設置するとともに、実施基準を策定することが義務付けられたが、併せて今後、当

該協議会において実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況を調査・分析

し、その結果を実施基準の見直しに反映すること等も求められる。 

消防庁としては、都道府県における実施基準の見直しの議論等に資するよう、情報

提供や助言等による支援を行うこととし、平成 23 年度に「傷病者の搬送及び傷病者

の受入れの実施に関する基準の運用に係るフォローアップの実施について」（消防救

第 346 号消防庁救急企画室長通知）を発出し、PDCA サイクル に沿った一連のフォロ

ーアップを実施していくこととした。 
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平成 23 年度には、上記フォローアップとして、全国の都道府県に対してアンケー

ト形式による運用実態調査を行うとともに、調査結果等を踏まえたブロック別の勉強

会を実施した。（図表 3-4） 

図表 3-4 平成 23 年度におけるフォローアップの概要 

 

   

消防庁としては、引き続き必要な調査や情報提供を行うこととしており、平成 24

年度の検討会においても、更なる実態調査や分析の実施、それに伴う都道府県に対す

る情報提供等により、一連のフォローアップを行うこととした。 

平成 24 年度においては、まず、平成 23 年度調査時点からの各種基準の変更点（内

容の見直し・改善等）、実施基準のチェック（検討・検証）体制、消防機関と医療機関の

協議・連絡調整のやり方等について、昨年度から継続して調査を実施した。 
また、実施基準の運用における諸課題のうち、「精神疾患を有する傷病者の搬送」・

「高齢者・障がいのある傷病者の搬送」・「特定の病院へ集中する搬送への対応」に焦

点を当て、それら課題への対応策等について実態調査を行った。 

さらに、実施基準の運用における ICT の活用についても、現地でのインタビュー調

査等を実施し、実態把握を図った。 

  本報告書では、上記実態調査の結果を基に、フォローアップとして、各団体におけ

る取組の進捗状況等について概説する。 

 

■平成 24 年度 実施基準の運用に係るフォローアップ 

（１）実施基準の運用に係る実態調査 

・調査対象：全国 47 都道府県 

  ・調査方法：アンケート調査（E-mail による送付・回収） 

  ・調査実施期間：平成 24 年 10 月 30 日～11 月 19 日 
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  ・主な調査項目：  

 実施基準の運用全般について 

 実施基準の運用における課題について 

 実施基準の運用における ICT の活用について など 

 

（２）現地調査（実施基準の運用における ICT の活用実態について） 

 奈良県消防救急課・奈良市消防局（e-MATCH） 

 佐賀県健康福祉本部医務課、佐賀広域消防局（さがネット） 

 

上記調査項目のうち、「実施基準の運用における ICT の活用実態」については、「第

2章：救急業務の高度化（ICT の活用）」において詳細を報告したため、第 3章におい

ては、主に実施基準の見直し状況や、各地域における課題解決に向けた取組等につい

て概説する。 
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３．消防と医療の連携に係る実態調査（アンケート調査） 
  消防庁では、実施基準の運用に係るフォローアップの一環として、平成23年度に各

都道府県に対し、次年度以降の実施基準の運用改善に向けた対応方針の策定を依頼した。

各団体においては今年度、策定した対応方針も踏まえ、実施基準の運用が進められて

きたところである。 

消防庁では、今年度実施した調査の結果として、各都道府県の取組状況等を取りま

とめるとともに、情報提供を行うこととしており、以下、（今年度調査時点における

各都道府県からの回答に基づく）調査結果について概説する。 

（１）対応方針に係る取組状況 

   実施基準の見直し、運用上の改善・工夫において、平成 23 年度に策定した「対

応方針」を反映させるための協議を行ったかについて、協議済と回答した団体は

47 団体中 27 団体、協議中・協議予定と回答した団体が 16 団体、未実施あるいは

未回答の団体が 4団体であった。（図表 3-5） 

図表 3-5 対応方針への取組状況 

 
 

（２）実施基準の見直し状況等 

ア．平成 24 年度における実施基準の改正 

    上記対応方針等を受け、平成 23 年度（前回調査時点：平成 23 年 12 月 20 日以

降）から実施基準の改正を行ったかについて調査を行った。 

改正を行ったと回答した団体が 47 団体中 23 団体、現在改正予定あるいは検討

中と回答した団体が 6 団体、改正を行っていないと回答した団体が 18 団体であ

った。（図表 3-6） 

    また、改正を行ったと回答した 23 団体の取組内容については、「医療機関リス

ト（2号基準）」のみの改正が半数以上を占めた。（図表 3-7） 

  

27

16

4

協議済み

協議中・協議予定

未実施

n=47 
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図表 3-6 実施基準の改正状況           図表 3-7 実施基準の改正内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、平成 24 年度における、実施基準の主な改正内容については以下のとおり     

である。 

図表 3-8 各都道府県の主な改正内容（今年度調査時点で改正を行ったと回答した 23 団体について） 

都道府県 改正した基準 主な改正内容 

青森県 ② 医療機関の組織、体制の改変に伴う医療機関リストの変更等 

岩手県 ② 所要の整理 

秋田県 ② 

重症度・緊急度が高い熱傷に係るⅡ度熱傷基準（30％以上）を、観察

基準のⅡ度熱傷基準（20％以上）にあわせ、オーバートリアージを前提

とした改正を行った 

山形県 ②③⑥ 

・脳卒中対応プロトコルの策定に併せ、傷病ごとの観察基準・搬送対応

フロー・医療機関リストを改正 

・心筋梗塞疑い事例について、鶴岡地区の輪番体制構築により、医療

機関リスト及び受入医療機関の確保基準を改正 

・精神疾患について、精神科救急情報センターの開設により、受入医

療機関の確保基準を改正 

茨城県 ③ 精神疾患について観察項目を一部削除等 

埼玉県 ② 
医療機関リストに掲載されている全医療機関及び各消防本部に対して

照会を行い、その結果を基に当該リストの更新を行った 

神奈川県 ③④⑤⑥ 
妊産婦に係る基準について、観察基準、選定基準、伝達基準、受入医

療機関確保基準を追加策定した 

新潟県 ② 
医療機関リストからの削除要望があった医療機関について、協議会で

の審議を経て削除した 

石川県 ③ 
脳卒中と急性心筋梗塞（急性冠症候群）について、プロトコル（観察基

準）の見直しを行った 

山梨県 ⑥ 

・受入医療機関確保基準の「搬送先医療機関が速やかに決定しない

場合」に該当した場合において、同基準の｢受入医療機関を確保する

方法の設定｣で定める医療機関以外の医療機関に照会・搬送する事

例があったため、改正を行った（心肺停止・脳疾患・重症心疾患・外

傷・消化管出血） 

・新たに精神疾患（中毒症状）について基準の運用を始めた 

静岡県 ② 掲載医療機関の更新 

三重県 ⑦ 
ヘリコプターの活用に関する基準について、ドクターヘリの運用開始に

伴う改正を行った 

滋賀県 ② 
緊急性や専門性ごとに分類した疾患と診療科目について、地域ＭＣ協

議会を通じて、各医療機関あて記載内容を確認し、一部修正を行った

12
11

医療機関リストのみ

の改正

医療機関リスト以外

の改正を含む

n=47 

n=23 
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和歌山県 ① 

・観察基準に基づく「重傷度高低の判定」を、「基準への該当の有無」

に変更 

・傷病として「大動脈疾患」を追加 

徳島県 ② 

全医療機関に対し、受入れに関するアンケート調査を実施し、「医療機

関リスト」の更新を実施した。実施基準に掲載される医療機関の数は、

改正前の 153 から 183（新たに 30 機関増加）となった 

香川県 ④ 

病院群輪番制により対応できるものは、当番となっている医療機

関を優先して選定する旨、追加（緊急性、専門性、特殊性の項目

に該当するものを除く） 

愛媛県 ④ 

従来は、三次救急医療機関やかかりつけ医を除き、照会回数が 4

回以上又は現場滞在時間が 30 分以上を要した場合に、圏域外を含

めた医療機関へ受入要請ができる（6 号基準）こととしていたが、

傷病者の症状、病態、重症度及び搬送時間並びに地理的状況等に

基づき、圏域外の医療機関を選定できるよう改正した 

高知県 ② 医療機関リストの更新 

佐賀県 ② 
関係医療機関に対して、医療機関リストの内容に変更等がないか

確認を行い、改正を行った 

熊本県 ① 新たに、外傷、熱傷、中毒について、基準への追加を調整中 

大分県 ② 

一部の疾患に関しては、重症以外の医療機関リストを作成すると

ともに、専門医の配置が必要な疾患に関しては、医療機関リスト

の絞り込みを行った 

宮崎県 ③ 
観察基準の一部としている（各消防機関で定めた）観察表につい

て、県内で統一を図るための作業を進めている 

沖縄県 ② 受入医療機関の診療科の変更 

  ※改正があった各種基準については、それぞれ、①；分類基準、②：医療機関リスト、③：観察基準、

④：選定基準、⑤：伝達基準、⑥：確保基準、⑦：その他の基準 を示す。 

 

 イ．運用上の改善・工夫 

   本調査では、平成 23 年度調査時点から、実施基準に係る運用上の改善や工夫等

を行ったかについても調査した結果、実施済と回答した団体は 47 団体中 20 団体、

取組予定あるいは検討中と回答した団体は 3団体、特に取組を行っていないと回答

した団体が 24 団体であった。（図表 3-9） 

   以下、都道府県における各基準別の取組内容（運用上の改善・工夫等）について、

その特徴を概説する。 

図表 3-9 実施基準に関する改善・工夫の取組状況 

 n=47 
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・実施基準全般について 

  実施基準全般に係る取組としては、①医療機関リストに掲載されている全医療機関

に対して、実施基準への協力依頼文書を送付した（埼玉県）や、②消防機関と医療機

関の間の実施基準に対する認識の相違を解消するため、リーフレットや掲示用チラシ

を作成・配布した（新潟県）、③実施基準に関して実施したアンケート調査の結果に

ついて、県 MC 協議会において、消防機関と医療機関の間で意見交換を行った（佐賀

県）など、消防と医療の連携を促進することを目的とした取組が見受けられる。 

 

・第１号基準（分類基準）について 

  県の「救急搬送高度化推進協議会」において、疾病の分類及び重傷度・緊急度に対

する考え方の統一を図った（鳥取県）など、基準の見直し等に向けた団体間での調整

が行われている。 

 

・第 2号基準（医療機関リスト）について 

  図表 3-7 で示したとおり、多くの団体で第 2号基準（医療機関リスト）自体の改正

が行われているが、運用上の改善や工夫としては、①医療機関リストに掲載される医

療機関に対し、実施基準の変更への要望に係るルールを決めた上で通知した（岩手県）

や、②医療機関リストを、直近の救急搬送の状況を反映した内容に更新することとし

た（静岡県）、③ICT を活用し、携帯情報端末から医療機関情報を入手できるシステ

ムを導入した（奈良県）など、消防機関と医療機関のより密接な連携を可能とするた

めの取組が行われている。 

 

・第 3号基準（観察基準）について 

  ①ドクターヘリの運用開始にあわせて、「観察基準シート（観察カード）」等に、ヘ

リコプターの要請基準について記載した（三重県）や、同様に②県内統一の観察カー

ドの導入に向けた試行運用を行っている（宮崎県）など、現場での効率的な運用に焦

点を当てた取組が見受けられる。 

 

・第 4号基準（選定基準）について 

  ①医療機関の対応に変更等が生じた場合に、リアルタイムで現場活動に反映させる

ため、対応可否状況について関係機関に周知している（山形県）や、②「救急搬送情

報共有システム」の導入により、救急隊が入力した搬送履歴情報を共有し、受入依頼

先の医療機関の状況をリアルタイムで把握することで、医療機関の応需情報等を基に、

総合的に最適な医療機関の選定を図っている（岐阜県）、同様に③搬送情報を各消防

機関がスマートフォン及びデジタルペンによりリアルタイムで入力・共有することに

より、搬送先医療機関の負担の平準化を図っている（香川県）など、救急活動におけ
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る ICT の活用等により、実施基準に即応した最適な病院選定が図られている。 

 

・第 5号基準（伝達基準）について 

  本調査の結果では、特徴的な取組は見受けられなかったが、一刻を争う救急現場に

おいて消防機関が受入要請を行う際、医療機関に対して迅速かつ正確に傷病者情報を

伝えるための基準であることから、今後も引き続き、当該基準に係る改善や工夫が求

められる。 

 

・第 6号基準（確保基準）について 

  病院選定困難事例等への対応策として、①「東京ルール」の対象となった精神疾患

を有する患者の受入状況を改善し、（一時受入により身体的治療は終了したものの、）

引き続き精神科治療が必要と判断された場合の転院先医療機関を確保するため、「調

整困難患者（身体合併症患者）受入医療機関支援事業」を開始した（東京都）、②医

薬品以外を服用したことによる中毒症状のうち、現場で判断に迷うもの（搬送先の選

定等を含む）については、救命救急センターの医師に助言・指導を求めることができ

ることとした（山梨県）、など、各地域における課題解消に向けた取組が実施されて

いる。 

 

（３）チェック（検討・検証）体制の整備 

ア．実施基準に関する協議会の位置付け  

「（２）実施基準の見直し状況等」で述べた、実施基準の改正・見直しに係る

取組に関して、各団体におけるチェック（検討・検証）体制の状況についても調

査を行った。 

    検討・検証をどのような組織が担っているかについては、既存の MC 協議会（県

MC、地域 MC）等と回答した団体が 23 団体、消防法第 35 条の 8 に基づき新たに

設置した実施基準に関する協議会（既存の MC 協議会により構成されるものを含

む。）と回答した団体が 24 団体となっている。（図表 3-10） 

 

 

23

24

MC協議会等

消防法第35条の8に基づき

新たに設置された協議会

図表 3-10 実施基準に関する協議会の位置付け 

n=47 
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イ．実施基準に関する協議会の構成 

   協議会への参加者については、ほとんどの団体において医療機関、消防機関、行

政機関で構成されている。 

   「医療機関」については、医師会や救命救急センター、大学病院など各関係機関

の医師が参加するほか、こども病院の医師、麻酔医、看護師などが参加する団体も

見られる。また、「行政機関」については、県職員や消防本部職員のほか、保健所

職員、保健福祉センター職員、県警察本部職員など、各地域の実情にあわせた参加

者となっている。その他、学識経験者、弁護士、小児科学会等の各種学会、介護支

援員など、団体によって構成は様々といえる。 

ウ．実施基準に関する協議会の開催頻度 

   実施基準の見直し等を行うための協議会の開催状況については、年 1～2 回程度と

回答する団体が最も多く、年 11～13 回の開催（東京都）という回答が最多回数であ

った。（図表 3-11） 

図表 3-11 実施基準に関する協議会の開催状況 

 

エ．具体的な協議内容等 

   実施基準に関する協議会における具体的な協議内容については、PDCA サイクル

に沿った実施基準の検証・評価や、各種基準に関する新たな検討、実施基準の改正・

見直しなどが挙げられる。（図表 3-12） 

   一方、アンケート調査時点（平成 24 年 11 月）においては、必要となるデータの

収集や検証・評価を行うための体制の検討など、検証・評価の協議に向けた前段階

の取組を実施している団体もあったことから、今後、より多くの団体において、実

施基準の具体的な見直し等に関する協議が進められることが想定される。 

図表 3-12 協議会における協議内容（複数回答あり） 
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（４）実施基準の運用における課題について 

 本調査では、実施基準の運用における諸課題のうち「精神疾患を有する傷病者の

搬送」・「高齢者・障がいのある傷病者の搬送」・「特定の病院への集中搬送」に焦点

を当て、それらへの対応策等について、アンケート調査を実施した。 

   実施基準運用上の工夫や対応策の取組状況については、以下のとおりである。（図

表 3-13） 

図表 3-13 実施基準運用上の各課題の改善に対する対応状況 

 

   

ア．精神疾患のある傷病者の搬送について 

 （ア）課題等 

    精神疾患のある傷病者の搬送に係る課題については、全国的に、①身体合併症

等を伴う場合や、②休日・夜間の場合（特にかかりつけ病院での収容が困難な場

合）、③飲酒・薬物摂取を行っている場合における病院選定を挙げる団体が多く

見受けられた。（図表 3-14） 

    また、「医療機関不足」については、①医療機関リストに掲載されている医療

機関数の不足、②初診後のいわゆる下り搬送先の不足等が挙げられ、「その他」

については、①身体疾患とあわせて緊急性が低い場合や家族等の付き添いがない

場合の病院選定、②搬送を拒否された場合の対応などが挙げられている。 

図表 3-14 精神疾患のある傷病者の搬送に係る課題（複数回答あり） 

 

  

n=47 
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（イ）対応策等 

   精神疾患のある傷病者の搬送に係る課題に対して、実施基準の運用上どのような

工夫を行っているかについては、各都道府県の特徴的な取組として以下のような回

答があった。 

＜搬送及び受入全般に係る対応策＞ 

・必要に応じて県の精神科救急医療体制と連携を図ることについて、実施基準に記載（岩手県）

・救急現場において精神疾患の傷病者への対応や判断に迷った場合、県の精神科救急情報セン

ターに問いあわせ、受入医療機関の情報や適切な対処方法などの情報を入手することについ

て、実施基準に盛りこんでいる（山形県） 

・県 MC 協議会及び「実施基準検証作業部会」の委員に精神科医師を増員し、精神科救急の議

論を深めることとした（埼玉県） 

・一部の消防本部では、病院照会回数 4 回以上、又は現場滞在時間 30 分以上の場合に管内大

学病院の救命救急センターへ連絡・相談し、指示を受けるための体制を構築している（長崎

県） 

・医療機関の選定が困難な場合には、県広域災害・救急医療情報システムの「個別搬送要請機

能」を活用し、医療機関へ一斉に受入要請を実施（兵庫県） 

・精神疾患を「特殊性のある疾患」として分類し、医療機関リストを作成（複数団体） 

＜身体合併症を有する傷病者の搬送に係る対応策＞ 

・専用のコールセンターを整備したことで、「自傷他害のおそれのある措置入院」による対応、

かかりつけ病院がない傷病者への対応などに関して、的確な医療機関の選定と搬送が可能に

なった（茨城県） 

・身体合併症を有している場合について、「身体合併症拠点病院」を指定することにより、精

神症状が重度である傷病者の受入先医療機関を確保（秋田県） 

・“調整困難者（身体合併症患者）受入医療機関支援事業”の実施により、受入先となる医療

機関の整備・運用を図っている（東京都） 

・精神疾患に係る医療機関リストについて、「身体合併」「精神科救急」の 2種類のリストを作

成することで、より幅広い傷病者への対応が可能になった（静岡県） 

・かかりつけ病院を、搬送先の第 1の選択肢としている（複数回答） 

＜休日・夜間における対応策＞ 

・精神科疾患を有する傷病者に対する休日・夜間における対応として、輪番制等による診療体

制を構築し、搬送先医療機関を確保（複数回答） 

＜その他の対応策＞ 

・搬送情報を各消防機関がスマートフォン及びデジタルペンによりリアルタイムに入力し、情

報共有することにより、搬送先医療機関の平準化を図っている（香川県） 

・一部の消防本部では、頻回利用者について、福祉事務所と事案を共有することとしている（高

知県） 

 

（ウ）効果等 

    精神疾患のある傷病者の搬送において、実施基準運用上の工夫等を実施してい

ると回答した 30 団体のうち、選定困難事案の減少や病院選定時間の短縮など、

具体的な効果を挙げたのは 8団体であった。（図表 3-15） 
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図表 3-15 精神疾患のある傷病者の搬送における工夫により得られた
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＜搬送及び受入全般に係る対応策＞ 

・病院選定の際、かかりつけ病院を優先（複数回答） 

・行政機関や医療機関等の関係機関と連携し、情報共有を図っている（複数回答） 

＜高齢者の搬送に係る対応策＞ 

・超高齢者の CPA 事案について、地域の二次医療機関等に収容を依頼するなど搬送の分散化に

努めている（山形県） 

・県の福祉部門と連携して、県内高齢者施設の協力病院一覧を作成し、円滑な救急業務に資す

るよう、消防本部に情報提供を実施（埼玉県） 

＜障がいを有する傷病者の搬送に係る対応策＞ 

・重度の障がい者について、保健所や医療機関から事前に情報提供を実施（沖縄県） 

＜家族等の付き添いがない場合や主訴が不明確な場合における対応策＞ 

・「救急医療情報キット」等を活用し、傷病者情報やかかりつけ医療機関情報、緊急連絡先等

の入手を図る（複数回答） 

・一部の消防本部では、傷病者情報を事前にシステムに登録し、家族・身元引受人等の特定に

活用している（香川県） 

・登録している傷病者情報が「出場指令書」に印字されるシステムを活用し、出動の時点で、

傷病者に関する情報を把握するようにしている（東京都） 

 

（ウ）効果等 

高齢者・障がいのある傷病者の搬送において、実施基準運用上の工夫等を実施し

ていると回答した 14 団体のうち、その効果として、選定困難事案の減少を挙げた

団体は 3団体、その他の効果を挙げた団体は 4団体であった。（図表 3-17） 

   「その他の効果」としては、①高齢者搬送について、二次医療機関への分散化が

進んだ、②高齢者施設の協力医療機関による受入れが改善された、③「救急医療情

報キット」等を活用した傷病者情報の入手により、スムーズな搬送が可能になった

などの回答が見られた。 

 

図表 3-17 高齢者・障がいのある傷病者の搬送における工夫により得られた効果 

 

 

 

3
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選定困難事例の減少
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検証中・今後検証予定等

n=14 
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ウ．特定の病院へ集中する搬送について 

（ア）課題等 

    傷病者の搬送が特定の病院へ集中することについては、結果として、①救命救

急センター等の三次医療機関への集中搬送により、重症症例への対応が遅れる、

重症傷病者の収容が困難になるという回答や、②医療機関側の疲弊等を挙げる回

答が多く見受けられた。（図表 3-18） 

    また、一部の科目について対応可能な病院が限られるなど、地域の医療資源に

関する事情から特定の病院への集中搬送が生じているといった問題点を挙げる

団体も多い。 

    そのほか、①管轄区域外の地域からの受入れ、及び管轄区域外への搬送が増加

し、病院収容までに時間を要する、②他の救急隊の搬送状況が不明であるため、

特定の病院に集中して受入要請が行われている等の回答も見られた。一方、円滑

な搬送・受入れが行われており、特定の病院への集中搬送を課題として認識して

いないと回答する団体も 7団体あった。 

図表 3-18 特定の病院への集中搬送に係る問題意識（複数回答あり） 

 

   

（イ）対応策等 

特定の病院へ集中する搬送について、実施基準の運用上どのような工夫を行って

いるかについては、各都道府県の特徴的な取組として以下のような回答があった。 

＜搬送及び受入全般に係る対応策＞ 

・医療機関リストに掲載された全医療機関に対し、実施基準への協力依頼文書を送付（埼玉県）

・二次保健医療圏ごとに、傷病者の受入調整を行う医療機関を指定し、救急隊が医療機関選定

に時間を要した場合等に、当該医療機関に受入医療機関の調整を依頼するシステムを運用 

また、上記にかかわらず傷病者の受入れが困難な場合には、「コーディネーター」が当該二

次保健医療圏外の医療機関選定を行う（東京都） 

・原則として、かかりつけ医療機関への搬送を優先（複数回答） 

・原則として、医療機関リストの中から直近の医療機関を選定（複数回答） 

＜救命救急センター等への集中搬送に係る対応策＞ 

・超高齢者の CPA 事案については、地域の二次医療機関等の理解の下、収容を依頼するなど搬

送と受入れの分散化に努めている（山形県） 

・二次救急医療機関と救命救急センターの役割分担を明確にするとともに、搬送側の対応（搬

n=42 
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送先）について明文化している（栃木県） 

・受入先医療機関を確保する上で、消防本部と医療機関の間の協定等に基づき、原則として三

次救急医療機関が一時的に受入れを行い、その後、当番二次病院へ転院搬送することとする

等、三次医療機関に係る負担の軽減を図っている（複数回答） 

・「オーバーナイトベッド」を活用し、二次救急病院への転院搬送を実施している（和歌山県）

＜その他の対応策＞ 

・他地域の消防本部が、域内の病院へ傷病者を搬送する場合、当該消防本部へ連絡する体制を

構築している（福島県） 

・救急隊長間で、搬送傷病者に係る情報を共有（愛媛県） 

・「救急搬送情報共有システム」を導入し、救急隊が入力した搬送履歴情報を他の救急隊と情

報共有することにより、受入依頼先の医療機関のリアルタイムな状況を把握し、総合的に最

適な医療機関の選定を図っている（岐阜県） 

 

（ウ）効果等 

特定の医療機関へ集中する搬送について、実施基準運用上の工夫等を実施して

いると回答した 27 団体のうち、その効果として、何らかの形で搬送先の分散化

が図られていると回答した団体は 6団体、その他の効果を挙げた団体が 2団体あ

った。（図表 3-19） 

    「その他の効果」については、①救命救急センターへの集中搬送の現状につい

て理解を求めた結果、新たに 30 医療機関より医療機関リスト掲載への同意が得

られた、②搬送先選定の際、特定の医療機関への集中搬送を回避しようとする意

識が生まれた、という内容であった。 

また、上記以外の 19 団体からは、現在検証中、今後検証予定等の回答を得て

いる。 

 

図表 3-19 特定の医療機関への搬送の集中に対する工夫により得られた効果 

 

 

  

n=27 
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４．まとめ 
（１）PDCA サイクルの構築（検証・評価及び見直し・改善について） 

   実施基準の運用に係る PDCA サイクルの構築は、実施基準を有効に機能させるた

めに重要であり、各都道府県においては、PDCA サイクルに沿って、実施基準に基

づく傷病者の搬送及び受入れの実施状況を検証・評価し、その結果を基に実施基準

の見直しや運用上の改善を図っていくことが求められる。その際、消防法第 35 条

の 8に基づく協議会等が果たす役割は大きい。 

本年度の「実施基準の運用に係るフォローアップ」調査の結果では、全国の都道

府県の半数以上が、協議会において実施基準の検証・評価や見直しの検討等の必要

な取組を実施している一方、検証・評価を行う体制や方法等について今後協議を開

始する等の回答も見受けられた。 

   現時点で協議会での検討まで至っていない団体においても、今回の実態調査の結

果を通じて紹介した各団体の取組等を参考にしつつ、地域ごとの課題解決に向けた

具体的な取組を進めていく必要がある。 

 

（２）各地域の実情に合致した取組の推進 

   今回の実態調査の結果から、実施基準の見直し状況については、地域ごとの課題

に応じて、協議会の構成に必要なメンバーを入れるなど、各地域の実情に合致した

取組が進められていることも分かった。 

また、都道府県の多くが、年 1回以上、協議会における協議・検討の場を設けて

いるが、消防機関及び医療機関等の関係機関が問題意識を十分に共有し、実施基準

運用上の各課題の解決に向けた共通認識を持つためには、引き続き、各都道府県の

協議会において十分な議論を重ねる必要がある。 

 

（３）継続的なフォローアップの必要性 

   昨年度の報告書でも述べたとおり、全国の都道府県における PDCA サイクルに沿

った効果的、効率的な実施基準の運用に資するため、国においては、継続的な“フ

ォローアップ”を通じて、運用改善や見直しに必要な調査及び情報提供を実施する

ことが求められる。 

   国においては、今後も各都道府県の課題や先進事例等に着目し、実施基準をより

実効的なものとするため、関係機関を対象に必要なフォローアップに取り組んでい

くこととしており、各都道府県においては引き続き、協議会を活用して運用実態の

調査・分析等を進めることにより、実施基準運用上の改善や必要な見直しに向けた

検討に取り組まれたい。 
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第４章 応急手当の普及促進 
１．背景等 
（１）背 景 

   平成 24 年版消防白書によると、救急出動要請から救急隊が現場に到着するまで

に要する時間は、平成 23 年中の全国平均で 8.2 分となっている。この間に、バイ

スタンダーによる応急手当が適切に実施されれば、大きな救命効果が得られること

となり、このためには、一般市民の間に応急手当の知識と技術が広く普及するよう、

実技指導等に積極的に取組んでいくことが重要である。 

現在消防庁では、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」により、

心肺蘇生法等の実技指導を中心とした住民に対する救命講習の実施や応急手当指

導者の養成、公衆の出入りする場所・事業所に勤務する管理者・従業員を対象にし

た応急手当の普及啓発及び学校教育の現場における応急手当の普及啓発活動等を

実施しているところである。 

この結果、講習受講者数は増加傾向にあり、全国の消防本部における平成 23 年

中の救命講習受講者数は 142 万 5,550 人、心肺機能停止傷病者への住民による応急

手当の実施率は 43.0％に上昇するなど、消防機関は応急手当普及啓発の担い手と

しての主要な役割を果たしており、今後とも市民等に対する応急手当の普及啓発活

動について推進していく必要がある。 

 
（２）応急手当の普及促進研究事業 

このような中、消防庁では JRC 蘇生ガイドライン 2010 や東日本大震災の経験を

踏まえ、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱の一部改正について（平

成 23 年 8 月 31 日付消防救第 239 号）」を通知し、応急手当講習受講者の裾野を広

げ、一人でも多くのバイスタンダーを育成するため、従来の応急手当講習よりも時

間を短縮した「救命入門コース」の新設や、「e-ラーニング講習」を推奨している

ところである。（図表 4-1） 

図表 4-1 新設された応急手当講習の内容 
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このような短時間講習や e-ラーニング講習を推進するためには、消防団員やボ

ランティア等を含めた指導員の確保や連携、また他の行政機関を始めとした関係機

関との連携、さらには広報のあり方等が課題となる。特に、東日本大震災等の影響

により地域救護力が低下している地域を中心として、効果的・効率的な普及体制を

構築することが必要であるとの認識の下、新たな応急手当の効率的な普及体制や方

法などを把握するため、消防庁では「応急手当短時間講習普及促進研究事業」を実

施し、平成 24 年度には 7 団体においてそれぞれ特色ある取組が行われたところで

ある。（図表 4-2） 

本検討会では、全国でのさらなる応急手当の普及促進へと繋げていくため、研究

事業の実施状況について、それぞれの取組内容や課題等について明らかにした。 

 

２．研究事業の内容 

（１）事業概要 

   応急手当の普及に係わる短時間講習及び e-ラーニング講習の効果的・効率的な

普及体制の実現に資する一連の取組を把握し、各地の地域救護力の向上を図る。 

   実施にあたっては、応急手当の短時間講習及び e-ラーニング講習の普及を促進

する効果的な事業であることや、応急手当の普及啓発活動にあたり、従来の方法に

加え、創意工夫した方法で事業を実施することなどを要件に実施希望団体を募った。

（平成 23 年度第 3号補正予算事業） 

 

（２）事業実施期間 

   平成 24 年 4月～9月 30 日まで 

 

（３）実施対象地域（７団体） 

①大阪市 

②北九州市 

③岐阜県 

④高知県高岡郡津野町 

⑤仙台市 

⑥千葉市 

⑦新潟県十日町市、中魚沼郡津南町 

 

 

 

 

 
① 

② 

③ 

④

⑤ 

⑥ 

⑦ 

図表 4-2 実施対象地域（7団体） 
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３．応急手当の普及促進の実例（研究事業結果） 

（１）大阪市 

  ア．実施主体 

    大阪市消防局 
  イ．協力団体等 

    ボーイスカウト大阪連盟（共同事業） 
  ウ．実施対象 

    大阪府全域 ボーイスカウト 217 団体（約 12,000 人） 

  エ．実施に要した経費 

    9,602 千円（e-ラーニング用サーバ設置費、e-ラーニング用 WEB コンテンツ運

用請負費、三角巾・ガーゼ等消耗品費、テキスト・参加証等印刷製本費など） 

  オ．主な取組の内容 

本研究は、青少年の健全育成事業に取り組んでいるボーイスカウト大阪連盟と

共同で、年代に関わらず親しみを感じるキャラクターの検討や、青少年にもよく

理解できる講習カリキュラム、パソコンやスマートフォン用のアプリケーション

等の作成を行ない、応急手当講習受講者の裾野を広げることにあわせて、応急手

当をいつでもどこでも学ぶことができる仕組みをつくることにより、青少年から

成人まで繰り返して応急手当講習を学ぶことができる環境づくりを目指した。 

パソコンやスマートフォン用のアプリケーションの開発については、応急手当

は取っ付きにくいとの印象を払しょくするために、アニメのキャラクターを活用

し（図表 4-3）、キャラクターの解説や指示に合わせて受講者が画面を操作するこ

とで、応急手当の知識や手順が理解できる構成とした。（図表 4-4） 

さらに、3 段階の救命テスト(効果測定)を設定することで、受講者が理解度を

自覚し、学び直しや再挑戦の意欲が湧く構成とした。 

応急手当短時間講習の普及促進を図る仕組みとして、救命テストの中級編合格

者については、普通救命講習や新設する救命入門コースの講義部分を省略するこ

とが可能である旨を明示し消防局側の受入れ体制も整えた。それに加えて学校教

育や各種団体の指導者をサポートするアプリケーション(45 分間で応急手当講習

が指導できるアプリケーション) 等を作成し、指導者から申し込みがあればダウ

ンロードできるようにしている。 

なお、医学監修については、京都大学環境安全保健機構付属健康科学センター

(予防医療学)の石見拓医師に協力をお願いした。 

    このようなコンテンツの開発を経て、スマートフォン用アプリケーション(試

作版)を用いた講習会を平成 24 年 8月 13 日(月)～8月 17 日(金)、ボーイスカウ

ト大阪連盟キャンポリーにおいて、特設ブース(大型テント 3張)を設置し、救急

救命体験ブースを開設した。（図表 4-5） 

図表 4-3 イメージキャラクター 
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ブースには数多くのスカウトが参加し、救命アプリの体験から胸骨圧迫の実習

までを一連のプログラムで実施し、楽しみながら受講することができた。 

       

図表 4-4 Web コンテンツの内容      表 4-5 スマートフォン等を活用した講習 
 
 
 
 
 
 
 
 
    「ボジョレーの救急ノート」  大阪市消防局ホームページ 

http://119aed.jp             http://www.city.osaka.lg.jp/shobo/     

 
 

 

カ．期待される効果 

・これまで講習会を受ける機会のなかった、或いは時間が合わない等の理由で受

講できなかった青少年を含む市民等が自己学習を行なうことが期待できる。 
・既に講習を受講したものの知識や手順があいまいになっている市民等が再学習 

に活用できる。 
・応急手当の基礎知識が身につくことによって、実技講習受講への動機付けを図

ることができる。 
・ボーイスカウトは他府県との情報交換や交流が盛んなことから、大阪の取組が

全国へ広がることが期待できる。また、スポーツ関連はじめ各種団体において

活用されることが期待できる。 
・学校教育で活用されることになれば、青少年層から繰り返し応急手当講習を学

ぶ社会環境が整う。 
  キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・今後、ボーイスカウト連盟以外の少年サッカー・少年野球連盟や小・中学校等

に対して応急手当短時間講習の普及啓発を行っていく上で、体系立った具体的

な方策が形になっておらず模索中である。 
・短時間の救命入門コースの設置により、普通救命講習から救命入門コースへ流

れてくる人を、今後どのようにしてその次の普通救命講習を受講するように動

機付けるかが課題となっている。 

検索 大阪市消防局 

大阪市 
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（２）北九州市 

 ア．実施主体 

   北九州市消防局 
 イ．実施対象 

   市内小学校 135 校（その他講習）・中学校 72 校（救命入門コース）延べ 16,199 人 

 ウ．協力団体等  

   特になし 
 エ．実施に要した経費 

   9,913 千円（e-ラーニング用サーバ設置費、訓練人形・AED トレーナーなど備

品費、ガーゼ等消耗品費、修了証・配布資料等印刷製本費など） 

 オ．主な取組の内容 

   少年期から応急手当について学び、「北九州市民なら誰でも適切な応急手当が

できる」というまちづくりを目指すため、小学校、中学校、高校と発育段階に合

わせた救命講習を実施し、救命入門コース（中学生）から普通救命講習Ⅰ（高校）

へとステップアップする体制を構築する。 
小学校では「いのちの大切さ」や「ひとを助ける心」を主として学び、中学校

では「応急手当の必要性」や「大人と同程度の実技」を実施するなど、成長段階

に合わせた講習を実施することで確実な知識及び技術へと繋げる。 
実施方法については、学校側の受講し易いカリキュラム（授業時間に合わせた

短時間の講習）とし、今後、市内の全ての学校での実施を目指していくこととし

ている。（図表 4-6、4-7） 
 今回の事業においては、簡易的な応急手当訓練用資器材を購入し、受講者全員

が一度に実技ができるよう整備したことにより、短時間で効率の良い講習が実現

できた（図表 4-8）。また、応急手当講習会における資器材の準備などは、全て児

童・生徒にさせることにより資器材に対する興味を持たせ、更には指導員の負担

を減らした。 
 修了者には公募で作成した「スクール救命士」修了証を配付した。（図表 4-9） 

図表 4-6 「スクール救命士」講習        図表 4-7 講習会の様子（小学校）    
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図表 4-8 訓練用資器材             図表 4-9 「スクール救命士」修了証（表） 
    

 
 
 
 
 
 
 
取組への工夫として、小中学校で実施される講習会であるため、市内の学校長

会において直接取組を説明し、理解を得たこと及び全学校に対し電子メールを配

信し受講調査を行ったことで全市に一度に普及させることができた。 

 カ．期待される効果 

・市内の小中学校に普及することにより、発育段階で必ず受講するため、自然に

知識を身につけることができる。 
・学校教育に取り入れたため、同一世代（年齢）が一斉に漏れなく受講できる。 
・また、簡易的な訓練用資器材を使用する事で、人件費等（人数・時間）を削減

することが期待できる。 
・さらに e-ラーニングを活用した応急手当講習は、サーバーレンタル及び管理費

のみで運用でき、ローコストで普及できるため、今後の推進が期待される。 
・適切な応急手当ができる市民の醸成に繋がる。 
・自動的にステップアップする講習体制（その他⇒短時間講習⇒普通救命講習Ⅰ）

の構築により確実な応急手当てが期待できる。 
・保護者を含め救急業務への興味・関心の向上が期待できる。 

キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

 ・現在のコスト（人件費、資器材維持管理費）を、消防局として維持できるかど

うかが課題であり、コストを抑えた講習方法を更に考えていく必要がある。 
 ・指導内容として、いかに惹きつけるような講習ができるか、指導者のレベルア

ップと均等化が課題である。 
 ・スクール救命士（小中学生）から普通救命講習（高校:3 時間）の受講へ繋げ

るような工夫が必要である。 
 

  

学 校 ○○○小学校

学 年 ○年

氏 名 ○○ ○○

受講日 平成○○年○月○○日

学 校 ○○○小学校

学 年 ○年

氏 名 ○○ ○○

受講日 平成○○年○月○○日

北九州市 
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（３）岐阜県 

 ア．実施主体 

   岐阜県（危機管理部門、岐阜県教育委員会）、管轄市町村消防本部 
 イ．実施対象 

 岐阜県内：小学校 5校、中学校 8校、高等学校 4校（合計 1,092 名） 

 ウ．協力団体等  

    岐阜大学医学部救急災害医学分野（医師など関係者で構成する事業検討会にお

いて事業展開にかかる検証を実施） 
 エ．実施に要した経費 

   3,215 千円（訓練用人形・AED トレーナー等備品、フェイスシールド・AED パ

ッド等消耗品、応急手当検証委員会等会議費など） 

 オ．主な取組の内容 

岐阜県では、東日本大震災を教訓に子ども達の防災意識を高め災害に強い学校

づくりを目指し、児童生徒の防災・減災意識を高め、危機に遭遇した際に適切な

避難救助行動をとることができる人材を計画的に育成することとしている。 
このため、平成 24 年度から 2 カ年にわたり防災教育モデル校を指定し研究を

行うとともに、その成果を県内の小中高特別支援学校で広めていく計画であり、

この教育の一環としてモデル校において応急手当教育を導入し、主体的な自覚の

醸成を図っていくこととした。 
具体的には、防災教育モデル校を中心に教科学習や総合的な学習の時間を活用

し、防災教育、地域の自治会や町内会などと連携した避難訓練、緊急時において

適切な人命救助が行える応急手当講習（救急入門コース等）を開催した。（図表

4-10、4-11） 

図表 4-10 スライド（DVD）を使用した導入      図表 4-11 講習会の様子（中学校） 

 
    学校教育への導入については、県主導により小・中・高校のステップアップ形

式による応急手当講習の実施を目標としている。 
実技には比較的安価な訓練用資器材を使用し、１人に対して 1資器材を用意し

講習を実施した。（図表 4-12、4-13） 
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図表 4-12 全員での実技講習（小学校）         図表 4-13 訓練用資器材 

 
 

 カ．期待される効果 

・救命入門コースを受講した生徒へのアンケートの結果では、今後、普通救命講

習も受講したいという回答が多く、ステップアップのための入門コースとして、

短時間講習は有用であった。 
・実施された先生方からは、過去の実施した講習会では、資器材を数人のグルー

プ単位で使用する形式であったが、今回のように１人に対して１資器材（人形、

AED）であれば、全員が実際に体験することで実技の時間を確保でき、効果が

非常に高い講習会になるとの意見があった。そのため今後、資器材の貸出要綱

を制定し、各学校等への貸出を行うこととしている。 
  キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・今回の事業については、当初より教育委員会の防災教育推進事業とタイアップ

し、消防担当部局と教育委員会双方での取組であった。しかし消防担当部局の

担当者が直接学校に対し連絡して事業の説明、実施の可否を確認すると、学校

側からは、本事業に対する高い評価はあるものの、一部には「なぜ教育委員会

からの話ではないのか。」、「当該事業の必要性はあるのか。」等の意見もあった。

今後も、教育委員会の協力は必須で、より密接な関係を築き継続して本事業を

行い県全域に広げていきたい。 

・「指導者１名に対して、受講者 10 名以内」というルールの弾力化ができないか、

検討が必要である。 

・今後の普及啓発のため、何らかの指標を用いて応急手当実施による救命効果も

示していきたい。 

・e-ラーニングは、ソフトの導入に伴う各学校のセキュリティ・サーバ容量上の

問題がある。 

 

 

 

岐阜県 
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（４）高知県高岡郡津野町 

 ア．実施主体 

   高知県高岡郡津野町（平成 22 年国勢調査人口 6,407 人）、高幡消防組合 

 イ．実施対象 

   高知県高岡郡津野町在住の 10 歳～70 歳の方（平成 24 年 4月現在 4,137 人） 

 ウ．協力団体等  

   応急手当普及員 
 エ．実施に要した経費 

   6,550 千円（e-ラーニング用 WEB コンテンツ運用請負費、訓練用人形・AED ト

レーナー等備品費、訓練用 AED パドル・一方弁付マスク等消耗品費など） 

 オ．主な取組の内容 

 高知県高岡郡津野町（以下、「津野町」という。）は、救急車の現場到着所要時

間が約 13 分と全国平均を大きく上回る地域であり、救急隊が到着するまでの住

民による応急手当が特に重要であると考えている。 

このため、平成 24 年度から津野町では、津野町応急手当普及推進事業スロー

ガンとして『住民全員が応急手当のできる町・津野町～地域救護力向上を目指し

て』を掲げ、短時間講習やｅ－ラーニング（図表 4-14）を活用した効果的な普及

方策により受講者の増大を図り、救命率の向上を目指すこととしている。 

図表 4-14 津野町 e-ラーニング「電子学習室～命を守るために」 

 
 
 
 
 
 
 
 

     津野町ホームページ 
http://www.town.kochi-tsuno.lg.jp/ 

     

実技講習については、朝・昼・夜と講習時間を分け、分割した講習で住民のニ

ーズに合わせた受講体制をとり、受講者がたとえ一人の場合でも講習を行うよう

にすると共に、企業に対しても積極的に受講を勧め講習会を開催していただき、

AED の設置協力も行った結果、平成 24 年 4 月から 10 月までに 7 企業が AED を新

たに設置するに至った。 

研究事業では、定期的な講習に加えて分割講習、フリープラン講習及び少人数

講習など、住民の要望に対し柔軟に対応する講習を行った。（図表 4-15） 

検索 津野町 
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また、広報活動については町内広報誌や防災無線だけでなく、救急講演会とあ

わせたイベントや PR 駅伝など、工夫を凝らした広報を実施した。 
時間帯、受講時間等を工夫した応急手当講習を実施した結果、平成 24 年 4 月

から 10 月までの受講者数は延べ 2,246 名となった。 

   図表 4-15 住民の要望に柔軟に対応した講習会（左：夜間講習会 右：マンツーマン講習会） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 カ．期待される効果 

・対象者の受講率 100％を目指すことで、多くの住民が救急に関する理解を深め、

講習会を通じて地域の方々と消防が交流する機会が増え、地域の方々に消防の

実情を知っていただく良い機会となった。 

・応急手当の実施率の向上により、救命率の向上や地域救護力の向上といったこ

とが今後期待できる。 

・今回から実施した小学校での教育についても、充分な効果があると感じている。 

・普通救命講習Ⅲは、こどもを持つ父母にとってニーズの高いものであり、実際

に盛況であったことから、今後の普及が期待できる。 

キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・分割講習については、朝・昼・夜に分けて実施したが、もともと受講者数が少

ないためか、あまりニーズの差はなく出席率が上がらなかった。 

・e－ラーニング講習は、インターネットのインフラ整備や人口構成（高齢化の

進展）などの影響か、受講率があまり高くなかったため検討が必要である。 

・今後、継続的に講習を行っていくにあたり、心肺蘇生法や AED 以外にも止血や

骨折の固定などについても積極的に指導し、災害時の自助、共助の能力を向上

させていく必要がある。 

・地域の民間企業に設置して頂いている AED について、行政として保守などの支

援をしていく必要があると考えている。 

  

高知県高岡郡津野町 
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（５）仙台市 

 ア．実施主体 

   仙台市消防局 
 イ．実施対象 

   仙台市全域（対象約 106 万人） 

 ウ．協力団体等  

   映像協力：東北福祉大学救命ボランティアサークル「FAST」、宮城県消防学校、

仙台市立病院救命救急部 

 エ．実施に要した経費 

   10,508 千円（e-ラーニング用サーバ設置費・ｅラーニング用 WEB コンテンツ

製作費、スマートフォン用アプリケーション製作費、訓練用人形・AED トレー

ナー等備品費、訓練用 AED パッド等消耗品費、テキスト等印刷製本費など） 

 オ．主な取組の内容 

仙台市では、応急手当普及啓発事業として年間 2 万人の受講を目標救命講習

を開催しているが、指導者の確保及び日程調整に苦慮しているところである。

また、受講を希望する個人や団体（特に保育所、小学校教職員等）からは、3時

間の講習時間の確保が難しいとの声が多かったことから、本研究事業として仙

台市の状況に適した講習の短時間化を行うことにより、市民に対する応急手当

のさらなる普及と講習実施者の負担軽減をめざすと共に、e-ラーニング用とし

て学習用ホームページとスマートフォン用アプリの作成を行った。（図表 4-16） 

図表 4-16 応急手当学習用ホームページ（左）とスマートフォン用アプリ画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

       仙台市消防局応急手当 WEB 講習 

http://www.sendai119.jp/ 

        ※スマートフォン用アプリについても HP からダウンロード方法等の参照が可能 

  （ア）応急手当 e-ラーニング等 

     e-ラーニングコンテンツの作成と同時に、いざという時に救命処置を誘導し

てくれる救命ナビゲート機能や、仙台市内の AED 設置場所を確認できる AED マ

ップを搭載した救命アプリケーションを作成した。 

検索 仙台市消防局 e-ラーニング 
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現在 AED マップは、仙台市が行っている杜の都ハートエイド制度（応急手当協

力事業所表示制度）に登録している事業所を表示しており、その他の地域の AED

情報については、他機関のホームページを閲覧する形式であるため、今後、同一

マップ上で全国各地の AED 設置場所を確認できる機能が望まれる。今後、県内市

町村や全国の消防本部にも働きかけ、AED マップの全国版を作成できないか構想

中である。 

救命アプリについては、公開 3日間で 1,200 ダウンロードが行われ、今後、ア

プリの認知度の高まりによりダウンロード数が伸びることを期待している。また、

そのための広報についても継続的に実施していきたいと考えている。 

 （イ）応急手当短時間講習 

仙台市では、平成 16 年度から中学生を 

対象に普通救命講習Ⅰの内容を 100 分に 

短縮した「ジュニアコース」を実施して 

おり、これまで約 15,000 人受講の実績、 

経験を有していたが、この度ジュニアコ 

ースを「救命入門コース」にリニューア 

ルし、小学校高学年から中学生を中心に 

講習会を実施した（図表 4-17）。講習では小中学生にも扱いやすい胸骨圧迫に特

化した比較的安価な訓練用資器材を使用し、全員が一度に受講できるようにした

ため、関係者からは好評であった。 

主に成人対象として実施してきた普通救命講習を、消防局で作成した e-ラーニ

ングコンテンツを活用し、新たな受講者の掘り起しを行うなど、さらなる普及を

図っていくこととしている。 

カ．期待される効果 

・「救命入門コース」については、学校・教育委員会ともに協力的で、多くの受講

希望があり、対応に追われているところである。 
   震災後、防災教育の重要性が示唆される中で、応急手当は小中学生にとって理解

しやすいものであり、周りからの評判も良く、今後も防災教育の一部として「救

命入門コース」を推進していきたい。 
  ・ｅラーニングを活用した短時間講習の推進により受講者の拡大を図るとともに、

救命アプリの学習機能による応急手当の知識・技術の維持・強化、及びナビゲー

ト機能による的確な応急処置といった一連の行動の連鎖によって救命率向上が

期待される。 
・救命入門コースは現在のところ小中学生を中心としているが、事業所等からの要

望も多く、時間数を短くすることにより受講のハードルが下がり、応急手当を広

く推進するという意味で非常に効果的な講習といえる。 

図表 4-17 救命入門コース（中学校）

仙台市 
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 キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・救命入門コースは、普通救命講習を受講してもらうためのステップアップ講習

と位置付けている。受講時間を確保することが困難な事業所からの要望が多い

が、普通救命講習へのステップアップを考えて受講する方が少なく、今後、普

通救命講習へステップアップさせるためにどのように工夫するかが課題であ

る。 

   ・現在、仙台市では、事業所から要望のあった救命講習（団体）は、各消防署の

救急隊が対応しているが、開催には限界があるため応急手当普及員などの活用

も検討する必要がある。仙台市には、学内のみならず、各種イベント等で応急

手当の普及活動を行っている東北福祉大学の救命サークル「FAST」があり、こ

のようなボランティアとの連携も必要であると考える。  

仙台市
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（６）千葉市 

 ア．実施主体 

   千葉市消防局 
 イ．実施対象 

   千葉市民 961,813 人（平成 24 年 4月 1日現在） 

 ウ．協力団体等  

  （財）千葉市防災普及公社、千葉市教育委員会、スポーツ指導団体エルトラック 
 エ．実施に要した経費 

   11,569 千円（e-ラーニング用インターネットサーバー賃借料、訓練用人形・

DVD 映像資料作成用ビデオカメラなど備品費、訓練用 AED パッドなど消耗品費、

修了証・ポスター・リーフレット等印刷製本費など） 

 オ．主な取組の内容 

   全国的に救急出動は年々増加傾向にあり、救急車の現場到着時刻も延長し、現

場に居合わせた市民による応急手当の重要度は高まっている。特に、突然発症す

る心肺停止については、傷病者の近くに居合わせた人々による一早い胸骨圧迫心

マッサージと PAD による除細動が傷病者の生命予後にも大きく関わることから、

バイスタンダーの養成が必要不可欠となっている。 

このような状況を踏まえ千葉市では、継続性のある応急手当普及促進事業環境

の整備として、①短時間講習の普及に関する調査研究、②e-ラーニング講習体制

の整備、③小学校中高学年に対する「こども救命講習会」の普及促進の３つを柱

にした事業に取り組んだ。  

    まず、①短時間講習については、指導者主導の講習と作成した DVD（図表 4-18）

の視聴による講習などいくつかのパターンに分けて講習を行い、その学習効果等

について受講者へアンケート調査を実施した。 

    その結果、DVD を使用した講習を含め、短時間講習について約 9割の受講者が

学習成果が得られたと回答し、受講時間についても約

9割がちょうど良いと回答した。また、普通救命講習

の受講者を含め DVD 視聴による講習について好意的

な回答が寄せられた。 

    ②e-ラーニング講習については、電子計算機、ネ

ットワーク及び記録媒体で構成され、情報処理を行

う仕組みの中で使用する情報資産であることから、

情報セキュリティ対策基準に則った利用が求められた。また、外部のサーバに千

葉市の情報資産を保存するといった行為に前例がないことから、関係部局との協

議、調整等で運用までに時間を要した。 

    最終的にはパソコン、タブレット型情報通信端末、スマートフォンそれぞれに

図表 4-18 短時間講習用 DVD 
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対応した e-ラーニングコンテンツを提供した。（図表 4-19） 

    結果的に、タブレット型情報通信端末による受講時間がパソコンよりも短時間

で終了していることなどから、コンテンツを見直し簡略化することによって受

講者の増加が見込めるものと推測する。 

   ③こども救命講習会（図表 4-20）については、小学校高学年（4～6 年生）を

対象としたプログラムと指導要領を策定し、プログラムの時間配分については試

行錯誤の結果、座学 5 分、実技 90 分とし、座学はアニメーションによる心肺蘇

生法解説動画、実技については展示・心肺蘇生法の説明（10 分）、呼吸の観察（気

道確保指導要領を含み 10 分）、反応から人工呼吸まで 2 回（25 分）、AED の説明

（5分）、反応の確認からショックまでの一連の流れ 2回（40 分）とした。 

    この他にも、「女性救命講習会」や「応急手当普及インストラクター制度」な

ど、普及啓発に係る様々な事業を展開した。 
図表 4-19 様々なデバイスに対応した e-ラーニング      図表 4-20 こども救命講習会 

 
 
 
 
 
 
 カ．期待される効果 

・短時間講習の普及については、一般個人の公募に比べ団体に対する普及につい

て有効であり、受講者数は 6か月で 1,000 人を超えた。更に、アンケート調査

から普通救命講習会の受講者は未経験者が多いのに比べて、短時間講習では応

急手当講習の経験者が多く、反復訓練として受講している者が多いことが明ら

かとなり、再講習としても期待できる。 
・本事業を実施したことにより、普通救命講習を含め講習会受講者の大幅な増加

につながった。これは、職員の意識が高まり、消防行政の様々な場面で積極的

に応急手当の重要性を広報することにより、市民の意識が高まり増加に転じた

ものと思われ、大人、子どもを含め、引き続き推進していく必要がある。 
 キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・e－ラーニング講習は、市役所の情報管理システム部局との調整がつかず、事

業期間中 1ケ月の運用となった。政令指定都市など比較的大きな都市では、情

報管理部局などとの調整に非常に時間を要することが懸念される。 

・今後、継続的に講習を行っていくにあたり業務量が増加するため、どの程度ま

で実施回数を増やすことができるか課題である。今後、千葉市防災普及公社や

普及インストラクター、市部局との連携等が重要である。  

千葉市

73

千葉市



74 
 

（７）新潟県十日町市、中魚沼郡津南町 

 ア．実施主体 

   十日町地域メディカルコントロール協議会、十日町市中魚沼郡医師会、十日町

市中魚沼郡歯科医師会、十日町市中魚沼郡薬剤師会、新潟県看護師会十日町地区

協会、県内 5病院、十日町労働基準監督署、十日町警察署、十日町地域振興局健

康福祉部、十日町市役所、津南町役場、十日町地域消防本部、十日町消防団、津

南町消防団、救命サポート協力事業所、応急手当普及啓発連絡会会員 
 イ．実施対象 

新潟県十日町市及び新潟県中魚沼郡津南町（対象 69,840 人） 

 ウ．協力団体等  

   実施主体に含む 
 エ．実施に要した経費 

   3,778 千円（訓練用人形・AED トレーナー等備品費、消毒薬等消耗品、FM 放送

広告費など） 

 オ．主な取組の内容 

   十日町地域メディカルコントロール協議会では、協議会内に応急手当普及啓発

連絡会を平成 22 年 9 月に発足させ、地域内の応急手当指導員と普及員の技術の

向上をめざし、救急研修会の開催、普通救命講習会の実施及び補助を実施してい

るところである。 
本事業では、①消防団員、学校関係職員、行政職員等を応急手当普及員として

養成し、救急講習実施などに取組みこれを推進していくこととし、また、②救命

サポート協力事業として、地域内の協力事業所を募り、③AED マップを作成して、

緊急時に AED の場所がわかるよう取組み、協力体制を確立するとともに、④事業

所内での応急手当普及員養成、救急講習実施などに取組みこれを推進することと

している。これらについては、十日町地域メディカルコントロール協議会がこの

事業の主体となることで、地域の連携と普及啓発が一層強化されると考えている。 
（ア）応急手当普及啓発の体制整備 

     十日町市では、平成 27 年度末に人口の 25%まで救急講習受講者数(重複受講

を除いた受講者数の単純な累計)を増加させる計画を推進中であり、そのため

の体制として、①行政職員と消防団員を中心とした応急手当の普及啓発及び技

術研修（図表 4-21）を目的とした応急手当普及員と指導員の連絡会「十日町

地域応急手当普及啓発連絡会」を発足、②消防団員の応急手当普及員 100 人養

成計画、③短時間講習を中心とした講習指導体制の構築（資器材含む）などを

進めた。 

講習については、種類が複雑化することから短時間講習 1本に絞込み、手探

りで入門コースの指導体系を検討した。 
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プロジェクトチームの発足と協議から、入門コース用の指導資料(動画)を作

成し（図表 4-22）、普及員が在籍する「救命サポート協力事業所」に配布して、

指導体制の基礎を築いた。 

さらに実施要綱にない入門コースの補完講習(当地域では、90 分の入門コー

スを「救命入門コース 1」、入門コースを補完して普通救命 Iの修了に繋げる講

習を「救命入門コース 2」として区別している)と、e-ラーニング導入後の補完

コースとのカリキュラムについても検討を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）AED マップと救命サポート協力事業所 

地域内の AED 設置事業所に呼びかけ、平成 18 年に要綱を作成して事業を開

始している。AED を設置し、主旨に賛同した事業所に対して、「救命サポートマ

ーク」を交付してその一覧マップを作成し、当消防本部のホームページ上に掲

載、或いは行事等でマップを配布し緊急時の対応に備えている（図表 4-23、

4-24）。 

十日町市においては、スマートフォン上において救命サポート協力事業所を

表示できるソフトを導入し、さらに利便性を高めている。 

効果も徐々に現れ、バイスタンダーが救急車到着前に近隣の事業所へ AED を

取りに行き、心拍再開を成し遂げた貴重な奏功例も出現している。 

AED を設置した事業所のすべてを網羅するものではないが、これからの短時

間講習の普及が AED の応急手当普及啓発の地域への浸透へと繋がり、更に十日

町地域の救命サポート協力事業所の拡大に繋がるものと期待している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-21 応急手当普及員講習 

図表 4-23 ＡＥＤマップ 図表 4-24 ＡＥＤサポートマーク 

図表 4-22 短時間講習用ビデオ 

新潟県十日町市、中魚沼郡津南町
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カ．期待される効果 

・これらの取組により応急手当の普及が推進されることで、救急事案に対する応

急手当の実施率が向上し、地域での救命率が向上するものと思慮する。 
キ．今後の課題等（実施主体としての意見） 

・90 分の短時間講習を設けたことを足掛かりに、応急手当に興味を持つ住民が増

えるが、興味を持ってもらった住民にいかに質の高い心肺蘇生を指導できるか

が今後の課題である。 

短時間講習を受けたことで満足するのではなく、あくまでも入門コースとして

とらえ、次のステップへ繋がるように普及啓発体制を構築していく必要がある。 
・応急手当指導員・応急手当指導員を防火管理者のように法的に義務化できれば

応急手当の普及もすすむのではないかと思慮する。 

・e-ラーニング導入の検討について、当初、単独のサーバ設置の必要性を考慮せ

ず年度の予算化が間に合わなかったことから当地域では見送りとした。インタ

ーネットを使用するため全国の消防局・本部すべてにおいて導入する必要はな

いと考えるが、他の地域での WEB 講習の受講証明書を持参したときに補完講習

を受講できる体制を構築するなど、対応が必要であると考える。 
  

新潟県十日町市、中魚沼郡津南町 
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４．まとめ 

  応急手当の普及、啓発の重要性については背景で述べたとおりであるが、この度の

「応急手当の普及促進研究事業」においては、短時間講習を始めｅ－ラーニングを活

用した講習など、講習受講者の裾野を広げる取組をさらに推進するものとして、各地

域においてそれぞれ特徴的な取組が実施された。 
  研究事業では、子どもや女性、ボーイスカウトなど各種団体等その対象を広げた短

時間講習への取組やｅ－ラーニングへの取組、また、夜間講習会や一人での受講を可

能とするような受講機会の拡大への取組、さらには、インストラクターの育成や AED

の設置促進など、今後の事業全体の普及啓発への取組など、各地において様々な事業

が展開されていた。 
（１）短時間講習 

  短時間講習については、千葉市のアンケート結果にもあるように、受講者にも好

意的に受け止められていることから、さらなる受講者拡大の一助となると思慮する。 
この度の取組では、小学生から中学生、高校生へと短時間講習を入口に、普通救

命講習へとステップアップしていく講習体制の構築事例が報告されたが、今後、短

時間講習受講者をいかに普通救命講習の受講に繋げていくかを課題に挙げる団体

も多く、このようなステップアップのための取組を推進していく必要がある。 
 

（２）e-ラーニング 

   ｅ－ラーニングについては、子どもに特化したコンテンツの提供や、パソコンや

スマートフォン、タブレット型情報通信端末など様々なデバイスでコンテンツの提

供を図るなど、今後の普及への参考となる取組が実施されていた。 
ｅ－ラーニングについては今後、質の担保を図りつつ、簡略化を含めたコンテン

ツの見直しなども含め、受講率の向上に向けた方策について引き続き検討が必要で

ある。 
 

（３）まとめ 

「救命の連鎖」を構成する「早期認識と通報」、「一次救命処置」等について、救

命率の向上のために市民が担う役割は大変重要である。 
   今後とも各消防本部等においては、それぞれで実施されている応急手当の普及促

進について、この度の研究事業での取組などを参考に、一層の普及、啓発に努めら

れたい。 
また、ボランティアを含めたインストラクターの育成や AED の設置促進、応急手

当普及のための広報などについて、各種団体や消防団、学校、企業など、それぞれ

の団体等への協力依頼や取組、支援等について、地域に根ざした工夫といったもの

が重要となる。この度の事例などを参考に、各地域での取組を一層推進されたい。 
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第５章 救急業務に携わる職員の教育のあり方 
 

はじめに 

 救急救命士を含む救急隊員の教育のあり方については、直近では「平成 22 年度救急業務

高度化推進検討会」において検討が進められ、各消防本部及び救急隊に対して行った教育

に係る実態調査を通じて、教育に関する問題点や今後の課題等を明らかにした。 

 この中では今後の課題として、全国で質の担保された救急活動を行うために救急隊員に

必要な知識・技能の水準を示した標準的カリキュラムの策定や、救急隊員に対して指導的

立場を担う救急救命士の資格要件や養成方法等の検討が必要とされており、今年度につい

てはこれらの課題を含め、教育に係る必要な検討を行うこととした。 

今年度の検討会では、検討会の下に「救急業務に携わる職員の教育のあり方に関する作

業部会」を設け、さらに作業部会内に「救急救命士班」、「救急隊員班」及び「通信指令員

班」を設け、班ごとに各職域における教育のあり方についての詳細な検討を行った。 

また、これとは別に、各消防本部に対して、教育に関する実態調査（アンケート調査）

を実施した。 

 第 5 章では、まず第 1 節として実態調査結果について概説し、各消防本部における教育

に関する取組状況や課題等を明らかにした上で、第 2 節で「救急救命士の資格を有する職

員の教育のあり方」について、第 3 節で「救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方」

について、第 4 節で「通信指令員の救急に係る教育のあり方」について、それぞれの検討

結果を概説している。 

 また、第 5 節では、それぞれで検討された検討結果について関連を持たせつつ、消防全

体として一貫した教育体制の構築に向けた検討を行い、これからの教育のあり方について、

その考え方などを示した。 

 これらの検討結果については、各消防本部においてスムーズな取り組みが図られていく

よう、今後とも消防庁として必要な支援等を行うと共に、引き続き議論が必要なものにつ

いては、継続して検討を進めていくこととしている。 
 

第 5章：救急業務に携わる職員の教育のあり方 

 第 1節：教育のあり方に関する実態調査 

 第 2節：救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方 

 第 3節：救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方 

 第 4節：通信指令員の救急に係る教育のあり方 

 第 5節：これからの救急救命士を含む救急隊員教育のあり方 
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第１節 教育のあり方に関する実態調査 

１．調査概要 
（１）調査の目的 

今年度の作業部会における検討事項を受けて、各消防本部における教育訓練の現

状を把握し、救急業務に必要な教育訓練のあり方や、救急業務の質の維持や向上を

目的とした支援方策等を検討するための資料とすることを目的に、必要となる調査

（アンケート調査）を実施することとした。 
また、一部の質問項目については「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」に

おいて実施したアンケート結果との比較を行った。 
 

（２）調査方法 

 ・調査対象：全国の消防本部 791 箇所 
 ・調査方法：都道府県消防防災部局を通じて調査票（電子ファイル）を各消防本部

に電子メールで配布し、回答結果を都道府県が取りまとめたうえで、消防庁に電

子メールで送付した。 

  ・調査実施期間：平成 24 年 8月 8日～9月 7日 
  ・主な調査項目：救急救命士の再教育の実施状況 
          指導的立場の救急救命士について 
          救急ワークステーションについて 
          救急隊員の教育訓練の実施状況 
          通信指令員等への救急に係る教育の実施状況 
          救急に携わる職員の教育のあり方について 等 
 
２．回収状況 
  すべての消防本部から回答が得られた（100.0%）。 

図表 5-1-1 回収状況 

発送数 回収数（回収率） 
有効回答数 

（有効回答率） 

791 件 
791 件 

（100.0%） 

791 件 

（100.0%） 
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３．調査結果 

（１）消防本部の概要 

①管轄人口 
消防本部の管轄人口を尋ねたところ、「5 万人未満」が 33.0%（261 本部）、「5 万人以

上 30 万人未満」が 56.6%（448 本部）、「30 万人以上」が 10.4%（82 本部）だった。 

図表 5-1-2 管轄人口（n=791） 

 

 
以降では、各設問の回答について、管轄人口の規模別に集計を行った。 

 

②所属する救急救命士数 
所属する救急救命士数は、全体では平均 35.1 人で、年齢構成としては「29 歳以下」

が 16.5%、「30～39 歳」が 34.8%、「40～49 歳」が 28.9%、「50 歳以上」が 19.8%だった。

これを管轄人口の規模別にみると、「5 万人未満」では「29 歳以下」が 20.2%と他に比

べやや割合が高く、「30 万人以上」では「50 歳以上」が 24.0%とやや割合が高かった。 

図表 5-1-3 所属する救急救命士数 （記入式、単位：人、％） 

 合 計 
29 歳歳以

下 
30～39 歳 40～49 歳 50 歳以上

全 体 

(n=791) 

平均値(人) 35.1 5.8 12.2 10.2 7.0

構成比(％) 100.0 16.5 34.8 28.9 19.8

5 万人未満 

(n=261) 

平均値(人) 16.2 3.3 5.9 4.4 2.7

構成比(％) 100.0 20.2 36.2 27.1 16.5

5 万人以上 

30 万人未満 

(n=448) 

平均値(人) 30.3 5.3 11.0 8.6 5.4

構成比(％) 100.0 17.6 36.2 28.4 17.8

30 万人以上 

(n=82) 

平均値(人) 121.9 16.5 39.2 36.9 29.2

構成比(％) 100.0 13.5 32.2 30.3 24.0

10.4%33.0% 56.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 5万人以上30万人未満 30万人以上
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（２）救急救命士の再教育 

①再教育を実施する時間 
救急救命士の再教育を実施する時間として定められている 2年間の合計時間は、平均

124.9 時間だった。 

図表 5-1-4 救急救命士の再教育時間（2年間合計） （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

全 体 765 124.9 17.5 128.0 

5 万人未満 251 124.6 17.8 128.0 

5 万人以上 30 万人未満 436 124.5 16.8 128.0 

30 万人以上 78 127.5 20.1 128.0 

 

再教育のうち、病院実習は全体では 2年間で平均 69.1 時間だった。規模別にみると、

「30 万人以上」では平均 76.9 時間と、全体と比べてやや時間が長かった。 

図表 5-1-5 再教育での病院実習実施時間（2年間合計） （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

全 体 764 69.1 29.1 50.0 

5 万人未満 251 69.8 28.8 48.0 

5 万人以上 30 万人未満 435 67.3 28.3 48.0 

30 万人以上 78 76.9 33.4 64.0 

 
なお、「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」で行われた同内容の調査結果でもほ

ぼ同様の傾向がみられたが、病院実習の実施時間は平成 22 年度に比べ、平成 24 年度の

ほうがやや短かった。 

参考図表 平成 22 年度 救急救命士の再教育時間（2年間合計） （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

全 体 785 125.8 25.3 128.0 

5 万人未満 255 124.1 23.0 128.0 

5 万人以上 30 万人未満 448 125.4 22.7 128.0 

30 万人以上 82 133.2 40.2 128.0 

参考図表 平成 22 年度 再教育での病院実習実施時間（2年間合計） （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

全 体 771 78.2 36.2 64.0 

5 万人未満 252 76.4 32.1 64.0 

5 万人以上 30 万人未満 439 78.4 35.9 64.0 

30 万人以上 80 82.6 47.8 64.0 

 

82



 

83 
 

②再教育とすべき項目のカリキュラム 
救急救命士の再教育とすべき項目（図表 5-1-7 の 12 項目）を例示し、これらについ

てカリキュラムとして定めているかを尋ねたところ、全体では「定めている」は 17.1%

（135 本部）であった。 

これを規模別にみると、「30 万人以上」では「定めている」との回答は 29.3%であっ

たが、「5万人未満」では 11.5%にとどまり、規模が小さいほどカリキュラムを定めてい

る割合が低かった。 

図表 5-1-6 救急救命士の再教育とすべき項目のカリキュラム 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11.5%

18.1%

29.3%

88.5%

81.5%

70.7%

0.3%

0.4%

0.0%

17.1% 82.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

定めている 定めていない 無回答
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救急救命士の再教育カリキュラムを定めていると回答した消防本部に、下記の病態・

疾患についてどの程度の時間を定めているか尋ねたところ、「循環虚脱」については病

院実習が平均 12.7 時間、病院実習以外が平均 4.7 時間、「呼吸不全」については病院実

習が平均 12.5 時間、病院実習以外が平均 3.8 時間などとなった。 

図表 5-1-7 救急救命士の再教育すべきカリキュラムの時間数 （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

循環虚脱 
病院実習 33 12.7 25.7 6.0 

病院実習以外 15 4.7 2.6 4.0 

呼吸不全 
病院実習 34 12.5 25.3 7.0 

病院実習以外 11 3.8 2.3 3.0 

急性冠症候

群 

病院実習 33 9.9 16.5 6.0 

病院実習以外 16 5.1 5.6 3.0 

脳卒中 
病院実習 33 8.1 8.8 6.0 

病院実習以外 20 4.9 3.0 4.0 

重症喘息 
病院実習 18 3.7 2.7 3.5 

病院実習以外 9 2.8 1.1 3.0 

アナフィラ

キシー 

病院実習 18 3.5 2.7 2.5 

病院実習以外 8 2.6 1.2 2.5 

外 傷 
病院実習 32 8.5 11.0 6.0 

病院実習以外 22 7.5 7.6 8.0 

妊 娠 
病院実習 25 3.2 2.1 3.0 

病院実習以外 8 2.6 1.2 2.5 

溺 水 
病院実習 14 3.3 2.5 3.0 

病院実習以外 8 3.0 1.4 3.0 

電撃症、熱傷
病院実習 14 3.5 2.4 4.0 

病院実習以外 9 3.1 1.4 3.0 

低体温 
病院実習 15 3.3 2.4 4.0 

病院実習以外 7 2.7 1.3 3.0 

小児疾患 
病院実習 28 5.8 8.8 4.0 

病院実習以外 10 3.4 1.9 3.0 
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（３）病院実習以外の再教育 

①実施方法 
病院実習以外の再教育の実施方法は、全体でみると「クレジット制・単位制で実施し

ている（活動内容にポイントを定め、ポイントの合計を把握する方法）」が 80.9%（641

本部）と高かった。また、全体では「病院以外の実施方法は定めていない」は 13.1%（104

本部）だったが、規模別でみると、「30 万人以上」では 3.7%と低かった。 

図表 5-1-8 病院実習以外の再教育の実施方法 

 
 

②履修内容 
平成 23 年中に実施した病院実習以外の再教育の履修内容として定められていた項目

としては、「特定行為手技の維持・向上」が 8.6%（68 本部）、「基礎行為手技（特定行為

以外）の維持・向上」が 7.0%（55 本部）、「特に生命の危機にある傷病者において迅速

な重症度・緊急度評価と病態の把握」が 6.3%（50 本部）だった。（図表 5-1-9） 

これを規模別にみると、「30 万人以上」では「特定行為手技の維持・向上」（20.7%）

と「基礎行為手技（特定行為以外）の維持・向上」（17.1%）、「特に生命の危機にある傷

病者において迅速な重症度・緊急度評価と病態の把握」（17.1%）が、全体と比較して

10 ポイント以上高かった（差はそれぞれ 12.1 ポイント、10.1 ポイント、10.8 ポイン

ト）。 

81.6%

79.7%

85.4%

13.1%

14.6%

14.0%

3.7%

80.9%

1.6%

2.4%

0.8%

1.4%

7.3%

4.2%

4.2%

3.1%

1.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

クレジット制・単位制で実施している 具体的なカリキュラムを定めている
その他 病院以外の実施方法は定めていない
無回答
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図表 5-1-9 病院実習以外の再教育の履修内容（複数回答） 

 

 
なお、「その他」の内容としては、事後検証委員会やシナリオトレーニング等で医師

の指導を受ける機会のほか、教育コースへの参加、指導的立場の救急救命士による教育

を再教育の履修内容としているという回答があった。 

【その他の内訳】 

・口頭指導要領（5万人未満） 

・救命講習会、事後検証委員会等への参加（5万人未満） 

・指導的立場の救急救命士による救急車同乗実習（5万人以上 30 万人未満） 

・指導的立場の救急救命士がその都度、履修内容を決める（5万人以上 30 万人未満） 

・ACLS や JPTEC 等のコースへの参加（5万人以上 30 万人未満） 

・医師の立会いの下に行うシナリオトレーニング（30 万人以上） など 

 

8.6%

7.0%

6.3%

3.9%

3.9%

2.4%

2.0%

2.3%

9.2%

6.9%

5.4%

4.2%

1.9%

2.7%

0.8%

0.4%

1.1%

3.8%

7.4%

6.0%

5.6%

3.3%

3.1%

2.2%

1.8%

2.2%

10.7%

17.1%

13.4%

12.2%

8.5%

8.5%

6.1%

18.3%

17.1%

20.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

特定行為手技

基礎行為手技

重症度・緊急度評価

医療機関選定

安全・清潔管理

トラブル事例に関する検討

その他接遇・倫理関連

救急活動に伴う法律関連

その他

全体(n=791) 5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満
(n=448)

30万人以上
(n=82)
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各履修項目を実施している消防本部に履修時間を尋ねたところ、「特定行為手技の維

持・向上」は平均 7.6 時間、「基礎行為手技（特定行為以外）の維持・向上」は平均 8.9

時間、「特に生命の危機にある傷病者において迅速な重症度・緊急度評価と病態の把握」

は平均 9.1 時間だった。 

図表 5-1-10 病院実習以外の救急救命士の再教育履修時間 （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

特定行為手技 61 7.6 8.9 4.0 

基礎行為手技 48 8.9 8.2 5.0 

重症度・緊急度評価 43 9.1 10.5 4.0 

医療機関選定 26 5.0 5.1 3.0 

安全・清潔管理 29 5.5 4.5 4.0 

トラブル事例に関する検討 17 3.6 2.8 3.0 

その他接遇・倫理関連 14 3.1 1.9 2.5 

救急活動に伴う法律関連 16 3.1 2.1 2.5 

その他 67 16.5 15.0 8.0 

 
なお、「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」で行われた同内容の調査結果では、

「特定行為手技の維持・向上」は平均 8.6 時間、「基礎行為手技（特定行為以外）の維

持・向上」は平均 10.8 時間と平成 24 年度のほうがやや短く、「特に生命の危機にある

傷病者において迅速な重症度・緊急度評価と病態の把握」は平均 7.1 時間と平成 24 年

度のほうがやや長かった。 

参考図表 平成 22 年度 病院実習以外の救急救命士の再教育履修時間 （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

特定行為手技 419 8.6 24.0 2.0 

基礎行為手技 422 10.8 62.0 2.0 

重症度・緊急度評価 407 7.1 22.3 1.0 

医療機関選定 246 2.5 13.5 0.0 

安全・清潔管理 262 3.0 16.0 0.0 

トラブル事例に関する検討 217 1.4 4.2 0.0 

その他接遇・倫理関連 128 0.9 5.7 0.0 

救急活動に伴う法律関連 131 0.6 2.1 0.0 

その他 156 3.1 10.4 0.0 
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③職場を離れて行う研修 
救急救命士の再教育において、職場を離れて行う研修（ただし、病院実習以外）につ

いて、参加時間または参加回数を消防本部で把握しているかを尋ねたところ、「把握し

ている」と回答したのは全体の 86.2%（682 本部）だった。 

図表 5-1-11 再教育として職場を離れて行う研修（ただし病院実習以外）の参加時間・回数の把握 

 
 
 
 
 
 
 

84.3%

87.3%

86.6%

14.9%

12.3%

13.4%

86.2% 13.3%

0.4%

0.5%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

把握している 把握していない 無回答
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（４）指導的立場の救急救命士 

①要綱等 
指導的立場の救急救命士を要綱等で定めているかを尋ねたところ、「定めている」は

116 本部（全体の 14.7%、116 本部）だった。 

図表 5-1-12 指導的立場の救急救命士に関する要綱等 

 
 

指導的立場の救急救命士を要綱等で定めていると回答した 116 本部において、その運

用開始時期としては、「2010 年以降」が 27.6%（32 本部）、「2004～2006 年」が 23.3%（27

本部）だった。 

 
要綱等を定めている消防本部における指導的立場の救急救命士の名称としては、「指

導救命士」「メディカルオフィサー」「救急スペシャリスト」など、本部によって様々な

呼称が用いられていた。 
図表 5-1-13 指導的立場の救急救命士の呼称 

・「指導救命士」            ・「指導的救急救命士」    
・「事後検証救急技術指導者」  ・「メディカルオフィサー」 
・「救急技術指導者」   ・「救急指導官」 
・「救急スペシャリスト」  ・「主任救急救命士」 
・「統括救急指導員」          ・「専任職（救急業務担当）」 など 

 

 

10.3%

15.4%

24.4%

89.3%

84.6%

75.6%

0.1%

0.0%

0.0%

14.7% 85.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

定めている 定めていない 無回答
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指導的立場の救急救命士を要綱等で定めていると回答した 116 本部において、要綱等

の種類としては、「任期制（一定期間の後、後任の救急救命士に交代する）」が 36.2%（42

本部）、「資格制（要件を満たせば、官職（ポスト）に関係なく、名称が与えられる）」

が 22.4%（26 本部）、「その他」が 40.5%（47 本部）だった。 

図表 5-1-14 要綱等の種類 

 
 

②指導的立場の救急救命士の要件 
指導的立場の救急救命士を要綱等で定めていると回答した 116 本部に、どのような要

件を定めているかを尋ねた。全体でみると、「階級」が 55.2%（64 本部）、何らかの「資

格」は 35.3%（41 本部）、「救急救命士としての年数」は 31.0%（36 本部）、「拝命年数」

は 6.9%（8 本部）、「年齢」は 4.3%（5 本部）、「試験」は 2.6%（3 本部）だった。 

なお、その他の要件として、職位や配置に関する要件が挙げられた。 

【その他の要件の内訳】 

・署隔日勤務各班（2班）の最上位階級者（5万人未満） 

・MC 担当部署に 1人、二交代制現場に 2人（5万人以上 30 万人未満） 

・①救急 WS 配属職員、②救急 WS にて救急指導者研修を修了した者、③救急担当係長、

の 3種類の指導的立場の救急救命士がいる（30 万人以上） 

・任期、資格等については規定していないが、知識・経験ともに豊富な司令階級の救急

救命士を統括救急技術指導員として各署に配置している（30 万人以上） 

・専任職昇任選考により昇任（30 万人以上） など 

48.1%

30.4%

40.0%

14.8%

24.6%

25.0%

40.5%

44.9%

35.0%

0.9%

3.7%

36.2% 22.4%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=116)

5万人未満
(n=27)

5万人以上
30万人未満

(n=69)

30万人以上
(n=20)

任期制 資格制 その他 無回答
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③指導的立場の救急救命士の人数 
指導的立場の救急救命士を要綱等で定めていると回答した 116 本部に指導的立場の

救急救命士の人数を尋ねたところ、全体では回答のあった 115 本部合計で 931 人、平均

8.1 人（中央値 4 人）だった。これを規模別にみると、「5 万人未満」では平均 3.5 人、

「5万人以上 30 万人未満」では平均 5.3 人、「30 万人以上」では平均 23.6 人だった。 

図表 5-1-15 指導的立場の救急救命士の人数 （記入式、単位：人） 

 件 数 合 計 平均値 標準偏差 最大値 最小値 中央値 

全体 115 931 8.1 22.3 238 0 4.0

5 万人未満 26 92 3.5 2.7 12 1 3.0

5万人以上30万人未満 69 368 5.3 3.9 23 0 4.0

30 万人以上 20 471 23.6 51.2 238 3 10.0

 

④指導的立場の救急救命士の役割 
指導的立場の救急救命士の役割としては、救急隊や救急救命士への指導と技術評価、

事後検証の実施と検証結果に基づく指導、研修目標や研修内容（病院実習を含む）の検

討と調整といった役割が定められていた。 

【指導的立場の救急救命士の役割】 

・事後検証実施、検証結果からの救急隊への指導、救急車同乗実習時の指導、病院実習

調整、救急隊員（救命士含む）技術試験（5万人未満） 

・住民向け救急指導の取りまとめ、次期救命士候補者の教育（5万人以上 30 万人未満） 

・本部研修会（シミュレーション）の技術評価、救急活動事後検証票の救急技術指導者

所見欄記載（5万人以上 30 万人未満） 

・現場救急活動のトラブルの対処（5万人以上 30 万人未満） 

・署内一次検証と事後検証での指摘事項の改善、地域 MC 協議会事後検証委員会での検

討、協議及び消防本部へのフィードバック（5万人以上 30 万人未満） 

・小隊訓練の指導、ワークステーション研修における研修目標の検討、署内事後検証委

員、事後検証結果に基づく教育訓練の実施、新たに救急隊に配置された職員に対する

教育指導（30 万人以上） 

 

⑤インセンティブ 
指導的立場の救急救命士を要綱等で定めていると回答した 116 本部に、指導的立場の

救急救命士に対するインセンティブ（特別な報酬ややりがいを高める取組み）があるか

どうかを尋ねたところ、「あり」との回答があったのは「30 万人以上」の消防本部（6

本部）のみであり、全体の 5.2%、「30 万人以上」の 30.0%だった。 
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インセンティブの具体的内容としては、エンブレムや襟章等の交付、指名書や認定証

の発行のほか、給与に関連付けている消防本部もあった。 

【インセンティブの内容】 

・「エンブレム」や「襟章」を救急服に付けシンボル化する 
・消防局長指名事項とし、年度初めに局長からの指名書交付式を実施する 
・指導救命士証を交付する 
・昇任選考に合格すると消防司令に昇任し、処遇が係長級である職務の級 4級の給料と

する 

⑥指導的立場の救急救命士のあり方（自由意見） 
指導的立場の救急救命士のあり方や役割等について自由に意見を求めたところ、救急

救命士全体のスキルアップにもつながるため必要だとする意見や、全国基準での具体的

要件や標準的な育成カリキュラム策定についての要望があった。また、他本部の職員へ

も指導ができるよう検討している地域もあった。 
ただし、小規模な消防本部では人員体制面から配置が困難という意見があった。 

【指導的立場の救急救命士のあり方（自由意見）】 

＜必要性＞ 

・救命士の再教育等は医師の指導に多くの比重がおかれているが、職種が違う医師から

の指導には相違点もあるため、現場での活動に直接結びつかないことがある。指導的

立場の救命士がある一定のカリキュラムに従って救命士の育成・教育に携わって行く

ことが、救命士全体のスキルアップへと確実に繋がると考える。（5万人未満） 

・内部のアンケート調査では、必要性を感じているという意見が多かった。（5 万人以

上 30 万人未満） 

・医師による教育は医師の勤務状況等を勘案するとかなり困難な状況が続いているた

め、その状況を緩和する役割があると考える。（5万人以上 30 万人未満） 

・今後は救急救命士の世代交代に伴い次世代の指導的立場の救急救命士の育成も急務と

なってくることから、指導的立場の救急救命士の具体的要件（救命士年数、特定行為

症例数、挿管薬剤認定の有無等）と標準的な育成カリキュラムの策定を要望する。（30

万人以上） 

＜選定要件・基準や選定方法等＞ 

・各消防独自の選任ではなく、指導的立場の救急救命士資格を全国基準で設け育成する

ことが、救急救命士を職業的にも学問的にも今以上に確立させると考える。（5 万人

未満） 

・消防署救急係長職（救急救命士）にある者が指導的立場として担当している。常に現

場を掌握していること、隊員に接する機会も多いことから期を失することなく指導す

ることも可能であり、最適と考えている。（5万人以上 30 万人未満） 

92



 

93 
 

・消防組織は階級制度があるため、指導的立場の救急救命士と上位階級者がマッチング

することが望ましい。（30 万人以上） 

＜役割と位置付け＞ 

・将来的に、地域メディカルコントロール協議会内で指導的立場の救急救命士を共同運

用し、病院実習中に他の消防本部の実習職員に対し指導できるといった役割を担うも

のとして計画している。（5万人以上 30 万人未満） 

・医師の指導下だけではなく、指導的立場の救急救命士の下での再教育も認めていただ

きたい。（30 万人以上） 

・現在は、立場を明確化することなく救命士の自己研鑽に期待するところが大きいが、

技術レベルの底上げやモチベーション維持のためにも、立場を明確化しインセンティ

ブ面でのフォローが必要となってくるのではないか。（30 万人以上） 

＜配置人員＞ 

・専門員としての職員枠を設けなければ職員数の少ない消防本部（消防・救助・救急兼

任）では現実的ではない。（5万人未満） 

・本来、専門的な部署や担当者を設け長期的な人材育成を図るべきであるが、小規模な

消防本部にとっては人員的な問題からも困難である。（5万人未満） 
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（５）救急ワークステーション 

①救急ワークステーションの実施 
救急ワークステーション等（以下、「救急 WS」という。）を実施しているか尋ねたと

ころ、「実施している」との回答は全体の 7.2%（57 本部）だった。これを規模別にみる

と、「5万人未満」では 2.3%と割合が低かった。 

図表 5-1-16 救急 WS の実施 

 

「実施している」と回答した 57 消防本部に運用開始時期を尋ねたところ、「2007～

2009 年」が 29.8%（17 本部）、「2010 年以降」が 26.3%（15 本部）と、運用開始から 6

年以内が 56.1%（32 本部）を占めた。 

図表 5-1-17 救急 WS の運用開始時期 

 

6.7%

25.6%

95.8%

91.3%

72.0%

2.0%

2.0%

2.4%

2.3%

7.2% 90.8%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

実施している 実施していない 無回答

6.7%

14.3%

10.0%

14.3%

17.5%

16.7%

19.0%

29.8%

16.7%

36.7%

23.8%

26.3%

23.3%

23.8%

10.5%

16.7%

10.5%

16.7% 50.0%

5.3%

6.7%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=57)

5万人未満
(n=6)

5万人以上
30万人未満

(n=30)

30万人以上
(n=21)

2000年以前 2001～2003年 2004～2006年 2007～2009年

2010年以降 無回答

56.1%
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②救急 WS の実施方法 

ア．派遣方式 
救急 WS への派遣の方式は、「派遣（特別な活動拠点はない）」が 49.1%（28 本部）と

最も高く、次いで「派遣（院内・敷地内に消防の活動拠点あり）」が 28.1%（16 本部）、

「常設（院内・敷地内に消防の拠点場所あり）」が 17.5%（10 本部）だった。 

「派遣型」は「特別な活動拠点はない」と「院内・敷地内に消防の活動拠点あり」が

あわせて 77.2％（44 本部）だった。 

図表 5-1-18 救急 WS への派遣の方式 

 

イ．派遣先医療機関 
派遣先医療機関の種別は「公立医療機関」が 63.2%（36 本部）と半数以上を占めてお

り、「私立医療機関」が 22.8%（13 本部）、「混在」が 14.0%（8 本部）だった。 

図表 5-1-19 救急 WS 派遣先医療機関の種別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10.0%

33.3%

40.0%

19.0%

49.1%

46.7%

42.9%

5.3%

16.7%

3.3%

4.8%

17.5% 28.1%

83.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=57)

5万人未満
(n=6)

5万人以上
30万人未満

(n=30)

30万人以上
(n=21)

常設（院内・敷地内に消防の拠点場所あり） 派遣（院内・敷地内に消防の活動拠点あり）

派遣（特別な活動拠点はない） その他

77.2%

83.3%

63.3%

57.1%

16.7%

30.0%

14.3%

14.0%

6.7%

28.6%

63.2% 22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=57)

5万人未満
(n=6)

5万人以上
30万人未満

(n=30)

30万人以上
(n=21)

公立医療機関 私立医療機関 混在
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ウ．派遣隊の位置付け 
派遣隊の位置付けは、「日替わり（1～3 日程度）で派遣」が 26.3％（15 本部）と最

も高く、次いで「WS 専任隊を派遣（署所から）」と「週替わり（7～10 日程度）で派遣」

が共に 14.0％（8 本部）だった。また、WS 専任隊を派遣している本部は全体の 26.3％

（15 本部）だった。 

図表 5-1-20 救急 WS 派遣隊の位置付け 

 
  

6.7%

23.8%

16.7%

20.0%

4.8%

26.3%

26.7%

23.8%

14.0%

16.7%

20.0%

4.8%

5.3%

3.3%

9.5%

28.1%

33.3%

23.3%

33.3%

12.3% 14.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=57)

5万人未満
(n=6)

5万人以上
30万人未満

(n=30)

30万人以上
(n=21)

WS専任隊を派遣（本部から） WS専任隊を派遣（署所から）
日替わり（1～3日程度）で派遣 週替わり（7～10日程度）で派遣
月替わり（30日前後）で派遣 その他

26.3%
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③救急 WS 研修 

救急 WS を実施していると回答した 57 本部において、救急 WS 研修で実施している項

目としては、「救急外来（見学・処置介助等）」が 94.7％（54 本部）で最も高く、次い

で「各種検査の見学等」が 87.7％（50 本部）、「ドクターカー同乗実習」と「通常救急

出動」が共に 68.4％（39 本部）、「救急車医師同乗実習」が 64.9％（37 本部）だった。 

図表 5-1-21 救急 WS 研修で実施している項目（複数回答） 

 

 
 
 

87.7%

68.4%

68.4%

64.9%

50.9%

49.1%

47.4%

42.1%

36.8%

24.6%

22.8%

66.7%

50.0%

66.7%

50.0%

50.0%

66.7%

33.3%

50.0%

16.7%

50.0%

16.7%

93.3%

56.7%

76.7%

63.3%

50.0%

36.7%

33.3%

33.3%

36.7%

10.0%

20.0%

90.5%

85.7%

90.5%

57.1%

71.4%

52.4%

61.9%

71.4%

52.4%

42.9%

38.1%

28.6%

94.7%

100.0%

96.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急外来（見学・処置介助等）

各種検査の見学等

ドクターカー同乗実習

通常救急出場

救急車医師同乗実習

事後検証への参画

病棟（看護実習・処置介助等）

シミュレーション訓練

各種手術の見学等

症例発表等

救急外来（院内トリアージ）

各種救急講習（受講・指導）

全体(n=57)

5万人未満
(n=6)

5万人以上
30万人未満
(n=30)

30万人以上
(n=21)
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救急 WS 研修でのその他の項目としては、カンファレンスや院内研修への参画、医師

による口頭試問やレポート等の指導などが挙げられた。 

【その他の研修項目】 

・カンファレスへの参画（5万人以上 30 万人未満） 

・薬剤、気管挿管の再認定試験（5万人以上 30 万人未満） 

・医師による口頭試問（30 万人以上） 

・レポート・論文指導（30 万人以上） 

・所轄救急隊との連携訓練（30 万人以上） 

・救急指導医研修ほか、院内研修への参画（30 万人以上） 

・災害対応能力の向上研修（30 万人以上） 

④救急 WS を運用するにあたっての工夫等 

救急 WS を運用するにあたっての工夫や独自の取組としては、通信手段の整備、勤務

シフトの調整、救急隊員を含む救急隊としての研修参加、費用負担削減の工夫などが行

われていた。 

【運用上の工夫等】 

＜通信手段＞ 

・出場時に備えて院内 PHS がある。（5万人未満） 

・救急隊 3名が同じ場所で研修している。消防無線を携帯しており、119 番入電時には

出場している。（5万人未満） 

・消防署所端末装置、指令書プリンター、市イントラネット環境、消防局 OA システム

等が設置されており、消防署所と同様の環境を整えている。（30 万人以上） 

＜研修・勤務のシフト＞ 

・午前のみ、または午後のみの研修も可能とし、医療機関と消防署双方の負担とならな

いよう柔軟な研修スケジュールとしている。（5万人未満） 

・実習病院から離れた救急隊が WS に入る場合に、管轄に空白ができないよう、実習病

院を管轄する救急隊が移動待機する。（5万人以上 30 万人未満） 

・夕方から次の日の朝まで（土、日、祝日は 1日）医師が救急ステーション内に当直す

る。（30 万人以上） 

＜研修の対象と内容＞ 

・病院研修効果をより実践的なものとするため、救急救命士のみならず、救急隊員も含

め救急隊として研修を実施している。（5万人以上 30 万人未満） 

・派遣型ワークステーション（その日の救急車の乗り組みで出向）を実施しており、救

急救命士だけでなく、救急隊員の向上も図っている。（30 万人以上） 

・病院実習教育プログラムで定めた院内各種実習項目の中から、実習生が希望の実習項

目を選択して、個別の希望に合わせたテーラーメード制による実習を行っている。（30
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万人以上） 

＜費用負担＞ 

・重篤な事案等に対して医師同乗制度を実施しているが、医療機関が傷病者に対して医

療費請求をするため、協議の上、消防側から医療機関へは無償（待機場所は無償貸与、

光熱水費のみ負担）となっている。（5万人以上 30 万人未満） 

・WS のドクターカー隊員は単独消防では賄えないため、地区 MC の他の消防本部職員と

の混成隊としている。（5万人以上 30 万人未満） 

 

⑤救急 WS 導入の検討 

WS を実施していない消防本部に、導入の検討状況を尋ねたところ、「検討中」であっ

たのは全体の 10.2%（75 本部）であり、「検討していない」が 71.0%（521 本部）と７割

以上を占めた。規模別でみると、「30 万人以上」では「検討中」が 34.4%と約 3 分の 1

だったが、「5万人未満」では 3.5%にとどまっており、小規模な消防本部ほど WS 導入の

検討がなされていない現状が明となった。 

図表 5-1-22 救急 WS 導入の検討状況 

 
また、救急 WS 導入の課題について最大 3つまで挙げてもらったところ、「派遣する余

裕がない（人員・車両等）」が 57.4%（421 本部）と最も高く、次いで「管内に実施でき

る医療機関がない」が 43.2%（317 本部）となった。（図表 5-1-23） 

これを規模別にみると、「派遣する余裕がない（人員・車両等）」との回答は、30 万

人以上では 39.3%と低くなっていたのに対し、5万人未満では 60.8%に上った。同様に、

「管内に実施できる医療機関がない」との回答は、30 万人以上では 13.1%にとどまって

いたが、5万人未満では 54.9%と、半数を超えた。規模の小さい消防本部ほど、救急 WS

10.8%

34.4%

74.9%

71.3%

52.5%

18.8%

17.9%

13.1%

3.5%

10.2% 71.0%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=734)

5万人未満
(n=255)

5万人以上
30万人未満

(n=418)

30万人以上
(n=61)

検討中 検討していない 無回答
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を導入するにあたっての内外の資源的制約がある割合が高い。 

その他の課題として自由記載があった中では、受入れ医療機関の医療資源不足、環境

が適切でない、行政等が必要性を理解していないといった課題が挙げられた。 

【救急 WS に関する自由意見】 

＜受入れ医療機関における課題＞ 

・病院実習を受け入れている 2次医療機関に救急医が不在である。（5万人未満） 

・平成 15 年から管内医療機関にて WS を開始したが、平成 20 年に救急科医師が不在と

なり、現在休止中である。（5万人未満） 

＜消防組織や環境に関する課題＞ 

・他消防本部の救急 WS に参加している。（5万人未満） 

・病院の一画に事務室と仮眠室を備えた出張所的存在があり、救急車と救急隊を 24 時

間体制で派遣配置し通常出動しているが、WS 的環境ではない。（5万人以上 30 万人未

満） 

＜検討プロセスにおける課題＞ 

・管内医療機関自体に導入に向けた障害はないが、その経営主体が県内の実施例がない

ことを理由に難色を示している。（5万人以上 30 万人未満） 

図表 5-1-23 救急 WS 導入の課題（3つまで） 

 
 
 
 
  

57.4%

43.2%

26.8%

20.4%

9.3%

7.2%

2.6%

1.4%

1.6%

60.8%

54.9%

24.7%

18.4%

9.8%

4.7%

2.4%

0.0%

1.2%

57.9%

40.4%

27.8%

21.1%

9.1%

9.1%

2.9%

2.2%

1.7%

39.3%

13.1%

29.5%

24.6%

8.2%

4.9%

1.6%

1.6%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

派遣する余裕がない（人員・車両等）

管内に実施できる医療機関がない

別途、病院実習等の機会がある

費用負担がかかるため実施できない

医療機関との連携が図れない

導入するノウハウが分からない

導入するメリットがない

保健衛生部局との連携が図れない

無回答

全体(n=734) 5万人未満
(n=255)

5万人以上
30万人未満
(n=418)

30万人以上
(n=61)
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（６）救急隊員への教育訓練 

①所属する救急隊員数 
所属する救急隊員数は平均 80.4 人で、年齢構成としては「29 歳以下」が 25.2%、「30

～39 歳」が 34.7%、「40～49 歳」が 20.1%、「50 歳以上」が 19.9%だった。 

図表 5-1-24 所属する救急救命士数 （記入式、単位：人、％） 

 合 計 29 歳以下 30～39 歳 40～49 歳 50 歳以上

全 体 

(n=791) 

平均値(人) 80.4 20.3 27.9 16.2 16.0

構成比(％) 100.0% 25.2% 34.7% 20.1% 19.9%

5 万人未満 

(n=261) 

平均値(人) 39.9 11.1 13.3 8.0 7.6

構成比(％) 100.0% 27.8% 33.3% 20.0% 19.0%

5 万人以上 

30 万人未満 

(n=448) 

平均値(人) 72.0 18.4 25.2 14.1 14.3

構成比(％) 100.0% 25.6% 35.0% 19.6% 19.9%

30 万人以上 

(n=82) 

平均値(人) 256.6 60.2 90.3 54.1 52.0

構成比(％) 100.0% 23.5% 35.2% 21.1% 20.3%

 

②教育訓練の年間計画 
救急隊員の教育訓練の年間計画を定めているかを尋ねたところ、「定めている」は全

体の 29.0%（229 本部）だった。これを規模別にみると、「30 万人以上」では「定めて

いる」が 41.5%で、規模の小さな本部では比較的割合が低かった。 

図表 5-1-25 救急隊員の教育訓練の年間計画 

 

41.5%

27.9%

26.8%

29.0%

58.5%

71.7%

73.2%

70.8%

0.4%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

定めている 定めていない 無回答
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なお、「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」で行われた同内容の調査結果では、

「定めている」の割合が全体では 50.2%（403 本部）、「30 万人以上」では 73.2%であり、

総じて低くなっている。 

参考図表 平成 22 年度 救急隊員の教育訓練の年間計画 

 
 

③教育訓練の履修内容 
救急隊員の教育訓練の履修内容としては、「基礎行為手技（特定行為以外）の維持・

向上」が 15.7%（124 本部）で最も高く、次いで「特定行為の補助技術に関する維持・

向上」が 14.7%（116 本部）、「特に生命の危機にある傷病者において迅速な重症度・緊

急度評価と病態の把握」が 11.0%（87 本部）だった。 

これを規模別にみると、「30 万人以上」ではいずれの項目についても行われている割

合が他の規模に比べて高かった。また、「5 万人未満」では、「その他接遇・倫理関連」

（0.4%）、「トラブル事例に関する検討」（0.8%）、「救急活動に伴う法律関連」（1.1%）は

行われている割合が特に低かった。（図表 5-1-26） 

73.2%

51.7%

40.4%

50.2%

25.6%

48.3%

59.2%

49.5%

1.2%

0.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=802)

5万人未満
(n=260)

5万人以上
30万人未満

(n=460)

30万人以上
(n=82)

定めている 定めていない 無回答
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図表 5-1-26 救急隊員の教育訓練の履修内容（複数回答） 

 

「その他」としては、多数傷病者や PA 連携等の隊運用に関する訓練のほか、医師に

よる研修や症例検討会、ガイドライン 2010 等の講義・実演など、様々な教育訓練が行

われていた。 

【その他の教育内容の内訳】 

・多数傷病者訓練（5万人以上 30 万人未満） 

・PA 連携訓練や想定訓練（5万人以上 30 万人未満） 

・医師による救急隊員研修会（5万人以上 30 万人未満） 

・事後検証会や症例検討会（5万人以上 30 万人未満） 

・ガイドライン 2010 及び新プロトコルの講義・実技（5万人以上 30 万人未満） 

 

14.7%

15.7%

11.0%

5.7%

8.1%

3.9%

3.7%

3.7%

8.7%

16.9%

17.2%

11.1%

2.7%

7.7%

0.8%

0.4%

1.1%

5.4%

12.8%

13.5%

9.9%

6.1%

7.4%

4.7%

4.0%

3.8%

9.0%

18.3%

23.2%

13.4%

13.4%

9.8%

12.2%

11.0%

18.3%

17.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

特定行為の補助技術

基礎行為手技

重症度・緊急度評価

医療機関選定

安全・清潔管理

トラブル事例に関する検討

その他接遇・倫理関連

救急活動に伴う法律関連

その他

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満
(n=448)

30万人以上
(n=82)
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各履修項目を実施している消防本部に履修時間を尋ねたところ、「特定行為の補助技

術に関する維持・向上」は平均 16.1 時間、「基礎行為手技（特定行為以外）の維持・向

上」は平均 18.9 時間、「特に生命の危機にある傷病者において迅速な重症度・緊急度評

価と病態の把握」は平均 12.1 時間だった。 

図表 5-1-27 病院実習以外の救急隊員の再教育履修時間 （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

特定行為の補助技術 104 16.1 18.1 10.0 

基礎行為手技 112 18.9 23.4 10.0 

重症度・緊急度評価 75 12.1 15.4 8.0 

医療機関選定 40 7.3 8.4 4.5 

安全・清潔管理 56 9.3 11.3 5.5 

トラブル事例に関する検討 27 6.3 6.6 4.0 

その他接遇・倫理関連 24 7.6 8.8 3.5 

救急活動に伴う法律関連 27 5.2 4.8 3.0 

その他 65 13.3 19.4 6.0 

 
なお、「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」で行われた同内容の調査結果では、

「特定行為の補助技術に関する維持・向上」「基礎行為手技（特定行為以外）の維持・

向上」「特に生命の危機にある傷病者において迅速な重症度・緊急度評価と病態の把握」

は今年度調査とほぼ同程度だったが、それ以外の「医療機関選定のための判断・交渉能

力」「安全・清潔管理」等の項目は今年度調査のほうが履修時間は長かった。 

参考図表 平成 22 年度 病院実習以外の救急隊員の再教育履修時間 （記入式、単位：時間） 

 件 数 平均値 標準偏差 中央値 

特定行為の補助技術 499 17.3 71.4 4.0 

基礎行為手技 542 20.1 82.3 5.0 

重症度・緊急度評価 489 12.4 34.5 3.0 

医療機関選定 284 3.7 18.7 0.0 

安全・清潔管理 346 5.4 22.8 0.0 

トラブル事例に関する検討 250 1.9 5.0 0.0 

その他接遇・倫理関連 161 1.3 6.1 0.0 

救急活動に伴う法律関連 135 0.9 3.2 0.0 

その他 160 2.9 9.6 0.0 
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④職場を離れて行う研修 
救急隊員が職場を離れて行う研修として、「症例検討会」を実施しているのが 89.0％

（704 本部）で最も高く、「2～3か月に 1回」が 31.7%（251 本部）、次いで「1か月に 1

回以上」が 26.5%（210 本部）だった。これを規模別にみると、「1か月に 1回以上」だ

った割合は「5 万人未満」では 21.1%だったが、「30 万人以上」では 39.0%と高かった。

（図表 5-1-28） 

この他、「各種学会への参加」は、実施しているのが 69.3％（548 本部）で、「6か月

以上で 1回」が 33.1%（262 本部）と最も高く、次いで「実施していない」が 29.6%（234

本部）だった。 

「隊活動訓練（大規模災害訓練等）」は、実施しているのが 57.6％（456 本部）で、

「6か月以上で 1回」が 44.2%（350 本部）と最も高かったが、「実施していない」も 41.2%

（326 本部）とほぼ同程度だった。 

「その他の研修」は、「実施していない」が 85.3%（675 本部）と多数を占めたが、規

模別には「30 万人以上」が実施しているのは 18.3％で、このうち「1か月に 1回以上」

が 7.3%だった。内容としては、地域メディカルコントロール協議会による研修会や医

療機関での講習会、ACLS・ICLS・JPTEC・PCLS 等の教育コースであった。 

 

図表 5-1-28 症例検討会の実施 

 
 
 

27.5%

39.0%

36.4%

30.1%

25.6%

20.4%

21.7%

18.3%

10.4%

13.4%

9.2%

7.3%

9.9%

10.3%

9.8%

21.1%

26.5% 31.7%

18.8% 9.2%

1.3%

1.1%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

1か月に1回以上 2～3か月に1回 4～6か月に1回

6か月以上で1回 実施していない 無回答

89.0%
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⑤参加時間や参加回数の把握 
各救急隊員の研修への参加時間若しくは参加回数を「把握している」と回答したのは

全体で 63.8%（505 本部）だった。なお、規模別には大きな違いはみられなかった。 

図表 5-1-29 救急隊員の研修への参加時間・参加回数 

 

 

また、救急隊員の年間の参加目標を「設定している」との回答は 10.5%（83 本部）に

とどまり、こちらも規模別には大きな違いはみられなかった。 

図表 5-1-30 救急隊員の年間の参加目標 

 
 

64.0%

64.3%

61.0%

35.2%

35.5%

39.0%

0.4%

0.2%

63.8% 35.8%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

把握している 把握していない 無回答

8.0%

11.4%

13.4%

91.2%

88.2%

85.4%

0.6%

0.4%

1.2%

10.5% 88.9%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

設定している 設定していない 無回答
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⑥救急隊長の人材育成 
救急隊長（救急救命士以外を含む）としての人材育成策の実施状況については、「実

施している」は全体の 14.8%（117 本部）だった。これを規模別にみると、「5万人未満」

では 12.6%だったが、「30 万人以上」では 22.0%であり、規模が大きいほど実施してい

る割合がやや高い。 

図表 5-1-31 救急隊長としての人材育成 

 

救急隊長の教育・訓練についての取組みとしては、救急隊長を対象とする研修を企画

している消防本部があったほか、経験豊富な先任の救急隊長や指導的立場の救急救命士

が研修を行っているといった例が挙げられた。一方で、管轄人口 5万人未満の比較的小

規模の消防本部では、救急救命士の教育に比して救急隊長の教育・訓練は優先度が低く、

本人の自覚による部分も大きいとされていた。 

【救急隊長研修についての取組事例等】 

＜救急隊長研修の開催＞ 

・救急隊長研修（32 時間）を年 1回実施している。（5万人以上 30 万人未満） 

・春秋 2回の救急技術訓練指導において、特に隊長の判断、観察、指示等について教育、

再確認をしている。（5万人以上 30 万人未満） 

・年 5回、5日間の救急隊長特別研修を消防学校にて実施している。（30 万人以上） 

＜先任者や指導的立場の救急救命士による教育＞ 

・先輩救急隊長が新任救急隊長に対して体験談や KYT トレーニングなどを自主的に実施

している。（5万人以上 30 万人未満） 

・ベテラン救急救命士と同乗させ、救急出場ごとに助言及び指導を行っている。（5 万

人以上 30 万人未満） 

12.6%

14.7%

22.0%

87.4%

82.1%

76.8%

14.8% 83.3%

1.2%

3.1%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

実施している 実施していない 無回答
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・指導的立場の救急救命士による救急隊長研修会を行っている。（5万人以上 30 万人未

満） 

・OB 職員等で該当する人材を「技能伝承推進者」の位置づけで部内講師とする研修を

実施している。（30 万人以上） 

＜教育・訓練の実施の難しさ＞ 

・必要であると認識しているが、予算や人員の関係により救急救命士の再教育を優先さ

せている。（5万人未満） 

・救急救命士に混ざって訓練を実施している。（5万人未満） 

・救急救命士でない救急隊長には署内救急学習会に参加するよう促しているが、強制で

はなく頻度が少ないため、参加職員の偏りがあり苦慮している。（5万人未満） 

・本人の自覚に任せている。（5万人未満） 
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（７）通信指令員等への救急に係る教育 

①専任の通信指令員 
専任の通信指令員の配置（係の設置）については、全体でみると 71.2%（563 本部）

が「配置している」と回答した。これを規模別にみると、「5万人未満」では 38.3%、「5

万人以上 30 万人未満」では 85.0%、「30 万人以上」では 100.0%となり、消防本部の規

模によって大きな差があった。 

図表 5-1-32 専任の通信指令員の配置 

 

また、専任の通信指令員を「配置している」と回答した 563 消防本部に対し、通信指

令員に救急救命士を配置（一部配置を含む）しているかを尋ねたところ、全体の 49.0%

（276 本部）が「配置している」と回答した。これを規模別にみると、「5万人未満」と

「5万人以上 30 万人未満」では半数を下回った（43.0%、44.9%）が、「30 万人以上」で

は 75.6%が「配置している」と回答した。 

図表 5-1-33 通信指令員への救急救命士の配置 

 

38.3%

85.0%

100.0%

60.9%

14.5%

0.5%

0.4%

71.2% 28.3%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

配置している 配置していない 無回答

43.0%

44.9%

75.6%

57.0%

55.1%

24.4%

49.0% 51.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=563)

5万人未満
(n=100)

5万人以上
30万人未満

(n=381)

30万人以上
(n=82)

配置している 配置していない
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②口頭指導プロトコル 
口頭指導プロトコルを作成し運用しているかを尋ねたところ、全体の 80.0%（633 本

部）が「作成している」と回答した。これを規模別にみると、「5万人未満」では 74.7%

だったが、「5万人以上 30 万人未満」では 81.9%、「30 万人以上」では 86.6%であり、規

模が大きいほど口頭指導プロトコルを作成している割合が高い。 

図表 5-1-34 口頭指導プロトコルの作成 

 
 

口頭指導プロトコルについて「作成している」と回答した消防本部に対し、どのよう

な項目の口頭指導プロトコルを作成しているか尋ねたところ、「心肺蘇生プロトコル」

が 79.0%（625 本部）、「気道内異物除去プロトコル」が 72.3%（572 本部）、「止血法・指

切断プロトコル」が 68.3%（540 本部）などとなった。 

図表 5-1-35 作成している口頭指導プロトコル（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

74.7%

81.9%

86.6%

25.3%

18.1%

13.4%

80.0% 20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

作成している 作成していない

72.3%

68.3%

67.1%

47.2%

23.5%

66.7%

63.2%

60.9%

41.0%

21.5%

74.6%

69.6%

69.0%

49.6%

24.1%

78.0%

76.8%

76.8%

53.7%

26.8%

79.0%
73.9%

81.0%
84.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

心肺蘇生

気道内異物除去

止血法・指切断

熱傷

AED

けいれん

全体(n=791) 5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満
(n=448)

30万人以上
(n=82)
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それぞれの口頭指導プロトコルを作成していると回答した消防本部に直近の改訂年

を尋ねたところ、いずれの口頭指導プロトコルでも「2010 年以降」の割合が最も高く、

「心肺蘇生プロトコル」は 50.6%（316 本部）（図表 5-1-36）、「気道内異物除去プロト

コル」は 39.5%（226 本部）、「止血法・指切断プロトコル」は 33.3%（180 本部）、「熱傷

プロトコル」は 32.8%（174 本部）、「AED プロトコル」は 58.2%（217 本部）、「けいれん

プロトコル」は 40.9%（76 本部）だった。 

図表 5-1-36 心肺蘇生の口頭指導プロトコル 直近の改訂年 

 
 
その他、消防本部が独自に定めているプロトコルとして、主に下記に類するものが挙

げられた。 

【独自で定めているプロトコルの内訳】 

・小児心肺蘇生  ・エピペン  ・誤飲      ・中毒  
・骨折   ・動物刺咬傷      ・熱中症     ・分娩介助  
・溺水         ・感電   ・回復体位 など 

 

③事後検証への関与 
口頭指導の結果報告等を含め、事後検証に通信指令員等が関与しているかについては、

全体では「関与している」と回答したのは 54.4%（430 本部）と約半数だった。これを

規模別にみると、「5万人未満」では 50.2%、「5万人以上 30 万人未満」では 55.8%、「30

万人以上」では 59.8%であり、規模が大きいほど通信指令員が事後検証に関与している

割合が高くなる傾向がみられた。（図表 5-1-37） 

6.7%

7.4%

13.0%

13.5%

7.2%

23.0%

21.2%

24.0%

23.2%

50.6%

47.4%

63.8%

3.7%

2.6%

4.7%

1.4%

3.0%

2.9%

3.6%

4.3%

6.9%

14.0% 51.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=625)

5万人未満
(n=193)

5万人以上
30万人未満

(n=363)

30万人以上
(n=69)

2000年以前 2001～2003年 2004～2006年

2007～2009年 2010年以降 無回答
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図表 5-1-37 事後検証への通信指令員の関与 

 
 

④救急に係る教育等の実施 
通信指令員等に対して救急に係る教育を実施（教育カリキュラムの策定など）をして

いるかを尋ねたところ、全体では「実施している」との回答は 22.3%（176 本部）だっ

た。これを規模別にみると、「30 万人以上」では「実施している」の割合が 36.6%と比

較的高かった。 

図表 5-1-38 通信指令員等に対する救急に係る教育 

 
 

50.2%

55.8%

59.8%

49.0%

44.0%

40.2%

0.4%

0.2%

54.4% 45.3%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

関与している 関与していない 無回答

23.8%

18.8%

36.6%

75.5%

81.0%

63.4%

0.4%

0.2%

22.3% 77.4%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=791)

5万人未満
(n=261)

5万人以上
30万人未満

(n=448)

30万人以上
(n=82)

実施している 実施していない 無回答
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通信指令員に対する具体的な教育体制や教育内容としては、比較的小規模の消防本部

では兼務であることも多いため、救急隊員教育等の機会に通信指令員が参加している本

部もあった。 
また、地域 MC 協議会が開催する研修会や病院実習、事後検証会等の中で教育機会を

設けている、という意見もあった。通信指令課内での研修としては、課内の救急救命士

資格保有者による指導が行われていた。 

【救急に係る指令員教育に関する教育例】 

＜救急隊員等との共同教育＞ 

・当本部では通信指令員は専任ではなく勤務隊員の交替制であり、救急隊員と併せて教

育を行っている。（5万人未満） 

・口頭指導に対するフローチャートやマニュアル等を作成し、通信員だけでなく全職員

に指導及び想定訓練を実施している。（5万人未満） 

・2か月に１回、署内で救急カンファレンスを実施し、通信指令員も必ず参加させてい

る。（5万人未満） 

・週 3 時間の救急学習会が行われる各署所の職員と一緒に教育を行っている。（5 万人

以上 30 万人未満） 

＜地域 MC 協議会による教育＞ 

・地域 MC で行う年 2 回の救急隊員研修会の中で、指令課員をメインとした口頭指導実

施訓練等を実施している。（5万人以上 30 万人未満） 

・病院実習（ドクターカー運用含む）に参加している。（5万人以上 30 万人未満） 

・救急業務やドクターカーの運用、要請時の聴取内容等について、医師同席の研修会を

年 2回開催している。（30 万人以上） 

・口頭指導実施記録票を事後検証票に添付して検証を受け、検証医の指導結果を通信指

令室員及び受信者（口頭指導実施者）にフィードバックしている。（5万人以上 30 万

人未満） 

・事後検証会には指令員も必ず出席し、受信状況・要領を発表し検証医から指導をいた

だいている。（5万人以上 30 万人未満） 

＜指令課内の救急救命士による教育＞ 

・特に定まったものはないが、救急救命士資格を有する通信指令員の職員が指揮を取り、

定期的に口頭指導訓練等を実施している。（30 万人以上） 

・救急有資格者（救急科以上）以外の職員が通信指令員に配置された場合、通信指令室

に勤務する救急救命士により応急手当指導員講習を実施している。（30 万人以上） 
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（８）救急に携わる職員の教育のあり方（自由意見） 
各消防本部に、救急に携わる職員の教育のあり方について自由記載で意見を求めた。 

まず、指導的立場の救急救命士に関しては、消防本部内での再教育の補完やベテラン

隊員の技能の伝承といった目的で、現場活動を通じた教育機会の充実が必要とされてい

た。ただし、特に救急隊員への教育については体系的なものが存在しないため、指導内

容や指導方法もあわせて指針を作成する必要があるとの指摘もあった。 

また、指導的立場の救急救命士の配置だけでなく、ｅ-ラーニング等の整備や救急事

務の簡素化による教育時間確保など教育環境の整備が必要だとされたほか、教育を受け

る側が受身ではなく能動的に学ぶようモチベーションを高める取組等が望まれている。 

地方や小規模消防本部では兼任隊も多く、救急救命士の教育実施に係る負担が増加し

ているほか、医療資源の不足によりドクターカーや救急 WS の運用も難しい地域がある

ことから、救急隊員の再教育の実施基準や救急 WS 設置、職員確保等において国がリー

ダーシップを発揮することが必要とされている。 

さらに、消防学校や研修所等の教育機関において通信指令教育や年次教育の役割を担

ってもらいたいとの意見や、医療機関や地域 MC と連携を深めながら教育の充実を図り

たいとの意見もあった。 

【救急に携わる職員の教育のあり方（自由意見）】 

＜指導的立場の救急救命士による現場活動を通じた研修＞ 

・救急救命士の再教育時間の履修は、消防本部によっては満足に対応できていないとこ

ろもある。指導的立場の救急救命士による消防本部内研修の比率を高めて現場活動の

充実を図ることも重要である。（5万人以上 30 万人未満） 

・救急業務のあらゆる項目がマニュアル化してしまっては、ちょっとした病態変化を見

逃してしまうことがあり得るので、ベテラン隊員が習得している観察力等の若い隊員

への伝承が重要ではないか。（5万人以上 30 万人未満） 

・救急隊員や通信指令員に救急救命士と同様に病院実習等の再教育の機会を与えれば質

の向上は図れるが、医学的な専門教育等を受けていない救急隊員が順応できるかは疑

問である。まずは指導的立場の救急救命士の要件や位置付けを検討し、OJT をベース

に進めることが先決ではないか。（30 万人以上） 

＜救急隊員への体系的な指導内容や指導方法＞ 

・教育する側（指導者）について、主に自分の経験から後輩に指導するのでは重要な部

分が抜けたり、指導内容にばらつきが出たりするため、系統立てた指導ができないこ

とがある。誰が指導者でも指導できるよう、大まかな指導内容や指導方法などを体系

的にまとめた指針が必要なのではないか。（5万人未満） 

・教育の重要性は分かるが、どのように指導すればよいかが体系化されていないのが問

題である。その意味では、救命士の再教育以上に救急隊員の再教育のほうが必要なの

かもしれない。（30 万人以上） 
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・救急に携わる職員への優れた教育カリキュラムが作成されたとしても、それを伝える

ノウハウを持ち合わせていないことが隠れた問題であり、伝え方に関しての教育が急

務である。（30 万人以上） 

＜教育環境の整備＞ 

・指導的立場の救急救命士は他の業務に追われ教育指導が十分に行えていない。全国的

なｅ-ラーニング等を整備し、教育訓練を補填してもらいたい。（5万人未満） 

・救急に関する事務の増加により救急に携わる職員の技術・知識の維持は勤務時間内で

は難しく、勤務時間外に講習や研修を受けているが、その負担は増加する一方である。

救急事務の簡素化や統計システムの整備によって事務負担を軽減することで、その余

剰時間に救急隊員の教育ができるような環境作りが必要ではないか。（5万人未満） 

＜教育に関するモチベーションの向上＞ 

・取得単位の目標が決められているが、教育項目に参加するための手当がされていない

ことから自己負担が多く、個人の意識に頼っている。（5万人未満） 

・個人のモチベーションに依存しているのが現状であり、組織としてのシステム構築が

望まれる。（5万人未満） 

・年間計画を作成して教育訓練を実施するにあたっては、隊員に興味を持たせ、理解さ

せ、更なる探究心を引き出せるよう教育していくことが重要である。（5 万人以上 30

万人未満） 

・モチベーションの高い職員は自費で各種の医学会やセミナー等に参加して知識や技術

の維持に努めているが、そうでない職員も散見される。今後は、やらされる教育から、

自ら積極的に取り組むような意識改革が肝要である。（5万人以上 30 万人未満） 

＜地方や小規模消防本部における課題＞ 

・大半の業務が兼任となる小規模本部では、他の消防業務とバランスを保ちつつ個人の

救急に関する知識・技術の向上が求められるため、近年の教育体制やカリキュラムの

専門化・高度化による救急救命士への負担が増加傾向にある。（5万人未満） 

・救急隊員が通常業務の中で効率的に研修する一つの方法としてドクターカーや WS が

考えられるが、地方の医療機関では救急専門医が不在で休止状態であり、医師の確保

が最大の問題となっている。（5万人未満） 

＜国への期待＞ 

・救急救命士の再教育体制は県 MC 協議会により定められているが、一般救急隊員等は

定め等がなく、当直での訓練が主で、その他の研修等は本人のやる気に任せているの

が現状である。救急隊員の教育の実施基準等を定めてもらえれば、それに基づいて実

施することができる。（5万人未満） 

・救急 WS の設置に関して県病院局や市町村担当部局との調整が難しく、一市町村単位

の消防で行うには限界がある。国がリーダーシップを発揮し、小規模消防本部でも救

急 WS の効果が得られるように対応してほしい。（5万人以上 30 万人未満） 
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・消防職員に対する住民の期待は高まるばかりで、追い着くのが精一杯である。今後も

救急の高度化は進んでいくものと思われるが、その時間を確保するのが厳しい。職員

の確保ができるよう明確な指針が必要である。（5万人以上 30 万人未満） 

＜教育機関への期待＞ 

・消防学校等で通信指令に対する課程を行い、口頭指導やコールトリアージの教育をお

願いしたい。（5万人以上 30 万人未満） 

・救急救命士の勤続年数等に応じた再教育課程等の設置を県消防学校や研修所等で計画

していただきたい。（5万人以上 30 万人未満） 

＜医療機関や地域 MC 協議会への期待＞ 

・救急救命士の再教育に関する今後の課題として、地域医療機関と連携を強め、より研

修に参加しやすい環境を作ることで、組織及び医療機関との理解を更に深めていく必

要がある。（5万人以上 30 万人未満） 

・各消防本部単位で救急隊員の教育を実施するだけでなく、各地域 MC 体制単位で地域

の実情にあった教育体制を確立する必要性がある。（30 万人以上） 

 

 
４．まとめ 

  本調査によって「平成 22 年度救急業務高度化推進検討会」で明らかにされた教育

に関する課題や問題点について、それをさらに裏付けるデータや意見等を収集するこ

とができた。 

  例えば、指導的立場の救急救命士については、その必要性や重要性の高まりから、

既に 116 消防本部において何らかの形で運用されていることが明らかとなった。 

また、救急隊員の生涯教育については、平成 22 年度の調査に続いて年間計画の策

定等が進んでいない状況が明らかとなり、年間計画策定に必要となる具体的な教育項

目やカリキュラムについて、何らかの指針が必要なことが改めて認識できた。 
さらに、通信指令員については、半数を超える消防本部において事後検証への関与

が進んでいることが明らかとなった反面、救急に係る教育については 8割ほどの消防

本部で実施されておらず、救急への対応を図るために救急救命士等を通信指令部門に

配置している現状などが明らかとなった。 

これらを踏まえ作業部会では、それぞれ必要となる教育に関する具体的なアウトプ

ット（成果物）を示すべく、詳細な検討を進めてきたところである。  
第 2節から第 5節においてその検討内容を概説する。 
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第２節 救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方 

１．現状と課題 
（１）再教育の現状 

  ア．消防機関に勤務する救急救命士の現状 

現在、救急救命士法の施行から 21 年が経過し、救急救命士の養成数は着実に

増加してきている。平成 24 年 4月現在、全国の消防機関において約 23,000 人の

救急救命士が救急業務に従事している。 

    救急隊への救急救命士の乗務率を見てみると、全国の約 94％の救急隊が救急

救命士を搭乗させて救急業務を行っており、これまで消防庁が推進してきた「救

急隊に必ず 1名以上の救急救命士を乗務させて救急業務を実施する」といった施

策は概ね目標を達成しつつあるといえる。 

一方でこの 21 年の間、救急救命士の養成と合わせ、救急救命士の行う処置の

範囲について以下のように拡大されてきた。 

・平成 15 年：医師の包括的指示による除細動 

・平成 16 年：気管挿管処置 

・平成 18 年：薬剤投与処置（アドレナリン投与） 

・平成 21 年：自己注射が可能なアドレナリン製剤の投与 

・平成 23 年：ビデオ喉頭鏡を使用した気管挿管 

これらの処置拡大については地域 MC 協議会の適切な管理の下、実施すること

が認められているところである。 

  イ．救急救命士の再教育の現状等 

  このような中、平成 3年の救急救命士制度創設以来、その質を担保し維持向上

を図っていくため、救急救命士の再教育のあり方について、様々な検討が進めら

れてきた。 

救急救命士の再教育については、平成 12 年度の「救急業務高度化推進委員会」

において、救急救命士等を指導する消防機関の指導者の必要性、役割等について

示されると共に、同年の「救急業務の高度化の推進について」において、救急救

命士の再教育に係る病院実習時間を 2年で 128 時間以上とするなど、救急救命士

再教育についての具体的な研修期間などが通知により示された。 

    また、その後の MC 体制の構築と共に救急救命士の再教育についても地域の MC

協議会が担うところが大となり、平成 19 年度「救急高度化推進委員会」におい

て、MC 体制下における日常教育を含む救急救命士の再教育のあり方について検

討が進められた。 

    この検討を受け、平成 20 年には「救急救命士の資格を有する救急隊員の再教

育について」として、救急救命士の再教育については 2年で 128 時間、このうち
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病院実習については最低 48 時間程度を充てるとした通知が発出され、病院実習

以外の約 80 時間については症例検討会やシナリオトレーニングなど、日常的な

教育により実施するものとし、また、合わせて救急救命士の再教育に係る病院実

習の手引きを策定するなど、効果的、効率的な病院実習のための具体的な方策等

が示された。 

さらには再教育の対象とすべき項目として、循環虚脱や呼吸不全の 2 病態と、

急性冠症候群 、脳卒中、重症喘息などの 10 疾患については少なくとも再教育の

対象とすべきとした。 

    現在、救急救命士の再教育については上記に基づき、地域 MC 協議会の関与の

下、各消防本部において取り組まれているところである。 

 

（２）救急救命士教育を取り巻く課題等 

  ア．課  題 

平成 22 年度救急業務高度化推進検討会 MC 作業部会では、地域の教育の現状を

把握するため、全国の救急隊員及び消防本部に対してアンケートを実施し、日頃

実施している病院実習の実施状況や、病院実習以外の再教育の実施状況などと共

に、各本部が抱える教育上の問題点や課題等について調査を行った。 
    調査結果では、救急救命士の再教育について、病院実習では 2年間で全国平均

78.2 時間の病院実習が行われている実態が明らかとなった反面、日常教育にお

ける課題として、救急救命士を教育する救命士の必要性や、指導的立場の救急救

命士といった新たな資格の創設の必要性等について意見が出された。 
    このような背景には、運用する救急救命士が増加することで、再教育を行うべ

き救急救命士も増加するといった現状があり、救急救命士の業務の管理をする消

防本部においては、再教育に要する「財政的負担」と合わせて、再教育に出向す

る救急救命士の勤務補充としての「警防人員（勤務員）の確保」といった現実的

な問題を抱えていることなどが挙げられる。 

    また、再教育を受入れることとなる医療機関にとっても、教育を要する救急救

命士の人員が増加することで、医師・看護師を含めた指導者の確保など、一定の

負担が生じるなどの課題がある。 

    平成 22 年度作業部会報告書では、今後の検討課題として、救急隊員に対して

指導的立場を担う救急救命士の資格要件や養成方法を検討すべきであるとして

いる。 
    また、救急救命士の再教育の一環である救急 WS 方式※による病院実習について

も、報告書において先進事例（北九州市救急 WS）を紹介すると共に、その有効

性を明らかにした上で、今後、WS 方式の活用等について引き続き検討が必要で

あるとしている。                         
  ※救急ワークステーション方式とは、研修先医療機関に救急自動車を配置し、救急救命士を含む救

急隊員が病院実習を受けると共に、医師による救急自動車同乗研修を受ける体制をいう。 
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  イ．今年度検討事項 

    今年度は、平成 22 年度からの引き続きの検討課題及び平成 24 年度の実態調査

等を踏まえ、救急救命士の教育のあり方について検討を進めていくこととした。 

    特に、指導的立場の救急救命士のあり方、及び救急 WS のあり方について、全

国で質の担保された救急業務が実施できるよう、必要な教育体制等について検討

を行った。 
 
２．指導的立場の救急救命士について 

（１）指導的立場の救急救命士の必要性 

   前述のとおり、制度の経過と共に拡大されてきた救急救命士の処置拡大に対して

は、その質を担保するため、「生涯教育」として再教育制度のあり方が示されてき

た。 

   救急救命士の再教育については、医学的な知識の再習得が重要となるが、プレホ

スピタルケアを担う職種として、救急現場という病院内と異なった環境で行う現場

活動について、経験豊富な救急救命士が他の救急救命士へ教育することも重要な要

素であり、このような教育の連鎖が広がることで救急業務全体の質が向上し、国民

からの信頼が得られるものと考える。 

   過去の検討会においても、救急隊員の教育の指導者について、全国で一定の質が

担保された教育が実施できるように検討していく、とその必要性が示されると共に、

指導者としての要件についても意見が出されているところである。 

救急救命士制度創設から 21 年が経過し、豊富な経験を有するベテランの救急救

命士が育ったことにより、「救急救命士が救命士を指導する」といった人材の醸成

についても図られてきたと考えられ、実際に、116 消防本部では既に指導的立場の

救急救命士の運用が行われているところであり（第 1 節:図表 5-1-12）、課題で明

らかにしたような消防本部や医療機関の負担軽減のため、その必要性が高まってい

る。 

 

（２）指導的立場の救急救命士に求められる役割 

指導的立場の救急救命士については、これまで実施されてきた再教育の「救急救

命士が医師から指導を受けている医学的知識」や「救急救命士としての現場活動の

内容」等について「MC（医師）と連携して救急業務を指導する者」としての役割が

求められる。 
また、自らの知識・技術・経験等を踏まえ、救急救命士を含む救急隊員全体の指

導教育に関して中心的な役割を担う人物としての活躍が期待される。 

さらに、救急 WS など病院実習においても、指導医師の管理のもとに医学的な事

項についても直接的に指導、教育を実施する。 
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このように、指導的立場の救急救命士は、救急業務の進歩発展のため、自身の救

急救命士・隊長としての活動を通じて培った医学的知識・現場経験を踏まえて、MC

を担う医師との連携の下に、救急救命士、救急隊員などの行う救急活動全般を教育

指導することを主な役割とする。 
 

（３）求められる指導的立場の救急救命士像 

指導的立場の救急救命士に求められる救命士像としては、医学的な知識はもとよ

り、法令に基づき公務員として業務を実施するといった観点から、以下のような幅

広い人間性が求められる。 

・救急救命士としての豊富な医学的知識と処置経験 

・救急隊長としての豊富な現場経験とそれを通じて培った指揮能力 

・地域の MC を担う医師や関係機関との連携能力 

・指導者、教育者としての資質 

・消防職員（公務員）として信頼される人間的な魅力 

・地域社会などとのコミュニケーション能力 

 

（４）指導的立場の救急救命士の要件等 

   指導的立場の救急救命士について、その役割や求められる救命士像などを勘案し、

指導的立場の救急救命士になるための要件等について検討した。 

なお、平成 13 年の救急業務高度化推進検討会報告書においては、救急業務に精

通した消防機関の指導者として、以下のような要件が望まれるとしている。 

【参考】平成 13 年検討「救急業務に精通した指導者の要件」 

①  医学的知見・技術に関する資質 

・救急救命士資格取得後 5年を経過していること 

・救急救命士として実務経験 3 年若しくは、救急活動を 1,000 時間行った実績

を有すること 

・長期の病院実習を受けていること等 

② 隊活動を熟知した指導者、教育者としての資質 

・救急隊長として実務経験 3年若しくは、救急活動を 1,000 時間行った実績を

有すること等 

・消防署内の現任教育や講習会等での教育指導の豊富な経験を有すること 

 

これらを踏まえて指導的立場の救急救命士に必要な要件について、作業部会にお

いて具体的な検討を進め、その要件（案）を次のとおりとした。 
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なお、救急救命士としての実務経験については、下記（参考）に示すとおり、救急

救命士学校養成所における専任教員として要件を満たすための実務経験（5 年）を参

考とした。 

（参 考） 

救急救命士学校養成所指定規則（平成 19 年 12 月 25 日文部科学省・厚生労働省令第

2号）（学校及び養成所の指定基準）  

第四条  

五  専任教員のうち少なくとも一人は、救急救命処置に関し相当の経験を有する医

師又は免許を受けた後五年以上業務に従事した救急救命士であること。 

 

  今後、このような（案）を基に、指導的立場の救急救命士の具体的な養成方策と共

に要件について引き続き検討を行うこととしている。 

 

（５）指導的立場の救急救命士の養成等 

  ア．指導的立場の救急救命士の認定及び活動範囲 

指導的立場の救急救命士を認定する機関としては、「消防本部」、「地域 MC」、「都

道府県」、「国の機関」などが想定されるが、各本部によって活動基準やプロトコ

ルが異なること、消防職員としての階級制度等の問題から、各消防本部単位で地

域 MC から承認を受けて認定する（この場合、要件にある「消防長の推薦」を「認

定」と読み替える）、若しくは地域 MC 単位で認定する、といったことが理にかな

うと考える。 

【指導的立場の救急救命士の要件（案）】 

・救急救命士として、通算 5年以上の実務経験を有すること 

・救急隊長として、通算 5年以上の実務経験を有すること 

・特定行為について、一定の施行経験を有すること 

・医療機関において、一定の期間の病院実習を受けていること 

・必要な養成教育を受けていること、または地域 MC でこれらの講習と同等以上の

教育を受けていると特に認められていること 

・消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表などの豊富な経験を

有すること 

・所属する消防長の推薦があること 
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したがって、その活動範囲についても消防本部内、若しくは地域 MC 管轄内と

することが妥当であると考える。 

指導的立場の救急救命士として認定する手続きとしては、前記要件に合致した

者の中から、面接や試験など、必要な手続きを経て認定することが望まれる。 

将来的には、全国的な組織が指導的立場の救急救命士を養成し、その上で、そ

の者が消防組織の中で、資質を生かせる立場で業務に携わることが、救急業務の

進歩発展に資すると考えられる。 

また、国など全国的な組織により養成が図られた場合には、地域 MC などから

のスムーズな承認を得るために、指導的立場の救急救命士として一定の質が担保

された者であることを明らかとするような、国等による認定制度の創設等につい

ても検討が必要であると考える。 

  イ．指導的立場の救急救命士への教育 

現在すでに指導的立場の救急救命士の運用を始めている消防本部もあること

から、その取組を十分尊重すると共に、今後、運用を開始しようとする消防本部

等に対しては、養成カリキュラムの提示など養成を後押しする方策等を提示すべ

きであると考える。 

    養成カリキュラムについては、医学的な知識はもちろん、指導方法（指導技法）

など必要となる教育を実施していく必要がある。 

また、このような指導技法、教授法などを含め、一定の質が担保された教育を

行うため、教育施設で一定期間研修を行う体制が求められる。共通の研修カリキ

ュラムを使用することにより、全国の救急業務の質の向上も期待できる。 

なお、各消防本部において養成教育を一斉に実施することが出来れば問題は生

じないが、小規模の消防本部でこのような教育を単独で行うことは難しい場合も

ある。 

    したがって、国や全国的な研修機関などにおける指導的立場の救急救命士の

「集合養成研修課程」といったものの創設についても検討が必要である。 

    ここでは、養成のカリキュラム作成の参考となる下記の教育カリキュラム等に

ついて例示し、今後、引き続き養成に必要なカリキュラム等を検討していく。 

 

【参考とする各種養成プログラム】 

・救急医療財団救急救命士養成所専任講習会プログラム（従前） 

・救急医療財団救急救命士養成所専任講習会プログラム（現行） 

・消防大学校救急科カリキュラム 
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講習科目 時間数 講習科目 時間数

１.教育概論 

  教育原理と方法 

  教育倫理 

  教育心理 

  研究方法、発表、統計 

  行動科学 

  人間関係学 

  総合討議 

  教育評価 

  教育法実習 

 

 

２.教育医学と医学概論 

(1)医学と医療 

医学概論 

  医療制度 

  保険と医療経済 

  病院機能と役割 

  感染とその予防 

  福祉と医療 

  医学英語 

 

 

 

 

 

(16) 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

2 

2 

2 

 

 

(24) 

(9) 

3 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

(2)救急医療 

  救急医療システムと 

       救急医療の傾向 

  患者観察と重傷度判定 

  救急救命処置教育法 

  特殊病態下の患者搬送 

と処置 

  救急医薬品 

  臨床検査 

  救急患者の集中治療 

  心肺停止と蘇生に関する 

諸問題 

  災害医療 

 

 

３.実 習 

  BST の出席 

  抄読会、学会発表への参加 

  救急救命士実習生の指導 

  事例報告 

  医学生講義への出席 

  救急活動の評価 

  検査の実施 

 

 

  総計 

(15) 

 

2 

2 

2 

 

1 

2 

2 

1 

 

1 

2 

 

 

(20) 

3 

3 

3 

2 

3 

3 

3 

 

 

(60) 

（備考）1 時限は 90 分とする 

 
 
 
 

参  考
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救急救命士養成所専任教員講習会講習科目（従前） 

 

参  考
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救急救命士養成所専任教員講習会講習科目（現行） 

 
講習科目 時間数 

   

救急救命士養成施設・養成所の現状と教育 

  ワークショップ「気道確保と Difficult airway の対応」 

  救急救命士の活動に必要な関係法規 

  特定行為の拡大について 

  救命士の研究と統計の処理 

  メディカルコントロールのあり方 

  教育のためのカリキュラムプランニング 

  成人教育法とは 

  通信指令に対する教育 

  薬剤投与と静脈路確保困難への対応 

  指導技法総論 

  救急救命士処置の教育法 

  教育現場でのプレゼンテーション技法 

  高度シミュレーターを使用した特定行為プロトコルの実際 

 

 

 

 

 

90 分 

210 分 

60 分 

40 分 

60 分 

240 分 

3 日 

60 分 

60 分 

210 分 

80 分 

60 分 

180 分 

2 日 

 
 
 
 
 
 
  

参  考
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消防大学校救急科 授業科目 

集合教育         21 日間        143 

科目種別 科  目 主 眼 点 時間 科目種別 科  目 主 眼 点 時間

一般教養  

校長講話 

発声指導 

 

消防大学校長 

校歌指導 

（３）

１ 

２ 

演習  

課題研究 

講義資料作成要領

 

課題研究 

講義資料の作成 

（１２）

９ 

３ 

消防法制 

 

 

 

救急行政Ⅰ 

救急行政Ⅱ 

救急行政訴訟 

 

現状と問題点 

課題と対応 

救急業務と法律問題 

（６）

１ 

１ 

４ 

日課  

日課 

日課 

日課 

 

日課 

ｱﾝｹｰﾄ入力 

資器材整備 

（６） 

３ 

１ 

２ 

消防管理  

消防実務管理 

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ論 

惨事ｽﾄﾚｽ対策 

体育理論 

危機管理広報 

接遇要領 

教育技法 

消防情報管理・ 

人事管理 

 

消防実務の問題点とその対応策 

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟと部下の指導 

惨事におけるｽﾄﾚｽ対策 

体力維持向上法 

危機発生時のﾏｽｺﾐ対応 

現場における接遇要領 

教育心理学 

高度情報化社会における

情報管理及び人事管理 

（２４）

２ 

３ 

３ 

４ 

２ 

２ 

６ 

２ 

研修等  

施設研修 

施設研修 

 

東京地方裁判所 

横浜市消防局 

（８） 

４ 

４ 

効果測定  

効果測定 
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救急救命処置録 

救急実技訓練の企画
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(６)今後の検討事項等 

   今後は、指導的立場の救急救命士の要件の確定や、養成カリキュラムの策定、教

育の質を担保しながら育成する方策などを検討すると共に、国や全国的な研修機関

等での集合研修課程の創設など、消防本部の規模に関わらず体制構築できるよう、

全国展開に向けた議論が進められることが望ましい。 

   一方、消防庁においても、プレホスピタルケアの現場活動を教育するスペシャリ

ストとして、指導的立場の救急救命士の意見等が全国に反映できるよう、積極的に

その活動や考え方などを取り入れていく「活躍の場の創設」などが望まれる。 

   また、日常的な救急救命士の再教育のあり方についても、指導的立場の救急救命士

による指導の範囲や指導内容などとあわせて、今後検討が必要である。 
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（７）【参 考】先進事例の取り組み ～指導的立場の救急救命士の取り組み事例 

 

千葉市消防局 

千葉市では、「千葉市消防救急業務規程」で「指導救命士」を位置付け、運用要綱を

設けて教育体制を構築している。（平成 22 年 4 月～） 

【指導的立場の救急救命士の要件等】 

   ○消防司令補以上の階級で救急救命士歴 10 年以上、挿管・薬剤投与の現場経験者 

   ○上記要件の中から所属長（署長）が推薦する 

   ○指名にあたっては試験（実技・面接等）があり、指導力等の適正を見る。最終的

には選考結果に基づき消防局長が指名する 

 【指導的立場の救急救命士の位置付け等】 

○任期は 2 年、定数は消防局全体で４名（再任は 1回まで～最長 4 年） 

   ○「指導救命士」の証（右図） 

【指導的立場の救急救命士の役割等】 

○救急科（初任科対象）における講師 

   ○救急救命士再教育における講師  

   ○その他消防学校、所属研修の講師 など 

 

 

 福岡市消防局 

福岡市では、「指導救急救命士運用要綱」を新たに設けて指導体制を構築している 

（平成 24 年 4 月～） 

【指導的立場の救急救命士の要件等】 

   ○消防司令補の階級、救急救命士資格取得後 3 年以上の現場経験、挿管・薬剤の両

方又はいずれかの認定救急救命士 

   ○上記要件を満たす者の中から局長が指名する 

【指導的立場の救急救命士の位置付け等】 

   ○任期は原則 1年、再指名は可能 

   ○各署各部に 1名（７署２交代合計 14 名） 

   ○各署の救急係長を補佐し教育指導を実施する者 

   ○「Ｅ.Ｍ.Ｔ ＳＵＰＥＲＶＩＳＯＲ」の証（右図） 

【指導的立場の救急救命士の役割等】 

   ○各署の小隊訓練の指導 

   ○署内事後検証の統括及び検証会議へ参加 

   ○救急 WS 研修の研修目標の検討 

   ○新たに救急隊へ配属された職員への教育 など 

指導救命士の証 

指導救命士の証 
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３．救急 WS について 

（１）救急 WS の現状 

救急 WS の方式には、一般的に医療機関内もしくは敷地の一角に救急隊の拠点と

なる施設を設置して運用を行う「施設設置型」と、救急救命士を含めた救急隊員と

救急自動車とを医療機関に派遣し、病院において研修を行う「病院派遣型」の二つ

がある。 

今回検討会で行った最新のアンケート結果では、全国の 791 消防本部のうち救急

WS を実施している本部は 57 本部に上り（第 1節図表 5-1-16）、平成 22 年度に消防

庁で把握していた 24 本部から倍以上増加している。このうち、救急 WS の方式とし

ては「病院派遣型」が 77.2％を占め、「施設設置型」に比べ普及している現状が明

らかとなった（第 1節図表 5-1-18）。また小規模消防本部ほど「施設派遣型」によ

る救急 WS を導入していた。 

アンケート結果では、救急WSの導入を検討している消防本部も75本部に上り（第

1節図表 5-1-22）、今後の導入に向けた課題等を整理していく必要がある。 

 

（２）救急 WS の必要性 

   救急 WS の必要性について、平成 12 年度救急業務高度化推進委員会報告書では、

「地域の救急業務の水準を高めるための教育方法として非常に有用」としており、

また、「救急 WS を採用している消防本部だけでなく、他消防本部との人事交流、相

互研修の場として活用することも可能である。」として、地域の MC 体制の構築に有

効な方策の一つと位置付けられている。 

   また、平成 22 年度救急業務高度化推進委員会報告書においても、救急 WS は病院

実習に加えて出動先や搬送中でも医師から直接指導が受けられるため、救急隊員に

とっては教育機会の増加に繋がると共に、傷病者数が少ない過疎地域においても救

急隊員の教育を実施していく上で有効な方策であるとしている。 

   また、医師が現場に出動することで、医師の救急活動に対する理解が深まると共

に、救急隊員に教育すべき事柄も把握できることからも有効な方策であると位置付

けている。 

   このようなことから、救急 WS は救急救命士を含む救急隊員教育に有用な手段で

あり、先進事例の紹介などと共に救急 WS 方式等について検討を行った。 
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（３）救急 WS の方式と方式ごとの利点及び課題 

【施設設置型】 

   病院内（敷地内）に、消防機関の機能または機能の一部を持たせた施設を設置し、

そこへ指導的立場の救急救命士などのコーディネーターを配置し、病院実習を行う

救急救命士の拠点となる施設で実施する方式である。あわせて救急現場ではドクタ

ーカーなどに同乗し研修を実施する。 

≪利 点≫ 

○救急 WS に指導者が常駐することで、コーディネーター役として医療機関と調

整することにより、きめ細やかな病院実習が期待できる。 

○救急隊ベースにとらわれず、他署所からの実習生を受け入れることができる。 

○医師の救急車同乗実習を行うことで、現場において直接的な技術指導を受ける

ことができる。 

≪課 題≫ 

   ○建設費など初期投資および施設維持のためのランニングコストなどが必要で

ある。 

   ○常時施設に常駐する職員の確保が必要となるため、小中規模消防本部にとって

は人員の確保など負担が大きい。 

   ○医療機関全体の協力が不可欠である。 

   ○実習生を研修出向させるため、警防人員の確保が必要である。 

【病院派遣型】 

   消防署所から救急車を含む救急隊を病院に派遣し、特に病院内に救急隊員用の施

設がなくても実施が可能となる救急 WS の方式であり、病院内で研修を行うと共に

消防救急車に医師等が同乗する。多くの場合、出動が可能な状態で待機するため、

出動があれば病院から出動することになる。 

≪利 点≫ 

○初期投資などの大きなコストが発生しない。 

○救急隊がそのまま実習に出向するため、救急救命士以外に同乗する救急隊員も

実習することができ、隊全体のレベルアップに繋がる。 

○医師の救急車同乗実習を行うことで、現場において直接的な技術指導を受ける

ことができる。 

≪課 題≫ 

○多くの場合、コーディネーター役の消防職員がいないため、医療機関との調整

や具体的なカリュキラムの作成ができず、実習効果は隊のモチベーションによ

ってばらつきが出てしまう。 

○実習については、協力に積極的な医師の熱意によって支えられている。（病院

全体でのコンセンサスが必要である。） 
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○多くの場合、出動態勢を維持したままの実習であるため、救急外来など限定し

た場所での実習となってしまう。 

○救急隊が、定点である消防署から長時間不在となることで、他の救急隊を配置

転換するなどの必要性が生じる。 

 

   このように各方式にはそれぞれに利点、課題があり、一概にどちらの方式を採用

したほうが良いとは言えないが、「施設設置型」の方が指導体制としては優れてい

る反面、設置については財政的な課題があり、設置にあたっては管内の協力医療機

関の改築や移転等に合わせて、あらかじめ検討されておくことが望ましい。 

   また、「病院派遣型」については、比較的小規模の消防本部でも実施しやすいこ

とから今後も普及が予測されるが、実施にあたっては、より実のある研修に結びつ

けていくために、消防職員のコーディネーター等の配置が望まれる。 

   いずれにおいても、医療機関、医師等の協力は不可欠である。各市町村の保健衛

生部局等に対しても救急 WS の必要性などを伝え、協力を要請することも必要であ

る。 

図表 5-2-1：各救急 WS 方式の利点と課題 

方式 利 点 課題点 

 ●指導者が常駐することで、コーディネ

ーター役として医療機関と調整するこ

とにより、きめ細かな病院実習が期

待できる 

●救急隊ベースにとらわれず、他署所

または消防本部の枠を越えて実習生

を受けることができる 

●医師の救急車同乗実習を行うこと

で、現場において直接的な技術指導

を受けることができる 

●間接費など初期費用及び施設維持

のためのランニングコストなどが必要

である 

●常時施設に常駐する職員の確保が

必要となるため、小中規模消防本部

にとっては負担が大きい 

●実習生を研修出向させるため、警防

人員の確保が必要である 

●医療機関全体の協力が不可欠 

 ●初期投資などの大きなコストが発生

しない 

 

●医師の救急車同乗実習を行うこと

で、現場において直接的な技術指導

をうけることができる 

 

●救急隊がそのまま実習に出向するた

め、同乗する救急隊員も実習するこ

とができ、隊全体のレベルアップにつ

ながる 

●出動態勢を維持したままの実習であ

るため、救急外来など限定した場所

での実習となってしまう 

●コーディネーター役の隊員がいない

ため、医療機関との調整や具体的な

カリキュラムの作成ができず、実習効

果は隊のモチベーションによってばら

つきが出てしまう恐れがある 

●救急隊が、消防署から長時間不在と

なることで、他の救急隊を配置転換

するなどの必要性が生じる 

●医療機関全体の協力が不可欠 

施

設

設

置

型

病

院

派

遣

型
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（４）【参 考】先進事例の取り組み～救急ワークステーションの取り組み事例 

 

札幌市消防局※施設設置型の例 

   平成 7 年 10 月から市立札幌病院の新築移転にあわせて「施設設置型」として新設 

 【設置先】 

市立札幌病院（病院敷地内に救急 WS を開設） 

 【運営方法】 

  ・局の救急課救急指導係員が WS に常駐し運営（24 時間 365 日） 

  ・独自の要請基準に基づき WS から医師搬送を行う 

・救急 WS 施設を活用したシミュレーション研修等の実施 

【施設設置型救急 WS を開始したメリット】 

救急 WS に職員が常駐する体制を生かし、病院実習での救急指導係員によるコーディネート

（院内指導の統一化や安全性の確保）及び救急現場における直接指導を実施する。 

   救急救命士生涯研修として、就業前研修、1年次研修、2年次研修、2年次以降研修、救急隊

長研修などあらゆる場面で救急WS研修を受ける（各 3～4当務。このうち 1当務を救急出場に

充てる）。このような院内及び現場でのきめ細かい指導により、高い研修レベルを維持している。

また、医師側から見た場合、救急 WS を通じて消防（救急）との意思疎通や、現場活動等への理

解が深まったことに大きな意義があるとのこと。 

   さらに、研修計画の策定や事後検証、研修会の開催など、救急救命士の生涯教育を局の一

部門としてトータルで担うことができる。また、指導係員は長期研修生として位置付けており、自

身が教えながら学ぶという、救急 WS が相互の学びの場として機能している。 

 【課題等】 

  ・救急 WS 設置にあたり、かなりの費用負担が必要となり、また一定のランニングコストも必要 

  ・設置にあたっては市財政当局等との交渉が重要であり、職員の研修のみでは設置の理由とし

ては理解が得られにくいため、保健福祉部門と共同で交渉にあたるなど、病院としてのメリット、

市民のメリット、消防のメリット等を明らかにしていく必要がある 

  ・救急救命士のみが対象となるため、救急救命士以外の救急隊員教育への活用が図られていな

い 
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 横須賀市消防局※病院派遣型の例 

   平成 24 年 4 月から市内 3 病院にて“病院派遣型”の救急 WS の運用を開始 

 【派遣先】 

○横須賀共済病院  

○横須賀市立市民病院  

○横須賀市立うわまち病院（救命士のみ） 

 【運営方法】 

  ・平日昼間（8:30～17:15）に11隊のうち日替わりで１隊が病院に詰める（この間は病院直近に常駐

している救急隊を派遣元の署所に配置転換し対応する） 

  ・詰めるのは曜日で指定された１病院（月・火・木～横須賀共済、水・金～市民病院） 

 【病院派遣型救急 WS を開始したメリット】 

横須賀市ではこれまでも救急救命士の医療機関実習を実施していたが、今回“派遣型”とし

て、特段大きな経費が発生せずに病院実習ができる体制が構築できた。  

   医療機関にとってのメリットとしては、①救急救命士の再教育をより救急現場に近いところで

行いたい（可能であれば救命もしたい）というニーズに応えられること、②医師が院外に出ていく

ことで不要な搬送を避けられること（傷病者を説得したり蘇生適応でない事案の死亡確認を行

ったりする）などが挙げられる。  

   救急隊にとってのメリットとしては、①医師の処置や判断を現場で見られること、②救急救命

士でない救急隊員も医療機関での実習を受けられること、③救急救命士では（行える処置の

制限により）実施できない措置でも、現場に派遣された医師であれば可能となること、等が挙

げられ、隊員へのアンケートでも概ね好評を得ている。 

 【課題等】 

  ・救急科 3名の医師で対応するが人員的に不足している（横須賀共済病院の場合） 

  ・出動可能体制で院内研修に臨んでいるため、救急外来以外での院内研修が困難である 

・病院側の特段の協力がなければ実現は困難である 

 

４．今後の検討事項等 

  救急 WS は、救急救命士等の生涯教育を推進してく上で、重要な位置付けと考えら

れる。 

  今後、救急 WS の推進のあり方や、協力を依頼することとなる医療機関との協力体

制についても検討が必要である。 
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第３節 救急隊員の資格を有する職員の教育のあり方 

 

１．救急隊員教育をめぐる現状と課題 

（１）救急隊員教育の現状等 

  ア．救急業務の実施状況 

    消防機関が実施する救急業務については、昭和 8年に横浜市が全国で初めて救

急自動車を消防出張所に配備したことに始まり、昭和 23 年には自治体消防が発

足したことを受け、一部の市町村ではそれぞれ条例、規則又は訓令等により任意

で救急業務が開始され、その後、昭和 38 年に救急業務が法制化され、消防機関

が法に基づき救急業務を実施することとなった。 

    昭和 61 年には救急業務に「急病」が加わり、新たにその対象となる範囲が広

がると共に、救急隊員が行う応急処置の範囲が明確化された。 

    その後、救急隊員が行う応急処置範囲の拡大（平成 3年）や、救急救命士制度

の創設（同年）等、消防機関が行う救急業務を取り巻く環境は大きく変化し、ま

た、救急出動件数についても平成 11 年に全国で約 390 万件であったものが、平

成 23 年には過去最多の約 570 万件となるなど、救急ニーズは更なる高まりを見

せている。 

  イ．救急隊員教育の現状 

救急隊員（本節でいう「救急隊員」とは、特段の注釈がない限り救急救命士以

外の隊員を言う。）については、消防法施行令において、「救急業務に関する講習

で総務省令で定めるものの課程を修了した者」等とされており、同法施行規則に

おいてその講習課目及び必要時間等が定められている。当初は 135 時間以上の必

要な講習を受講したものに救急隊員資格（救急Ⅰ課程）が与えられていたが、そ

の後の処置範囲の拡大等を受け、救急Ⅱ課程（追加 115 時間）及び救急標準課程

（250 時間）が設けられた。 

平成 15 年からは、「消防学校の教育訓練の基準」の全部改正により、救急Ⅰ課

程及び救急Ⅱ課程が廃止され、「救急科」として 250 時間以上の必要な講習を受

講した者に隊員資格が与えられることとなっている。 

この間、救急隊員への生涯教育への対応について、まず、救急業務の法制化を

受け、昭和 39 年に「救急業務実施基準」において、消防長の責務として「隊員

に対し、救急業務を行うに必要な学術及び技能を修得させるため、常に教育訓練

を行うよう努めなければならない」とされ、国として初めて救急隊員への教育の

必要性が示された。 

昭和 60 年には「救急隊員の教育訓練の充実、強化について」として、救急隊

員教育に関する都道府県や消防学校の役割として、救急隊員教育の指導者の確保
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や養成に努めることや、消防学校における救急隊員の再教育課程の設置に取組む

ことなど、都道府県と消防学校が役割を分担し整合性のとれた教育システムを構

築するよう努めることなどを盛り込んだ通知を発出した。 

また、平成元年には、「救急隊員資格取得講習その他の救急隊員の教育訓練の

充実強化について」として、本部単位や署所単位で基礎的技術の反復習熟訓練や

事例研究を行うなど、職場の特性を活かした教育訓練に創意工夫を凝らして計画

的な実施に努めることなどを盛込んだ通知を発出している。 

    その後も、救急隊員の応急処置の範囲拡大などに合わせ、救急隊員への教育訓

練の充実強化について、通知などでその必要性が示されてきたところである。 

 ウ．救急救命士制度と再教育 

    このような中、平成 3年に救急救命士制度が発足すると、救急救命士の養成に

関する教育訓練のあり方に加え、救急救命士に対する再教育や病院実習のあり方

などが議論され、現在は平成 20 年に発出した通知により、再教育に費やす時間

として 2 年で 128 時間以上、そのうち最低 48 時間は病院実習に充てるなど再教

育に関する量的な担保に加え、「再教育に係る病院実習の手引き」や教育訓練に

関する活動実績を把握するためのデータベースの必要性など、その質を担保する

ための具体的内容が示されている。 

この救急救命士の再教育に大きく関与するのが MC体制であり、各地域の MC協

議会の下、各種プロトコルや事後検証などと共に、病院実習を含む再教育プログ

ラムの策定などが図られているところである。 

（２）救急隊員教育の課題 

   このように、救急救命士については再教育に必要な時間が示されると共に再教育

プログラム等が策定されているが、救急隊員については教育の必要性やその充実強

化などが示されてきたものの、教育に係る時間やカリキュラムの策定など、その実

施状況については各消防本部の規模や教育体制などにより様々である。 

   平成 22 年度救急業務高度化推進検討会では、全国の消防本部に対して教育に関

するアンケート調査を実施した。これによると、教育訓練の年間計画を定めている

割合が、消防本部の規模が小さいほど低いなど、規模によって実施状況に違いがあ

ることが明らかとなった。 

また教育の課題として、時間がない、費用負担が大きい、国から具体的な指針が

示されていない、効果的な教育方法が分からない、などの意見が多数を占め、平成

22年度検討会報告書では、「全国で質が担保された救急活動を行うため、救急隊員

に必要な知識・技能の水準を示した標準的カリキュラムの策定が必要である」とし

て、消防本部の規模にかかわらず一定の質が担保された教育を実施できるよう検討

が必要であるとしている。 

   さらに業務外で実施される研修等（各種資格研修、各種学会等）に自助努力とし
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て参加している隊員もいるが、業務内の教育研修を補完するものとして消防本部ご

とにその位置付けが曖昧であり、今後、組織としてどのようにこれを認め、必要な

教育として位置付けていくのかが課題となっている。 

（３）救急隊員の生涯教育の重要性 

   救急隊員は消防職員であり、市町村消防の果たすべき責任を鑑みると、救急隊員

自身の能力の維持、向上についても、市民に対して救急業務を行う上で一定の責任

があるものと思われる。 

また、人命に関わる者として、日々必要な努力を続ける自覚が必要であり、市民

からも尊敬の念を受けるような人格者たることが求められる。 

救急隊員に必要となる知識や技能、観察能力といったものは日頃の経験や訓練の

中で進歩するものが多いものの、これらを維持、向上していくためには適切な生涯

教育の環境を整える必要があり、心肺蘇生法ガイドラインの改訂を始め、日進月歩

で進む医療に対して、教科書やテキストのみでは補いきれない知識、技術及び新し

い資器材の取扱いなどについて、学習の場の確立が不可欠である。 

   さらに、救急業務は「救急隊」として行われるもので、救急救命士のみで遂行さ

れるものではない。全国的にみて、常時救急救命士が搭乗しているとは限らないこ

とからも、救急隊として「一定のレベル」以上の質が担保された救急業務を提供し

ていくためには、救急隊員の生涯教育は必須である。 

今後、教育に必要な指針等を国として示すと共に、先の実態調査によるアンケー

ト結果で明らかとなった年間教育計画についても策定を促していく必要がある。 

 

２．救急隊員の生涯教育のあり方 

（１）救急隊員に必要な教育について 

   上記で述べた救急隊員に必要な生涯教育については、まず、その知識、技術を維

持・向上していく上で必要となる教育カリキュラムを年間教育項目として明らかに

する必要がある。 

   また、ある程度地域の実情に応じて各消防本部の裁量による教育が図られる必要

があることから、「年度内において必ず実施する教育項目」と「年度内において選

択して実施する教育項目」としてこれを示し、選択し実施する教育項目の内容や、

その他必要な教育項目等については、各消防本部で選択、追加できることとする。 

  ア．年度内において必ず実施するもの（必須） 

    救急隊員として最低限維持するべき「知識」は、「救急科」（旧課程含む）で学

習した内容である。 

このような既得知識の復習としては、救急科の教育現場（消防学校等）で使用

される効果測定などを活用した学科試験が有用である。 

    また、「観察、応急処置」を的確に行えるためには、「救急隊員が行う応急処置
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等の基準（昭和 53年 7月 1日消防庁告示）」をベースとした項目について、生涯

にわたり教育を図っていく必要がある。 

    これら観察や応急処置などの基本手技については、主に実技項目として教育訓

練が図られる。また救急救命士が実施する「特定行為の準備（必要となる資器材

の準備等）」についても、救急業務を円滑に実施するために必要となる救急隊員

の重要な役割であることから、同様に実技項目として実施する。 

    さらに、先に述べたとおり救急業務は隊活動として実施されるものであること

から、「小隊訓練」はその要となる。特に、症候的に重要なもの（内因性、外因

性）や、他隊との連携活動（多数傷病者事故、火災や救助等）、その他各消防本

部で必要と認める訓練については毎年継続して実施していく必要がある。 

    これら必要性が特に高い教育項目を図表にまとめる。 

図表 5-3-1：年度内において必ず実施する教育項目 

区 分 内  容 備  考 

知 識 効果測定 
「救急科」内容 

※学科研修 

状況観察、初期評価 

血圧 

血中酸素飽和度 
観察等 

心電図 

口腔内清拭・吸引・咽頭異物除去 

用手気道確保 

経鼻エアウェイ 

経口エアウェイ 

BVMによる人工呼吸・胸骨圧迫 

除細動 

酸素吸入 

止血 

被覆・固定 

体位 

喉頭展開・異物除去 

応急処置 

自動式心マッサージ器・ショックパンツ 

「救急隊員が行う応急処

置等の基準（昭和 53 年 7

月 1 日消防庁告示）」抜

粋・参考 

※実技研修 

器具気道確保（LM等）の資器材準備 

気管挿管の資器材準備 
特定行為 

準  備 
静脈路確保・薬剤投与の資器材準備 

※実技研修 

内因性想定訓練 

外因性想定訓練 

他隊連携訓練（多数傷病者・火災・救助等） 
小隊訓練 

その他（各消防本部で必要と認める訓練） 

※図上・実技研修 
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イ．年度内において実施するもの（選択） 

ここで位置付けられる教育、研修については、所属研修として集合研修による

ことが効率的かつ効果的なものであり、いずれも重要な研修項目となっている。

（図表 5-3-2） 

    所属においては、“年度内において実施するもの”とされている所属研修から、

今年度どの項目を実施するのかを選択し、あらかじめ計画したうえで、複数年で

すべての項目が受講できるよう計画されることが望ましい。 

    なお、救急活動事例・症例研究会等のように、毎年継続し実施することで教育

効果が高まるものもあるため、計画にあたっては、救急隊員の人事異動や地域の

実情等を考慮し計画されることが望ましい。 

図表 5-3-2：年度内において実施する教育項目 

区 分 内  容 備 考 

各種プロトコル研修 

感染防止研修 

安全管理・危機管理研修 

接遇・倫理研修 

救急関係法規研修 

救急活動事例・症例研究会等 

メディカルコントロール体制研修 

災害時における医療機関との相互連携研修 

傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準研修 

所属研修 

その他（各消防本部で必要と認める研修） 

※集合研修 

 

また、これら実施する教育項目の取りまとめの参考として「救急隊員教育管理

表（以下、「管理表」という。）」を策定した。（様式 1-1、1-2） 

    この管理表については、救急隊員個人の教育訓練を把握するため活用されると

共に、所属において年間計画を策定する際の参考とする。 

    受講した研修等については管理表に記入し管理できるようにし、今年度どの程

度受講したか、また、未受講項目がどの程度あるのかが一目で把握できるように

した。 
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平成  年度 救急隊員教育管理表 

所属救急隊                 

                            階   級                  

                            氏   名                 

大区

分 

中区

分 
小区分 内  容 

取得 

単位 
実施日 備考

 知 識 救急科効果測定（学科）の実施 ６  小計 6

1 状況評価・初期評価 １  

2 血圧 １  

3 血中酸素飽和度 １  

 

観察等 

4 心電図 １  小計 4

5 口腔内清拭・吸引・咽頭異物除去 １  

6 用手気道確保 １  

7 経鼻エアウェイ １  

8 経口エアウェイ １  

9 BVM による人工呼吸・胸骨圧迫 １  

10 除細動 １  

11 酸素投与 １  

12 止血 １  

13 被覆・固定 １  

14 体位 １  

15 喉頭展開・異物除去 １  

 

応急処置 

16 自動心マッサージ器・ショックパンツ １  
小計 12

17 器具気道確保の資器材準備 １  

18 気管挿管の資器材準備 １  

  

特定行為 

準 備 
19 静脈路確保準備・薬剤投与の資器材準備 １  小計 3

内因性想定訓練 ５  

外因性想定訓練 ５  

他隊連携訓練（多数傷病者事故・火災・救助等） ５  

その他消防本部で必要と認める訓練①(        ) ５  

 

  

想定訓練 

その他消防本部で必要と認める訓練②(        ) ５  

 

小計 25

各消防本部は、救急隊員が下記に掲げる研修項目から

３０単位以上を取得できるよう計画すること 

  

 各種プロトコル研修   

 感染防止研修   

 安全管理・危機管理研修   

 接遇・倫理研修   

 救急関係法規   

 救急活動事例・症例研究会等   

 メディカルコントロール体制研修   

 災害時における医療機関との相互連携研修   

傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準研修    

 その他消防本部で必要と認める研修(       )   
小計 30

   

所属研修 

【大区分Ⅱ 取得単位数の考え方】 

 研修時間が ① ２時間未満の場合･･･５単位 ② ２時間以上の場合･･･10 単位

   

 

様式 1-1：救急隊員教育管理表（表） 

様式 1-1 

Ⅱ
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お
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）
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）
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平成  年度 救急隊員教育管理表 

 

病院実習、実践技能教育コース、集中講義、学会参加、論文投稿等の記録（様式 1-1 以外の研修等） 

月 日 時 間 場 所 名 称・内 容 取得単位

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※ 所属する消防本部が認める、病院実習、実践技能教育コース、集中講義及び学会参加等における所得単位も大

区分Ⅱと同様とする。 

 なお、これらにおいて発表・座長・指導者等を行った場合は、各地域 MC・消防本部の判断により所得単位数を

付加するなどの措置を行うこと。 

  ※ 論文投稿等の取得単位は、「筆頭＝10単位」「共著＝５単位」とする。 

  ※ これらに準ずるものについては、各地域 MC・消防本部等において判断すること。 

 

       年度末報告（単位数） 

様式 1-1 

小 計（80 以上） 

様式 1-2 

小 計 
合  計 

   

    平成  年度救急隊員教育を修了したことをここに認める 

所属長                印 

様式 1-2 

様式 1-2：救急隊員教育管理表（裏） 
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ウ．年間に必要となる教育時間等 

  この度「救急隊員教育管理表」において必要となる教育項目について示したが、

実施するために必要な時間等について、その考え方を述べる。 

まず、“必ず実施するもの”として挙げた「知識」での効果測定の実施や、「観察・

応急処置」「特定行為補助」「想定訓練」など実技を中心とした教育研修について、

これらは 1試験（手技）＝○時間とするより、勤務時間や他業務の合間に分割実施

や短時間で実施できる方が有効であり、1 試験（手技）＝1 回（単位）としてカウ

ントするほうが効率的であると共に、業務内の教育訓練として実施されやすいもの

と考える。ただし、評価者は、訓練等の実施者が正しく理解した上で修了とするこ

とに留意が必要である。 

 エ．単位制の導入 

   救急隊員の教育訓練を把握する方法の一つとして、上記で述べたように「時間制」

とするよりも「単位制」を導入する方が有効であるとした。 

 以下、単位制についての検討結果を参考として記す。 

（ア）「知識」「実技」「想定訓練」の単位 

「知識」の区分で行う効果測定については、その重要性から 1 試験＝6 単位程度

とカウントすることがふさわしく、また、実技を中心とした基本手技訓練では、

1手技＝1単位を基本としカウントする。 

さらに、「想定訓練」は実施にあたり労力を要すると共に、基本手技等の総括

の場として内容の濃い研修であることから、１想定訓練＝5 単位程度がふさわし

いとした。         

 （イ）その他必要な教育項目（所属研修・業務外で行う研修等） 

    “実施すること（選択）”として位置付ける「所属研修」については、集合研

修としてある程度決められた時間で実施されるものであり、また、実施にあたっ

ては労力を要すると共に内容の濃い研修となることから、2時間未満＝5 単位（2

時間以上なら 10 単位）としてカウントすることとした。（例えば、感染防止研修

1時間で 5単位） 

    また、業務外で行う研修等については、所属研修を補完するものとして各消防

本部でその必要性を認めたものについて、管理表の様式 1-2（裏）でその参加を

把握すると共に、単位としてこれを計上できるものとした。 

    この場合、学会等においてその役割（発表、座長、指導者、論文発表等）に応

じて単位数を付加することとし、その他これに準ずるものとして各所属で判断し

た場合には、必要に応じて単位数を付加できるものとした。（様式1-2：管理表(裏)

下欄参照） 

 ただし、これら管理表（裏）に記載する研修等については“＋α”の部分であ

り、救急隊員の評価等に利用するなど、隊員個人の研修を把握するためのものと

なる。したがって、管理表（表）で行うものが主な研修内容となる。 
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 （ウ）必要な単位数について 

    このようにして位置付けられた「必ず実施するもの（必須）」の研修・訓練は

合計で 50 単位となる。 

また、「実施すること（選択）」として位置付けられる所属研修については、2

時間研修×年間 3 回程度の開催（年間合計 30 単位）を最低限の目安として選択

して実施し、必須項目と合わせ年間 80 単位を必要な単位数として年間計画を策

定するものとする。(図表 5-3-3) 

図表 5-3-3：年間に必要な単位数の目安（基本） 

必ず実施するもの（必須）   実施すること（選択）   年間合計 

     ５０単位      ＋    ３０単位    ＝  ８０単位 

           

     この単位数については、最低限の目標として実施する教育単位（項目）の目

安であると共に、救急隊員にとって、到達までの向上心や達成感を持って取組

む目標となるものである。 
  （エ）研修訓練の所属裁量 

     消防庁として必要となる教育項目を挙げたが、これ以外に所属において必要

と認める応急処置等の訓練について、その実施を妨げるものではない。 

     「必ず実施するもの」については年間 50 単位を基本としつつ、管理表で挙

げた個人教育や小隊教育、所属研修項目以外の研修を、所属の裁量によって

50 単位以上実施することは差し支えない。 

     また、「実施すること（選択）」とされている所属研修について、年度におい

てどの研修を行うのか（30 単位をどのように使うのか）については各所属の

実情や優先度に応じて決定されるものである。 

     いずれにおいても、所属において年間計画で実施する項目を明らかにしてお

く必要がある。 

  （オ）その他 

     上記で述べた単位制については、当作業部会において、救急隊員としての技

能の維持・向上を図るために、必要な時間数等を検討した結果、実施する上で

効率的であるとされ、また実施項目等のミニマム・リクワイアメント(必要最

小限の教育内容)を示したものである。これは救急隊員教育の課題でも述べた

「国から必要となる指針が示されない」といった課題を受け、救急隊員に対す

る効果的な教育方策が乏しい消防本部等の参考や一助とするべく検討したも

のである。 
ついては、消防本部で現在奏功している教育方法等がある場合には、単位制

を導入しないことや単位数の変更・増加等について妨げるものではなく、現在

の取組みを十分に反映しつつ、地域の実情等により決定されることが望まれる。 
 

141



 

 

 

（２）教育カリキュラムの提示 

  ア．具体的な教育カリキュラム 

    課題の項でも述べたが、アンケート結果では「国から具体的な指針が示されて

いない」、あるいは「効果的な教育方法が分からない」といった意見があった。 
    これに対しては「救急隊員教育管理表」で年間に必要となる研修項目を示した

が、教育の実施にあたっては、さらに項目ごとの具体的な教育内容についても示

す必要がある。 
    そのため、特に隊員個人教育の「観察」や「応急処置」等の手技的な教育項目

（様式 1-1：管理表中「チェックリスト」と記された 19 項目）について、それ

ぞれ具体的な教育内容を示すと共に、コメント欄を設け、本人の自己評価及び評

価者による評価が受けられるようにした「チェックリスト」を策定した。 

図表 5-3-4：チェックリストの例（血圧） 

２ 血圧 

区 分 内 容 ☑ コメント 

血圧 血圧の正常値を理解しているか   

普段の血圧を聴取したか  

上腕を心臓と同じ高さにしているか  

橈骨動脈、上腕動脈を触知したか  

マンシェットのサイズは的確か  

マンシェットの装着は的確か（マンシェットと上腕の間に指が 1～2本入るか） 

 Point:マンシェットの巻きが緩いとどうなるのか、きついとどうなるのか、など 

    上腕シャントの確認（事前聴取含む）を確認したか 

 

橈骨動脈を触知しながら加圧したか 

 Point:拍動が触れなくなってから、さらに 30mmHg 程度加圧する 
 

聴診器のヘッドを上腕動脈に当てながらゆっくりと減圧し、収縮期血圧と拡張期血圧 

を測定できたか 
 

測定値は正しい値であったか 

 Point:触診法や下肢での測定も行うこと 
 

 
所属・自己学習等記載欄 

   

イ．チェックリストの活用例 

    図表 5-3-4 のとおり、チェックリスト自体はシンプルなものとし、各手技にお

いてチェックすべき項目を示している。 

    ここでは各手技中、特に留意すべき点を“point”として記載し、手技を行う

上で確認してもらえるようにした。 

また、実施できたかどうかのチェック項目と共に、実施後の振り返りや今後の

教育にも役立てることができるよう、評価者や本人所感が記入できる欄を設けた。 

なお、チェックリスト内の各評価項目については、地域の実情により適宜追加

することとし、訓練者の実力や経験等を鑑み、詳細な区分化や応用技術などを追

記し、オーダーメイド型で実施することが望ましい。 
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２ 血圧 

区 分 内 容 ☑ コメント 

血圧 血圧の正常値を理解しているか   

普段の血圧を聴取したか  

上腕を心臓と同じ高さにしているか  

橈骨動脈、上腕動脈を触知したか  

マンシェットのサイズは的確か  

マンシェットの装着は的確か（マンシェットと上腕の間に指が 1～2本入るか） 

 Point:マンシェットの巻きが緩いとどうなるのか、きついとどうなるのか、など 

    上腕シャントの確認（事前聴取含む）を確認したか 

 

橈骨動脈を触知しながら加圧したか 

 Point:拍動が触れなくなってから、さらに 30mmHg 程度加圧する 
 

聴診器のヘッドを上腕動脈に当てながらゆっくりと減圧し、収縮期血圧と拡張期血圧 

を測定できたか 
 

測定値は正しい値であったか 

 Point:触診法や下肢での測定も行うこと 
 

 
所属・自己学習等記載欄 

   

 

ウ．チェックリスト以外の教育項目について 

    接遇研修や感染防止研修など、チェックリスト策定以外の各種研修についても

具体的な研修方法等を明らかにすることは各所属で実施する際に有用となる。 
    当報告書ですべてを掲載できないため、研修内容等について今後、総務省消防

庁ホームページなどでダウンロードできるようにするなど、実施する上で参考と

なる資料について提示する予定としている。 
    また、教育管理表やチェックリストのデータについてもホームページに掲示す

る予定としている。 
 
 
  

指導者ｺﾒﾝﾄ 
基本的な手技は実施
できていたが、加圧
する際の加圧圧がや
や高すぎであった。 
 
傷病者の立場にたっ
た手技が望まれる。 
 
隊長：○○印 

本人所感 
現場での基本的な手技であるので、できるだけ早く正確に測定しなければならないと心がけているつもりで
したが、今回、加圧を急ぐあまり加圧圧が若干高くなりすぎるとの指摘を受け、もっと愛護的に測定する必要
があると痛感しました。 
また、下肢での測定なども繰り返し訓練しておく必要を感じました。 

図表 5-3-5：チェックリストの活用例 
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１ 状況評価・初期評価                            月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

周囲の安全確認 

 point：口腔内確認 

 point：外傷の場合、二次災害の防止など 

 

傷病者数や傷病者の状態を確認したか 

 point：換気抵抗の有無や理解について 

 point：外傷の場合、受傷機転の確認など 

 

状況評価 

傷病者の外見を確認したか 

 point：体位、顔色、表情、嘔吐、失禁、大出血、四肢変形など 

 

 

傷病者への呼びかけに際し、段階的に呼びかけているか 

 point：はじめは普通に、徐々に大きく 

 

呼びかけに反応がない場合、愛護的な痛み刺激の確認を行ったか   

意 識 

概ねの意識レベルを評価できたか 

point：ＪＣＳ・ＧＣＳの分類を言えるか 

 

 

気道の開通 気道の開通を評価できたか 

 point：発語有無等で評価できるか 

 

（仰臥位の傷病者に対し）見て、聞いて、感じてなど五感を使った観察をしているか  

 point：努力性呼吸、死線期呼吸及び異常な呼吸様式などの理解  

 

呼吸を評価できたか 

 point：回数、性状（浅い、深い）などの理解 

 

呼 吸 

呼吸数の正常値を正しく理解しているか 

 point：成人、乳幼児、新生児の区分 

 

 

橈骨動脈、総頸動脈、大腿動脈の位置を正しく触知できたか 

 point：部位の理解と各々の部位で触知した場合の概ねの血圧値把握  

 

脈拍を評価できるか 

 point：回数、性状（速い、遅い、不整、緊張度）などの理解 

 

脈 拍 

脈拍数の正常値を理解しているか 

 Point:成人、乳幼児、新生児の区分 

 

 

皮 膚 皮膚の色、湿り、冷汗などを評価したか  

初期評価結果 ショック症状を呈しているかなど、緊急度・重傷度を判断できたか 

 Point:総合的な評価に基づき、判断できているか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ．チェックリスト（１９項目）
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２ 血圧                                 月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

血圧の正常値を理解しているか  

普段の血圧を聴取したか  

上腕を心臓と同じ高さにしているか  

橈骨動脈、上腕動脈を触知したか  

マンシェットの装着は的確か（マンシェットと上腕の間に指が１・２本入るか）

 point：マンシェットの巻きが緩いとどうなるか、きついとどうなるか、な

ど上腕シャントの確認（事前聴取含む）を確認したか 

 

橈骨動脈を触知しながら、加圧したか 

 point：拍動が触れなくなってから、更に３０ｍｍＨｇ程度加圧する 

 

聴診器のヘッドを上腕動脈に当てながらゆっくりと減圧し、収縮期血圧

と拡張期血圧を測定できたか 

 

血 圧 

測定値は、正しい値であったか 

 point：触診法や下肢での測定も行うこと 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

３ 血中酸素飽和度                          月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

指先に正しくプローブを装着したか 

 point：マルチプローブやディスポーザブルポローブの取扱い、固定

の必要性など 

 血中酸素飽和度 

誤測定を来す状況や疾患を理解しているか 

 point：冷汗、ショック症状、ＣＯ中毒、マニキュア、体動など 

   正常範囲や酸素投与適応となる値について 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急隊員教育チェックリスト 
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４ 心電図                                月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

波形のＰＱＲＳＴの意味を理解しているか  

最小限の露出に努めているか  

電極装着部位付近の貴金属や発汗・汚れ等を確認し対応したか  

電極を正しい位置に装着したか 

 point：電極剥がれ、コードはずれ、アーチファクトなど 

 

誘導・感度の調整ができ、プリントアウトが行えるか  

心電図 

危険な不整脈を理解しているか 

 point：心室細動、無脈性心室頻拍、各房室ブロック、ＲｏｎＴなど 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 口腔内清拭・吸引・咽頭異物除去                  月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

口腔内を観察したか 

 point：口腔内確認・総義歯（入歯）の有無 

 

傷病者の顔面を横に向けているか 

 point：換気抵抗の有無や理解について 

 

指にガーゼ等を巻き付け、異物を押し込まないように除去しているか

 point：不穏状態等の傷病者の場合、咬まれることの危険性に留意

 

口腔内清拭 

 

気道の再評価を行ったか  

指交差法などで愛護的に開口しているか  

カテーテルの根元を閉塞させ、吸引を止めたのち、口腔内に挿入して

いるか 

 point：カテーテル等による、口腔内粘膜損傷の危険性に留意 

 

吸引中、カテーテルを回転させながら吸引しているか  

吸引 

気道の再評価を行ったか  

咽頭異物除去 背部叩打法・ハイムリック法を正しく行えるか 

 point：乳幼児に対する異物除去も行うこと 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

救急隊員教育チェックリスト
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６ 用手気道確保                             月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

頭部後屈 

あご先挙上法 

正確に気道確保が行えたか 

 point：口腔内確認、禁忌を理解しているか 

 

下顎挙上法の利点・適応を理解しているか 

 point：頸椎損傷が否定できない場合など 

 

下顎引き上げ後、開口しているか  

下顎挙上法 

下顎挙上後、気道の再評価を行ったか  

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 経鼻エアウェイ                              月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適応・禁忌を理解しているか 

 point：適応→ＣＰＡ、頸椎損傷（疑い）、用手気道確保困難、舌根沈

下、下顎骨骨折 

     禁忌→頭蓋底骨折（疑い）、鼻出血、脳圧亢進禁忌疾患 

 

サイジングは適切か 

 point：太さまたは、鼻尖部から下顎角の長さ＋約２．５ｃｍ 

 

鼻尖部を上げ、適切に挿入したか 

 point：カット面により、右鼻腔を優先 

 

経鼻エアウエイに耳・頬などを近づけ、気道の開通を確認したか  

経鼻エアウェイ 

適切な位置で固定を行ったか  

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

救急隊員教育チェックリスト 
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８ 経口エアウェイ                            月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適応・禁忌を理解しているか 

 point：適応ＣＰＡ、頸椎損傷（疑い）、用手気道確保困難、舌根沈下 

禁忌→咳嗽反射有り、下顎骨骨折、上気道疾患など 

 

サイジングは適切か 

 point：門歯から下顎角までの長さ 

 

挿入後、下顎挙上を行っているか 

 point：エアウエイで舌根を押し込んでいる場合があり、安定させるため  

 

経口エアウェイ 

気道の開通を確認したか  

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ BVM による人工呼吸・胸骨圧迫                    月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

下顎挙上法により気道確保を行ったか 

 point：口腔内確認を行ったか 

 

マスクは、ＥＣ法により保持されているか  

マスクフィットはリークがなく適切か 

 point：換気抵抗の有無や理解について 

 

送気時間・送気量は適切か 

 point：約１秒かけて、胸郭の挙上が認められる程度の送気量 

 

BVMによる 

人工呼吸 

胸部挙上を確認しているか  

 

胸の真ん中を圧迫しているか  

圧迫点（手の付け根）は適切か  

圧迫の深さは少なくと５ｃｍ以上か  

テンポは少なくとも１００回以上か  

圧迫と圧迫解除は１：１であるか 

 point：適切な圧迫解除がなされているか 

 

胸骨圧迫 

肘の屈曲などがなく、適切な姿勢で圧迫しているか  

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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１０ 除細動                                月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

除細動の適応を理解しているか 

 point：対象年齢や成人・小児等の区分を理解し、正しいサイズのパ

ッドを選択しているか 

 

パッド装着前に、貴金属・体毛・発汗など障害となるものを確認し、対

応したか 

 

パッドを適切な部位に装着したか  

ＣＰＲ中の場合、適切なタイミングで解析したか  

傷病者に誰も触れていないこと、酸素等の資器材も触れていないこ

を確認し放電したか（機器の種類により、波形の確認を行うこと） 

 

除細動 

ＣＰＲ中の場合、電気ショック後、直ちに胸骨圧迫することを理解して

いるか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 酸素吸入                               月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

酸素吸入の適応と車載の各種マスク等について、特性・用途・使用方

法等を理解しているか 

 point：それぞれの吸入酸素濃度など 

 

酸素バルブ・レギュレーターをゆっくりと開放したか  

マスク等から酸素が放出されていることを確認したか 

 point：リザーバー付きフェイスマスクの場合、リザーバーの膨らみを

確認など 

 

酸素吸入 

マスク等と顔面の密着等は適切か  

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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１２ 止血                                 月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適切な感染防止対策が取られているか  

出血部位を確認し、出血程度・性状を観察したか 

 point：活動性、色調など 

 

直接圧迫止血 

出血部位を完全に覆うように、ガーゼ・三角巾などを当てているか  

 

適切な感染防止対策が取られているか  

出血部位を確認し、出血程度・性状を観察したか 

 point：活動性、色調など 

 

正しい止血点を選択しているか 

 point：浅側頭動脈、上腕動脈、橈骨動脈、大腿動脈など 

 

間接圧迫止血 

(止血点止血法) 

出血部位の中枢側を強く圧迫したか 

 point：緊縛止血法についても理解しているか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 被覆・固定                               月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

前額部・頭頂部の被覆は行えるか  被覆 

上下肢の被覆は行えるか  

 

副子を用いて、上下肢の骨折部を固定できるか  固定 

三角巾を用いた、提肘（ていちゅう）固定を行えるか  

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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１４ 体位・保温                               月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

座位の適応を理解しているか 

 point：メインストレッチャーを操作し、体位管理できるか 

 

半座位（ファウラー位）の適応を理解しているか 

 point：メインストレッチャーを操作し、体位管理できるか 

 

体位 

回復体位の適応を理解しているか 

 point：メインストレッチャーを操作し、体位管理できるか 

 

 

保温 仰臥位、側臥位など様々な体位において、毛布等による保温を行え

るか 
  

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 喉頭展開・異物除去                           月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

体格に応じたブレードを選択したか  

ハンドルにブレードを取付け、ライト点灯を確認したか  

傷病者にスニッフィングポジションを取らせたか  

指交差法などで開口したか  

ブレードの先端を喉頭蓋谷に進めたか  

過度な力を入れず、適切に展開したか 

 point：前歯にブレードが当たるなど、危険行為があった場合は即中止 

 

喉頭展開 

口腔内の視野は確保されているか  

 

喉頭展開後、異物を確認したか  

異物から目をそらさずに、マギル鉗子を受け取ったか 

 point：異物から目をそらした場合、即中止 

 

マギル鉗子の持ち方は適切か  

異物から目をそらさずに、除去できたか 

 point：異物から目をそらした場合、即中止 

 

異物除去 

異物除去後、気道の再評価を行ったか 

 point：他の異物の残存や声門部の確認について 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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１６ 自動心マッサージ器・ショックパンツ                  月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

自動心マッサ

ージ器 
セッティングから作動まで、的確に行ったか 

  

適応・禁忌を理解しているか 
 ショックパンツ 

セッティングから加圧完了まで、的確に行ったか 
 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７ 器具気道確保（食道閉鎖式・ラリンゲアルマスク）準備       月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適応・禁忌・プロトコルを理解しているか 

 point：チューブにサイズがある場合、適応身長等を理解しているか

 食道閉鎖式 

エアウェイ 

必要資器材を理解し、準備ができているか 

 point：各資器材の名称や用途を理解しているか 

 

 

適応・禁忌・プロトコルを理解しているか 

 point：各サイズの適応体重等を理解しているか 

 ラリンゲアル 

マスク 

必要資器材を理解し、準備ができているか 

 point：各資器材の名称や用途を理解しているか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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１８ 気管挿管準備                           月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適応・禁忌・プロトコルを理解しているか  気管挿管 

必要資器材を理解し、準備ができているか 

 point：各資器材の名称や用途を理解しているか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９ 静脈路確保・薬剤投与準備                     月 日実施 

区分 内容 ☑ 評価者コメント 

適応・プロトコルを理解しているか  静脈路確保 

必要資器材を理解し、準備ができているか 

 point：各資器材の名称や用途を理解しているか 

 

薬剤投与 適応・プロトコルを理解しているか 

 point：各資器材の名称や用途を理解しているか 

 

 

 

所感・自己学習等記載欄 
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（３）その他必要な教育等について 

  ア．e-ラーニング等を用いた教育 

    消防本部等の規模に係わらず、独自に所属研修などの集合研修を実施すること

が困難な場合、ウェブ上にあるコンテンツなどを活用して研修を行うのは効率的

かつ効果的である。 

    しかしながら、そのようなコンテンツを独自に制作するには逆に多大な労力を

要することになる。また、地域 MC ごとに活動するプロトコルなどが異なること

から、国等で全国統一的なコンテンツを作成しにくいといった面もある。 

    このような中、プロトコルを共通とする地域 MC 単位でウェブ上にコンテンツ

を置き、いつでも教材を閲覧できるようにしている先進地域もある（図表5-3-6）。 

    地域 MC 単位で作成する利点として、共通したプロトコルの下作成できること、

単独では作成困難なものを複数の消防本部で協同して作成できること、指導医等、

医学的観点からの助言や指導を受けられること、などが挙げられる。 

    今後、このような取り組みを参考にしながら、全国統一的な内容で情報提供が

可能なコンテンツについては、作成されたコンテンツの公開などを含め、引き続

き検討を進めていく。 

図表 5-3-6：ウェブ上のコンテンツ例（MC 小山・芳賀地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MC 小山・芳賀地域分科会事務局ホームページ 

http://www.jichi.ac.jp/mctochigi-oyamahaga/ 

   

 

検索 ｍｃ 小山 芳賀 
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イ．業務外での研修訓練への参加 

    人命に携わる者として知識や技能の向上を図っていくことは救急隊員として

当然の責務であり、そのような研修や教育を積極的に受講することは救急隊員に

とっても傷病者にとっても有益となる。 

    救急隊員教育は、現場や職場など、業務中に先輩や上司から指導を受ける他、

非番日や日勤日などを活用し、業務として参加する所属研修や各種学会、各種ト

レーニングプログラムなど、消防本部により位置づけは様々である。 

    この中で、非番日や公休日等で参加する学会や各種トレーニングプログラムな

どについては、忙しい業務中に行われる教育訓練に比べ落ち着いた環境で受講で

きること、消防本部の規模等に関わらず参加することで一定の効果が得られるこ

と、他の消防職員や医療従事者などと連携を深めることができること、などの利

点がある。 

一方で、救急隊員が業務外に個人的な資格や意思で研修訓練等に参加すること

がある。しかしながら、多くの場合、参加費や受講費がかかり個人の負担となる

こと、個人で参加するため、組織としてのフィードバックが受けられないこと、

同様に、組織として隊員がどのような教育を受けたのか把握できないこと、など

が課題として挙げられる。 

救急救命士を目指す救急隊員などが業務中の研修以上により高度な研修等に

参加しようとすることは推奨されるが、それにとどまらず、救急隊員として重要

であると認められる研修については、組織としてその必要性を認め、年間教育計

画の一部として MC 単位や消防本部単位、消防学校単位など業務としての位置付

けで研修等を実施あるいは参加できるようにすることが望まれる。（費用負担等

については各所属の判断による） 

その上で、どのような研修を実施するかなど、あらかじめ所属で年間計画を設

定する必要がある。 

    なお、ここでいう業務外の研修とは、業務としてではなく業務外に個人の資格

や意思により参加するものをいい、いわゆる“Off-JT”を否定するものではない。 
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（４）教育を担う指導者等について 

   ここまでで述べた教育を行う指導者、評価者としては、管理表に基づき、それぞ

れ以下の者が想定される（図表 5-3-7）。 

「指導的立場の救急救命士」についても所属全体の教育の企画・運営などと共に、

指導者や評価者としての役割が期待される。 

図表 5-3-7：指導者・評価者の例 

項目（「管理表」小区分） 指導者 評価者 

知 識 
・小隊長 

・救急救命士等 

・指導的立場の救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

観察等（個人教育） 
・小隊長 

・救急救命士等 

・指導的立場の救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

応急処置（  〃  ） 
・小隊長 

・救急救命士等 

・指導的立場の救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

特定行為準備（  〃  ） ・救急救命士等 
・指導的立場の救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

想定訓練（小隊教育） 
・小隊長 

・指導的立場の救急救命士等 

・指導的立場の救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

各種所属研修（集合研修） 

・救急管理者（救急係長等） 

・指導的立場の救急救命士 

・外部講師等 

・救急管理者（救急課長等） 

病院実習・症例検討会など 

・指導医等 

・指導的立場の救急救命士 

・救急救命士 

・救急管理者（救急係長等） 

・指導医等 

※小隊長の場合は他の小隊長などと相互指導、評価を実施することも考慮する 

 

 

３．今後の検討事項等 

  救急隊員の生涯教育のあり方については、その必要性や重要性、必要となる教育項

目とその内容などを今年度の報告書で示した。 

  その上で、来年度以降については、より使いやすいカリキュラム等の検討や、 

e-ラーニングを活用した教育のあり方など、引き続き検討が必要である。 
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第４節 通信指令員の救急に係る教育のあり方 

 

１．背景等 

（１）通信指令員を取り巻く背景 

   平成 24年版消防白書によると、平成 23年中の 119番通報件数は全国で 8,558,309

件となっており、その通報内容別の内訳としては救急・救助に関する通報件数が全

体の 64.0％（5,477,729 件）を占めている。（「火災及びその他の災害」は 2.7％

（233,360 件）「その他（病院案内等を含む）」は 33.3％（2,847,320 件）である。） 

   119番通報は消防本部庁舎などに設置されている指令管制室（通信指令センター）

で通信指令員（以下、「指令員」という。）が受信する。指令員は災害地点や災害状

況の聞き取り、必要部隊への出動指令、無線交信等の役割を担うが、先の通報件数

の内訳からみて、その多くが救急に関するものに対応していると言える。 

救急出動件数に関しては、超高齢化社会の到来や独居世帯の増加などを背景に、

その需要は今後とも増加するものと予測されており、今後、指令員についても救急

に対する対応等が増加することが見込まれる。 

（２）通信指令業務の現状 

   119番通報には多種多様な災害が含まれている。指令員がそれらに対応するため

には災害等に関する幅広い知識、技能、経験等が必要であり、各消防本部では、あ

らゆる災害に適切に対処できるよう通信指令業務を警防部門の一部（消防、救急、

救助＋指令）として位置付け運用しているのが一般的である。 

このような指令員に求められる基本的な役割、スキルとしては以下のようなもの

が挙げられる。 

    

一方、通信指令部門の人員配置には消防本部の規模により差があり、119番の受

信を常時 1～2名で対応する体制から数十名で対応する体制まで様々である。また、

通信指令業務を専属の指令員のみで対応している場合のほか、他の業務と兼務で対

応している消防本部もある（第 1節図表 5-1-32）。 

指令員の役割やスキルの習得については、その規模や通信指令設備等に合わせ、

それぞれの本部で独自に実施されている。 

 

 

・119 番受信のための基本的な技能（接遇、聞き取り等） 

・指令システム等機器操作のため必要な技能（迅速な指令等） 

・無線交信のための技能（部隊の運用等） 

・消防本部ごとに定められた出動計画等の習熟 など 
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２．指令員に求められる救急に関する役割等 

（１）救急に係る指令員の役割 

ア．救命の連鎖と指令員の役割 

    傷病者を救命し社会復帰に導くために必要な一連の流れを「救命の連鎖」とい

う。（図表 5-4-1） 

救命の連鎖は「心停止の予防」、「早期認識と通報」、「一次救命処置」、「二次救

命処置と心拍再開後の集中治療」の 4つの輪で構成されており、このうち、救急

隊が直接関与できるのは、救急隊が現場に到着した後の 3つ目の輪（救急救命士

の二次救命処置については 4つ目）からとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年中の統計で、救急車が現場に到着するまで全国平均で 8.2 分かかって

おり、この間、市民による応急手当が実施されていない場合には救命の可能性が大

きく低下してしまうことから、「救命の連鎖」における市民の役割は大変重要なも

のと位置付けられている。 

このような中、指令員においては「早期認識と通報」があった段階で電話により

市民に対して応急手当等について指示を行うこと（これを「口頭指導」という。）

が可能となり、救急隊の到着より早い段階から「救命の連鎖」に関わるという役割

を果たせることになる。 

イ．口頭指導の重要性 

心臓と呼吸が止まった場合に、119番通報をしてから救急車が到着するまでの間、

居合わせた市民が応急手当を行った場合は、なにもしなかった場合に比べて救命の

可能性が大幅に高くなる。このことからも指令員の口頭指導の重要性及び市民によ

る応急手当の重要性が浮き彫りとなる。（図表 5-4-2） 

指令員については、先に述べたとおり 119番通報の受信段階から心肺蘇生等の指

示（口頭指導）やその他の応急手当の実施依頼、AEDの手配など、通報者に対して

電話を通じた関与が可能となり、救命率の向上に寄与することが期待できる。 

心停止の予防 早期認識と通報 一次救命処置 二次救命処置と 

心拍再開後の集中治療 

「救急蘇生法の指針 2010」から抜粋 

図表 5-4-1：「救命の連鎖」
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「日本版（JRC）蘇生ガイドライン 2010」では、「突然の心停止が疑われる場合、

指令員は訓練されていない救助者に対して、胸骨圧迫のみの口頭指導を遅滞なく行

うべきである。」として口頭指導の重要性が述べられている。また、「病院前救護体

制の質の向上には、指令員による心停止の識別と、CPR指導の精度と迅速さを評価

し、事後検証することが推奨される。」として、事後検証による指令員へのフィー

ドバック、精度の向上のための定期的な研修や口頭指導プロトコルの策定（改定）

など、指令員の役割と共に MCの果たすべき役割についても触れられている。 

ウ.緊急度判定と病院選定 

   指令員については、119番通報時に心停止が切迫している傷病者を的確に識別し、

地域の実情に応じた医療資源（ドクターカー、ドクターヘリ、PA 連携など）を積

極的に早期投入することや、傷病者の搬送と受入れの実施基準に則した事前の医療

機関選定の支援を行うことで、間接的に傷病者の救命に関与することが期待される。 

多くの消防本部では、口頭指導の実施や出動隊の選別、事前の医療機関選定など

を行うにあたり、通報内容から緊急度・重症度を判断する“コールトリアージ”を

実施している。 

   平成 22 年度に実施した全国の消防本部における緊急度判定の実施状況のアンケ

ート結果では、119番通報受信時におけるコールトリアージを実施している消防本

部は 74.3%であった。多くの消防本部において、通報段階でその緊急度を判断し、

救急車と共にポンプ隊の増強出動を判断したり、ドクターカー等医師の派遣を判断

したりするなど、緊急度に応じた部隊運用が行われている現状があるが、コールト

リアージを実施するにあたって、指令員は高度な判断を要しているものと推測され

る。 

   また、指令員による病院選定を適切に行うためには、傷病者の搬送及び受入れに

「救急蘇生法の指針 2010」から抜粋・一部改変

図表 5-4-2 救命の可能性と時間経過 

※救急車が現場に到着するまで、 

全国平均 8.2 分（平成 23 年中） 
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関する実施基準など、地域の救急医療体制についても熟知しておくことが必要とな

っている。 

      

（２）救急に係る教育への課題 

このようなことから指令員には、先に述べた基本的な役割、スキルに加え、以下

のような医学的知識に基づいた知識、技能が必要と考えられる。 

 

医学的知識に基づいた救急に関する 119番の受信、指令、口頭指導などを行うた

め、救急科修了者（救急隊員資格取得者）や救急救命士資格取得者を通信指令部門

に配置し対応させている消防本部は少なくない（第 1節:図表 5-1-33）。 

また、先進的な取り組みとして、新任指令員等に対し、後述する MC の関与の下

教育カリキュラム等を策定し、救急に関する指令員教育を実施している消防本部も

ある。 

しかしながら、すべての指令員を救急隊員資格取得者や救急救命士資格取得者と

するにはその数も養成数も十分ではなく、また、今まで消防庁として救急に係る指

令員教育について全国統一的な指針を示していないため、現在のところ新任指令員

等に対して救急に係る教育研修を定期的に実施している例は少なく、現状では、実

施しているとしても各消防本部でそれぞれ独自に取組んでいる。 

 

（３）救急に係る指令員教育の必要性 

救急に係る指令員教育の必要性や妥当性については、先の日本版（JRC）蘇生ガ

イドラインなどに挙げられるエビデンス（医学的根拠）の存在が大きい。他の指令

業務などとは別に、このような教育が必要とされる根拠がここにある。 

先の役割で述べたように、指令員については“口頭指導などにより病院前救護の

一翼を担っている”という認識の下、人命に関わる者としてエビデンス等に基づい

た救急知識を習得するよう努めていく必要がある。 

また、口頭指導の重要性で述べた 119番通報から心停止を識別する技能や CPR指

導の実効性、迅速さを高めるためにも、必要となる医学的な知識の習得が不可欠で

ある。 

さらに、消防組織としての職員の人事異動が一定頻度伴うものであることから、

その都度、新規の指令員に対する教育、訓練等が必要となる。 

（４）救急に係る通信指令業務への MC の関与 

・救急活動等に必要な情報を的確に聴取するための知識・技能 

・傷病者の緊急度・重症度判断のための知識・技能 

・通報者等に対する口頭指導実施のための知識・技能 

・適切な病院選定に必要な知識・技能 など 
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（４）救急に係る通信指令業務への MC の関与 

現在、地域 MC 協議会は、救急救命士が行う特定行為の指示や処置の指導・助言、

事後検証の実施、プロトコルの策定及び救急救命士再教育体制の整備など、消防が

行う病院前救護活動の質を医学的見地から保証する重要な役割を担っている。 

通信指令業務への MC の関与について、先進的な地域ではすでに口頭指導を含ん

だ内容等について事後検証を行い、指令員にフィードバックしている地域もあるほ

か、通報内容から緊急度・重症度を判断（コールトリアージ）する本部に対して

MC 協議会が関与し、緊急度判定基準の策定等を行っている地域もある。 

全国の消防本部において、一層の救命率の向上を図ることを目的に、通信指令業

務のうち救急に係る内容について、地域 MC 協議会で事後検証を行う体制を検討す

るとともに、口頭指導、コールトリアージ及び指令員に対する救急に係る指令員教

育に関して地域 MC 協議会がサポートしていく体制を構築しておくことが望ましい。 

 

３．標準口頭指導プロトコル 

救急要請受信時における口頭指導のあり方については、救急業務高度化推進検討委

員会（平成 11 年 3月）において検討され、その結果、「口頭指導に関する実施基準（以

下、「実施基準」という。）」（平成 11 年 7 月 6 日消防救第 176 号）が制定され、初め

て標準口頭指導プロトコルが示された。 

各消防本部では、実施基準等に基づき、地域の実情に合わせて、口頭指導の実施要

綱、指導項目、各プロトコル等について定めているところである。 

ここで、心肺蘇生などについては日本版救急蘇生ガイドラインの改訂を踏まえ、定

期的な指導プロトコルの見直しや改善が図られる必要があるが、前回の指導プロトコ

ルの策定からすでに 10 年以上が経過しており、その見直しが急務となっている。ま

た、心肺蘇生以外の止血や気道異物除去など、その他の指導項目についても最新の医

学的根拠に裏打ちされた標準的な指導プロトコルの見直しが望まれている。 

以上のことから本作業部会では、実施基準で示されている 5つの項目について指導

プロトコルを見直すこととした。 

また、119 番通報からこれら各指導プロトコルの導入に繋がる「聴取要領」につい

ても検討を行い、導入要領アルゴリズムとしてあわせて策定を行った。（図表 5-4-3） 

 

  新口頭指導プロトコル   

 
 

＋ 

 
 

図表 5-4-3  標準プロトコル項目 

緊急度判定 

（聴取要領） 

・119 通報から導入要領 

指導プロトコル 

（指導要領） 
・心肺蘇生法 

・気道異物除去 

・止血法 

・熱傷手当 

・指趾切断手当 
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質問の 

目的 
質問 

番号 

応  答 
選択肢 
番  号 

応答選択肢 
プロトコル 

（移動先） 
留意事項等 

導 入 １ 「火事ですか？救急ですか？」 
ａ 救急 （⇒質問２）    

ｂ 火事、その他 （⇒対象外）  

出動先確認 ２ （救急車が出動する先の住所確認） （⇒質問３）  

概況の把握 ３ 「どなたが、どうされましたか？」               ※通報者自らが提供する傷病

者情報の表現に傾聴 ａ ＜キーワード＞ 
呼吸なし・脈なし・水没している・
首をつっている 

出動指令＋ 
口頭指導 
（心肺蘇生） 

※ＰＡ連携や医師要請等も

考慮する 

ｂ 

（キーワードなしで） 

・目の前で人が倒れた（目撃） 

･人が倒れている 

・けいれんしている 

・具合が悪そう 

・様子がおかしい 

（⇒質問４） 

※成人が通報者の目の前で

突然倒れた場合は特に心

停止の可能性が高い 

 

※「けいれんしている」⇒けい

れんが治まった後、呼吸の

確認を指示する 

 

※けいれん（てんかん）の既往

歴も可能であれば確認 

 

※具合が悪そう、様子がおか

しいなど不明確・不定愁訴

な通報内容には心停止が

潜んでいるので、可能な限

り、より積極的に意識（反応

）と呼吸の状態を確認させ

る 

ｃ 
（キーワードなしで） 

・喉にものを詰めた（窒息） 

出動指令＋ 
口頭指導 

（気道異物除去） 

 

  

ｄ 
（キーワードなしで） 

反応（意識）があることが 
明らかな通報 

（⇒質問６） 
 

反応の確認 ４ 「大きな声で呼びかけて反応はありますか？」 
ａ はい （⇒質問６）  
ｂ 反応がない （⇒質問５）  

  

ｃ 不明（分からない） （⇒質問５） 
※通報者を落ち着かせ可能

な限り観察するよう依頼 

※協力者の要請指示も考慮

呼吸の確認  ５ 「胸や腹部が上下する普段通りの（正常な）呼吸ですか？」 
ａ はい （⇒質問６） 

※普段通りの正常な呼吸で

ないと疑われる表現に要

注意 

ｂ 正常な呼吸でない 
出動指令＋ 
口頭指導 

（気道異物除去） 
 

  

ｃ 不明（分からない） （⇒質問６） 
※通報者を落ち着かせ可能

な限り観察するよう依頼 

※協力者の要請指示も考慮

年齢性別
の確認 

６ （ここまでで不明な場合） 
「年齢はいくつくらいですか？」 
「傷病者は男性ですか？女性ですか？」 

（⇒質問７） 
 

詳細な概
況の確認 

７ 
「救急車は既に出動していますので、詳し
い状況を教えてください」 

出動指令＋ 
聴取内容に応
じた口頭指導 

救急隊への情報伝達 

※各質項目から総合的に判断し、心停止を識別すること 

※質問に対し確実な応答でなければ、繰り返し確認させることも考慮する 

（１）１１９番通報からの導入要領アルゴリズム（心停止の識別） 
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ア．心肺蘇生法プロトコル（全年齢対象） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（２）口頭指導プロトコル 

通報者が極度に焦燥し冷静さを失

っていること等により対応できな

い場合は口頭指導を中止する 

※１ ＡＥＤが現場に届けば直ちに使用させる 
※２ 心肺蘇生の「胸骨圧迫」という文言が普及しきれていないため、「心臓マ

ッサージ」を用いてもよい 
※３ 胸骨圧迫部位の指導で「胸の真ん中」で部位が伝わらない場合、「乳頭を

結ぶ線の真ん中」、「胸骨の下半分」などを用いてもよい 
※４ 効果がみえなくても継続するよう指導する 

心肺蘇生を指導 
「心肺蘇生（心臓マッサー

ジ３０回：人工呼吸２回）

を実施してください」 
（人工呼吸ができなけれ

ば胸骨圧迫のみを指導） 

 
知らない 
忘れた 等 

（胸骨圧迫のみの口頭指導） 

反応（意識）がなく 
正常な呼吸でない通報 

救急車が要請場所へ向かっていることを伝え、落ち着かせる 
傷病者の救命のためには応急手当が必要であることを伝え協力を依頼する 

「あなたは１人きりですか？近くの人に手伝ってもらえますか？」 

ＡＥＤが近くにあれば取り寄せる

ことも指示する
※１ 

救急車が要請場所へ向かっていることを伝え、落ち着かせる 
傷病者の救命のためには応急手当が必要であることを伝え協力を依頼する 

近くに手伝ってもらえる人がいる場合は集めさせる 

知っている 

（胸骨圧迫のみの口頭指導）

胸骨圧迫※２を指導 
「心臓マッサージのやり方を伝えるので、その通り行っ

てください」 
「傷病者を仰向けにし、胸の横に位置してください」 
「胸の真ん中※３に手のひらの付け根を当ててください」 
「その上にもう一方の手を重ねて置いてください」 
「両肘をまっすぐに伸ばして真上から５ｃｍ以上（中学

生までは胸の厚みの１／３（両手・片手・２本指は任意））

沈むように胸を強く圧迫してください」 
「圧迫のテンポは「イチ」、「ニイ」、「サン」くらいの速

さで連続して行ってください」 

心肺蘇生のやり方を 
知っていますか 

協力者がいる場合は１～２分を目安に交代する 
救急隊と交代するまで、または、傷病者に正常な呼吸や目的のある仕草 
（胸骨圧迫している手を払いのけるなど）が認められるまで継続※４ 
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イ．気道異物除去法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
反応の確認 

・背部叩打法 
手のひらの基部で左右の肩甲骨の 
中間を強く５回たたく 

 意識（反応）確認 
  

※意識（反応）がなくなった場合はす

ぐに知らせるよう指示する 
※気道異物除去法のやり方を知って

いる場合、腹部突き上げ法（ハイム

リック）を行ってもよい 
 

通報者が極度に焦燥し冷静さを失ってい

ること等により対応できない場合は口頭

指導を中止する 

近隣の協力者やAEDの要請を指示する 

あり 

なし 

【心肺蘇生法】の口頭指導へ 

（途中で異物が見えた場合は取り除く）

 
気道異物に関する内容の聴取 

繰り返す 

傷病者の意識（反応）がなくなった場合 

発声の確認 
出せない 

・咳をすることが可能ならできる

だけ続けさせる

  
※声が出せなくなった場合はすぐに

知らせるよう指示する 
 

出せる 

声が出せなくなった場合 
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ウ．止血法 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出血状態の確認 

「出血は止まっていますか？」 

 
出血（外傷）に関する内容の聴取 

通報者が極度に焦燥し冷静さを失ってい

ること等により対応できない場合は口頭

指導を中止する 

はい いいえ 

感染防止 
直接血液に触れないように可能であれば 
ゴム手袋やビニール袋を着用させる 
 
できるだけ、血液に触れないよう注意喚起 

直接圧迫止血 
ガーゼ・ハンカチ・タオルなどを重ね出血部位に当てて、 
強く押さえる 
 
※ガーゼ等から血液が染み出てくる場合は、圧迫位置が出 
血部位から外れている、または、圧迫する力が弱いなど 
が考えられる 

※細いひもや針金で出血している手足を縛る方法は、血管 
や神経を痛める危険性があるので指導しない 

 ※意識（反応）がなくなった場合はすぐに知らせるよう指示する 

意識・出血状態の継続観察 

傷病者が楽な姿勢で待機させる 

※意識（反応）がなくなった場合はすぐに知

らせるよう指示する 
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エ．熱傷手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

熱傷部位の確認 

通報者が極度に焦燥し冷静さを失ってい

ること等により対応できない場合は口頭

指導を中止する 

 
熱傷に関する内容の聴取 

冷 却 
 

すみやかに水道の流水で痛みが和らぐまで局所を冷やす 
・衣服を着ている場合は、衣服ごと冷やす 

  ・氷や氷水により長時間冷やすことは勧めない 
  ・水疱（水ぶくれ）は破らないようにする 

      
  広範囲が冷えてしまう場合、低体温を防ぐため１０分以

上の冷却は避ける 

四肢若しくは局所の場合 

体幹若しくは広範囲の場合 

そのままの状態で待機させる 
 
すでに冷却している場合、低体温を防ぐため１０分以上

の冷却は避ける 
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オ．指趾切断手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
負傷部位の確認 

「指は切れて離れていますか？」 

 
指趾切断に関する内容の聴取 

通報者が極度に焦燥し冷静さを失ってい

ること等により対応できない場合は口頭

指導を中止する 

止血法の口頭指導へ

いいえ はい 

感染防止 
直接血液に触れないように可能であれば 
ゴム手袋やビニール袋を着用させる 
 
できるだけ、血液に触れないよう注意喚起 

直接圧迫止血 
ガーゼ・ハンカチ・タオルなどを重ね、出血部位に 
当てて、強く押さえる 

「離れた指はありますか？」

いいえ 
可能な範囲で検索 

観察・処置を継続指示 

はい 

切断した指趾を医療機関へ持っていくことを説明する 
できるだけ清潔に保つことと、救助者がいる場合で可能であれば氷の調達を指示

する 
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４．指令員に対して必要な救急に係る教育について 

口頭指導を行う指令員には、「２．（２）救急に係る教育への課題」の項でも述べた

が、救急業務に必要となる情報の的確な聴取や、傷病者の緊急度・重症度判断などに

ついて、医学的根拠に基づいた知識・技能が求められる。 

  指令員の救急に係る教育については、救急医療体制や口頭指導要領、MC体制など、

地域ごとにその体制が異なることから、消防本部や地域（または都道府県）MC ごと

に策定されるとともに、指導者についても地域の指導医や救急救命士の指令員、指導

的立場の救急救命士やその他の救急救命士などが指導にあたることが望ましい、とい

うことを前提に、指令員の救急に係る教育カリキュラムについて検討し、下記のとお

り教育カリキュラムを策定した。（図表 5-4-4） 

  実施にあたっては、指令業務に携わる職員の資格（救急救命士資格、救急隊員資格

等）、実務経験、教育体制等を考慮して、それぞれの本部で到達目標を満たすよう、

資格に応じた講習時間や講習内容等を設定することが望ましい。 

 

図表 5-4-4 通信指令員に必要な救急に関する教育項目 

区 分 具体的項目 到達目標（具体的内容） 

救急業務における指令員の役割 
通報から救急隊の到着までの対応の重要性 

「救命の連鎖」 

救急業務の現状 救急搬送件数の推移と将来推計、ウツタイン統計 

救急現場活動 

指令から医療機関到着までの救急現場活動 

救急救命士が行う処置の範囲（特定行為） 

救急隊員が行う処置の範囲 

メディカルコントロール体制 オンライン MC とオフライン MC 

救急医療体制 

救命救急センター、その他の救急医療機関 

改正消防法（搬送と受入れの実施基準）に係る地域での

運用状況 

緊急度・重症度識別 
ドクターカー、ドクターヘリの要請、ＰＡ連携の早期要請た

めの識別 

救急隊への情報伝達 救急隊への適切な情報伝達要領 

口頭指導要領 
模擬トレーニング（実例を基にしたシミュレーション訓練）

※慌てている通報者への対応要領を含む 

救
急
指
令
管
制
実
務
教
育
 

救急車同乗実習 （任 意） 

解剖・生理 生命維持のメカニズム 

心停止に至る病態 

（心停止に移行しやすい病態） 

心筋梗塞、脳血管障害、呼吸器疾患、高エネルギー外

傷、アレルギー、窒息（死戦期呼吸、心停止直後のけいれ

ん） 

心肺蘇生法 胸骨圧迫の重要性、人工呼吸の意義 など 

ＡＥＤ 

電気ショック適応・不適応の心電図（心室細動／無脈性

心室頻拍とその他） 

※ＡＥＤの性能、電気ショック後の対応要領含む 

医
学
基
礎
教
育
 

その他の口頭指導対象病態 気道異物、出血、熱傷、指趾切断 など 
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５．通信指令業務の共同運用を視野に入れた指令員教育 

現在、消防庁では消防組織法第 32 条に基づく市町村の消防の広域化に関する基本

指針において、平成 24 年度末で市町村の消防の広域化の実現の期限が到来するもの

の、今後も引き続き広域化を促進していくこととして、その期限の延長や広域化のあ

り方等について検討を行っているところである。 

消防の広域化については、広域化に伴う消防力の配置替えに対する懸念や、消防本

部と市町村との関係の希薄化に対する懸念などがあり、その進捗について推進計画に

照らし十分とは言えない状況である。 

今後、広域化の進め方について現行の枠組みのみを前提とすることなく柔軟に検討

すること、例えば、既に一部地域において取組が進んでいる消防指令業務等の一部の

事務のみ共同運用する方式などを更に推進することについても検討が必要である。 

ここでの“消防指令業務等の一部の事務のみ共同運用する方式”について、指令員

教育を考えたとき、いくつかのメリットが挙げられる。 

まず、小規模な消防本部にとって、共同化することにより通報件数等は増大し、OJT

を通じた通信指令業務の対応能力の向上が期待できる。 

また、指令員については各消防本部から異動してくることから、誰でも画一的な

119 番受信、指令及び無線運用等を図っていく必要がある。このため、通常、指令の

共同化に合わせた研修教育が実施されることとなるが、例えば、共同化により口頭指

導プロトコルについても統一化を図ったり、病院情報について通信指令室で一元化す

ることでこれに基づいた病院選定が実施されるなど、共同化に合わせて救急に関する

役割が付与されることにより、指令員に対する必要な教育が推進されることが期待さ

れる。 

さらに、共同化に合わせて通信指令室への医師の常駐などが実現されれば、常駐医

師による口頭指導への指示や助言、指令員教育への関与など、指令員に対する教育効

果も期待できる。 

また、スケールメリットとして、共同化を図ることで指令員の人数が増加し、業務

内での指令員相互の教育、訓練等が促進されるとともに、職場を離れての研修におい

ても派遣のための研修要員の捻出が比較的容易になるなど、教育環境の向上が期待で

きる。 

このように、消防指令業務の共同運用を契機として体制等が整備されることにより、

継続的な指令員教育に繋げていくことが期待される。 
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６．指令員に対する救急に係る教育を測る指標の設定 

これまで口頭指導等、救急に係る通信指令業務の重要性や指令員に対する救急に係

る教育の必要性、また必要となる標準的な口頭指導要領や教育カリキュラムなどにつ

いて提示した。 

今後、地域 MC 協議会などにおいて具体的な取組み等が検討され、地域ごとに取組

が推進されることを期待するが、このような取組の効果を測ることについては、業務

の質の改善や継続した取組に繋がるものと考える。 

現在、心停止傷病者に対する指令員による通報時認識率について、消防庁が把握す

る統計としては明らかにはなっていない。そのため、全国的に効果を測る一つの指標

として「バイスタンダーCPRの実施率」を挙げる。 

口頭指導を実施するためには、先に述べた「心停止を見抜く聴取能力」や「口頭指

導における CPR指導要領の実効性」、「口頭指導の迅速さ」などが求められるが、指令

員に対する教育や検証が推進されることで、心停止傷病者に対する口頭指導とバイス

タンダーCPRの実施率が向上し、結果として救命率が向上するといったことが期待さ

れる。 

消防庁「平成 24 年版救急・救助の現況」によると、平成 23 年のバイスタンダー 

CPRの実施率については、全国の救急隊員が搬送した心停止傷病者数のうち、一般市

民による目撃のある心原性心停止の傷病者数は 23,296 人、そのうち家族等により応

急手当が実施された傷病者数は 11,536 人となっており、その実施率は 49.5％となっ

ている。 

これについて当面の指標として、各消防本部で口頭指導とバイスタンダーCPRの実

施率が向上することを目指し、必要な教育への取組みが進められることを期待する。 

 

７．今後の検討事項等 

  今回、国としては初めて、救急に係る指令員教育についてその必要性などを示した。 

  今後、報告書で示された救急に係る教育の実施に向け引き続き検討を進めていく。 

  具体的には、講習カリキュラムに定めた具体的項目に必要となる教育内容、教材な

どについて引き続き検討が必要であると考える。 
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第５節 これからの救急救命士を含む救急隊員教育のあり方 

～救急業務法制化５０年を迎えるにあたって 

 

１．背景等 

  今年度の作業部会では、①救急救命士の資格を有する職員の教育のあり方、②救急

隊員の資格を有する職員の教育のあり方、③通信指令員の救急に係る教育のあり方、

の３つの項目についてそれぞれ検討を行った。作業部会では、それぞれの職員に対す

る教育の必要性や具体的な教育方策などを検討し、必要となる教育等について一定の

方向性を示した。 

救急救命士制度発足から 21年が経過し、また救急業務法制化から 50年を迎えるに

あたり、今後、救急に携わる職員すべてがレベルアップしていくために、消防全体と

して一貫した教育体制を構築していく時期にあるのではないかと考える。 

今回、第 2～4 節それぞれで検討された教育方策について関連性を持たせつつ、一

貫した救急教育体制の構築をめざした検討を行った。 

 

２．一貫した教育体制構築に向けた検討 

（１）各検討を関連付ける教育方策 

   救急救命士や救急隊員等の教育に関する検討については、今後、それぞれの職域

で取組が実践されることを目指したものであるが、それぞれの検討事項を関連付け、

消防全体として一貫した教育体制を構築していくことは、これからの救急救命士を

含んだ救急隊員教育を考える上で重要である。 

   例えば、今回検討した“指導的立場の救急救命士”について、各職域の教育に関

する指導者として位置付けた教育体制の構築や、救急隊員の生涯教育で検討された

“チェックリスト方式”での教育カリキュラムについて、隊員の能力別にさらに細

分化して再提示するなど、各検討項目で示した教育のあり方を全体として関連付け

るような教育手法について検討した。 

 

（２）教育体制の構築 

  ア．屋根瓦方式を主にした教育体制（現行） 

消防においてはこれまでも警防、救急、救助、予防、指令といったあらゆる職

場において先輩職員が後輩職員を指導するといったことが日常的に行われてき

た。 

    救急隊員教育を例にとっても、新任隊員等に対して先輩隊員や小隊長などが

日々、訓練・指導等を行っている。 

    現在、消防に限らず多くの職域で、先輩職員が後輩職員を指導する「屋根瓦方

式による教育」（multi-layered education）が採用されている。これは、現場経
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験等に基づいた教育、指導を行う上で理にかなった方法だといえる。 

また、屋根瓦方式による教育では、先輩職員が後輩職員を指導することで新任

者以外はすべて指導者として位置付けられることから、「教えながら学ぶ」こと

により職員全員の能力向上に繋げることができるといった利点もある。 

今後とも消防としては、この屋根瓦方式を中心とした教育体制を基本とするこ

とが馴染みがあるものでもあり導入しやすいと考える。 

図表 5-5-1：現行における屋根瓦方式による教育の例 

 

新 任 隊 員 

 

 2～ 3 年目※ 

担当課長等 

 4 年目以降※ 

 

 

小 隊 長   救急救命士 

 

  

  

イ．習熟段階制による教育体制の構築（救急隊員習熟段階制教育） 

    このような現行の屋根瓦方式による教育体制に「指導的立場の救急救命士」に

よる教育指導体制を当てはめた例を図に示す。 

図表 5-5-2：指導的立場の救急救命士を配置した教育体制の例 

 

 

                                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルⅠ 

新任隊員 

レベルⅡ 

2～３年目 
ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 

指導救命士
MC 協議会

指 導 医

レベルⅢ 

4 年目以降 

レベルⅣ 

小 隊 長 

レベルⅤ 
救急救命士

２～３年目が 

新任を指導 

４年目以降が 

２～３年目を指導 

小隊訓練の指導 救急救命処置の指導 

教育環境の整備や 

管理者としての指導 

（危機管理等） 

小隊訓練の指導 

救急救命処置の指導 

２～３年目が 

新任を指導 

４年目以降が 

２～３年目を指導 

小隊訓練の指導 救急救命処置の指導 

教育環境の整備や 

管理者としての指導 

（危機管理等） 

教育全般の 

企画・運営 指導救命士の指導 

事後検証への参画 

救急救命士の指導 
指導救命士の役割等 

（指導の範囲等） 

指導救命士の承認等 

消防本部（署） 地域 MC 協議会 

※図表では指導的立場の救急救命士を「指導救命士」として説明している

※図表中の隊員年数についてはイメージとして説明している 

消防本部（署） 
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ここでは、指導的立場の救急救命士について、所属（署）の教育の企画、運営か

ら救急救命士の指導、事後検証への参画など教育・指導全般を担う者として位置付

けており、年間教育計画の策定や直接的な指導などを通じて、すべての救急隊員の

教育・指導に関与する。 

   また、救急科を修了したばかりの新任隊員（レベルⅠ）から、救急隊員（レベル

Ⅱ、Ⅲ）、小隊長クラス（レベルⅣ）、救急救命士（レベルⅤ）、そして指導救命士

（スペシャリスト）の各習熟段階に即した教育システムの構築を目指す「救急隊員

習熟段階制教育体制（以下、「習熟段階制教育」という。）」を教育手法のひとつと

して当てはめた。 

図表 5-5-1で示した“屋根瓦方式”による教育をこの習熟段階制教育に当てはめ

た場合においても、レベルの高者が低者に指導を行う体制には変更はない。 

   また、指導的立場の救急救命士を配置した場合に、図表 5-5-2 のとおり今までの

教育指導体制についても大きな変更はなく、新たな役割が付加されることで全体と

して教育体制の強化が図られるものと考える。 

さらに、各レベルにおける教育目標を明らかにすることで教育への取組を明確化

するとともに、レベル別の生涯教育といったものの構築が可能となり、今までより

きめ細かな教育指導体制が構築できると考える。（図表 5-5-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ここでは、例えば救急救命士資格を有した新規職員（新任隊員）については、

レベルⅠ、Ⅴそれぞれの段階別教育を受講することとし、救急救命士資格の小隊

長についてもⅣ、Ⅴとする。（レベルⅤは現行の再教育体制の下に実施される教

育を想定） 

消防隊と兼任の救急隊員については、レベルⅠもしくはⅡの受講が望まれる。 

実際に習熟段階制教育による教育を実施する際には、各レベルに応じた教育カ

リキュラムが必要となるが、ここで救急隊員の教育のあり方で検討された教育手

法（チェックリスト方式等）を採用することでその解決を図っていく。 

指指導導救救命命士士 救 急 係 長 

救急担当課長 

図表 5-5-3：習熟段階制教育体制のイメージ 

スペシャリスト 

救急管理者 

能力 

高 

段
階
別
教
育
の
実
施
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  ウ．レベル別生涯教育のあり方（チェックリスト方式の採用など） 

    救急隊員の生涯教育のあり方の検討では、「救急隊員教育管理表」として必要

となる教育項目を提示するとともに、手技的な教育項目については「チェックリ

スト方式」による具体的な教育内容を提示することとしているが、習熟段階制教

育に置き換えた場合にもこの方策は有効である。つまり、各レベルで必要となる

教育項目をレベル別の教育管理表として策定するとともに、具体的な教育内容に

ついてもレベル別のチェックリストを採用することで、救急隊員の生涯教育で検

討したものと同様の教育体制が構築できるものと考える。 

      

エ．指令員に対する教育のあり方 

    指令員に対する教育として、通信指令業務については救急に係るものだけでは

なく、また、その規模等により通信指令業務や教育体制について、消防本部ごと

に大きな違いがあることから、指令員に対し、ここで示すような一貫した習熟段

階制教育がそのまま当てはまるものではない。 

指令員については、指令員の救急に係る教育のあり方で必要とされた「通信指

令員に必要な救急に関する教育項目」（第 4節:図表 5-4-4）について別途、その

実施を図っていくこととしている。 

    ここでは、指令員に対する救急に係る教育や事後検証などを通じて、所属の指

導的立場の救急救命士の関与などが期待される。 

 

  オ．教育に関する MCの関与 

    習熟段階制教育への MC の関与としては、図表 5-5-2 で示したように、①指導

的立場の救急救命士への教育や、②指導的立場の救急救命士の承認等への関与、

③指導的立場の救急救命士が行う他の救急救命士への指導内容についての承認、

などが挙げられる。また、今まで通り救急救命士への直接的な教育、指導や、事

後検証結果を受けたフィードバックなど、引き続き教育への役割が求められる。 

 

  カ．習熟段階制教育を採用するメリット等 

先に述べたように習熟段階制教育を採用した場合、最も大きな効果として、各

段階の教育目標を設定することで教育への取組が明確化でき、職員が目標に向か

って取組やすくなるものと思慮する。図表 5-5-4 は段階別でみた教育目標の例で

あるが、このような目標を明らかにした上で、目標達成のための教育カリキュラ

ムの策定が図られるべきである。 

習熟段階制教育については、図表 5-5-1 で示した “屋根瓦方式”による教育

を基に構築しているものであるため、指導者としてすべての救急隊員の向上が期

待される。 
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さらに、習熟段階制教育を取り入れることで、文字どおり“レベルアップ”す

ることを目指して、職員の意欲や士気の醸成に繋がるとともに、指導的立場の救

急救命士を“スペシャリスト”として位置付け、将来、気概と能力のある救急救

命士の新たな活躍の場、目標として位置付けることができる。 

このように救急救命士や救急隊員の教育のあり方の検討結果を基に、屋根瓦方

式を基本とした習熟段階制教育を併せることで様々な相乗効果が期待できるこ

とから、今後、消防業務における救急隊員教育の基底の考え方となるよう、引き

続き諸課題を検討していく。 

図表 5-5-4：レベル別教育目標の例 

レベル レベルⅠ レベルⅡ レベルⅢ レベルⅣ レベルⅤ ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 

対 象 新任隊員 隊員 2～3 年目 隊員 4 年目以降 小 隊 長 救急救命士 指導救命士

目 標 

プロトコルに沿っ

て、指導を受けな

がら実践力を身

につけること 

プロトコルに沿った

活動が実践できる

こと 

後輩の育成等、指

導者としての役割

が果たせること 

小隊長（チームリ

ーダー）としての

役割が果たせる

こと 

救急救命士とし

ての役割が果た

せること 

部署の教育プロ

グラムに指導者と

して企画・運営が

できること 

実 践 力 

手技を補助する 自ら手技を行う 自ら手技を行うと

共に、部下に対し

て指示する 

救急現場で予見

される問題を解

決する 

プロトコルに沿っ

た救急救命処置

を含んだ手技を

行う 

救急に係る教育

について、指導的

役割を実践する 

管理能力 

小隊（チーム）の

役割が果たせる 

小隊（チーム）の役

割を理解し、自らの

役割が果たせる 

小隊長（チームリ

ーダー）を補佐し、

自らの役割が果た

せる 

小隊長（チームリ

ーダー）として、小

隊を管理する 

救急救命士とし

て、救急救命処

置を管理する 

教育に係る業務

の改善が果たせ

る 

教育・訓練 

OJT で理解を深

め、問題意識を持

つ 

OJT、Off-JT を実

践に生かすことが

できる 

教育・訓練につい

て、後輩の指導に

取り組む 

小隊（チーム）の

教育指導・訓練に

取り組む 

救急救命処置に

ついて、教育指

導、訓練に取り組

む 

部署の教育指導・

訓練等の企画・運

営に取り組む 

 

人間関係 

（隊活動） 

メンバーシップ 

※救急隊員とし

ての自覚 

メンバーシップ 

※上司との関係 

メンバーシップ 

※上司・部下との

関係 

リーダーシップ 

（小 隊） 

※魅力ある小隊

長像の体現 

リーダーシップ 

（救急救命処置） 

※魅力ある救命

士像の体現 

リーダーシップ 

（教育・訓練） 

※魅力ある指導

救命士像の体現

ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ 
― ― ― ― 指導医からの指

導等 

教育に係る調整

や役割の分担等

     

 

３．考 察～救急業務の法制化から 50 年を迎えるにあたって 

この度、教育方策の一つとして「救急隊員習熟段階制教育」について示した。指導

的立場の救急救命士の役割や救急隊員教育管理表による必要教育項目の提示、チェッ

クリストによる具体的な教育内容の提示など、それぞれで検討された内容をこの習熟

段階制教育に当てはめることで、所属（署）のすべての救急救命士・救急隊員が、教

育への取組を各自で積極的に取組む契機になるのではないかと考える。 

また、これからの救急救命士・救急隊員のあり方を見据え、継続的な教育への取組

へと繋げていくためには、それぞれの職員が教育の必要性と重要性について自ら考え、

それぞれの役割（レベル）において最大限に知識・技術等が発揮できるよう生涯教育

に取組む必要があり、習熟段階制による教育がその一助となればと考える。 

基
 
礎
 
的
 
な
 
能
 
力
 

※ここでは指導的立場の救急救命士を“指導救命士”として説明している

175



177 

 

今回示した習熟段階制教育について、病院内では看護師の生涯教育として、いわゆ

る「クリニカルラダー教育」（Clinical ladder education）としてすでに教育手法の

柱として定着している。 

救急業務の法制化から 50年を迎えようとする中、救急隊員についても今後、「救急

隊員習熟段階制教育」（EMT ladder education）として体系立てた教育を図っていく

ことで、さらなるレベルアップを目指す時期にあるのではないかと考える。 

  なお、習熟段階制教育によらずとも、現在、既にすべての救急隊員を対象とした隊

員教育体制が構築されているといった消防本部等については、現行の教育体制を否定

するものではない。また、習熟段階制教育を採るかどうかは各消防本部の判断による

ものであるが、今後の効果的な救急隊員の生涯教育への取組として、指導的立場の救

急救命士の配置などとともに課題解決の一方策として参考とされたい。 

 

４．今後の検討事項等 

  今後、この習熟段階制教育を構築していく上において、指導的立場の救急救命士の

スペシャリストとしての役割等を引き続き検討する必要がある。 

  また、習熟段階制教育を実施するためには、レベルごとの教育目標を明らかにした

上で、それぞれ全体の年間教育項目（レベルごとの教育管理表）や個別具体の教育カ

リキュラム（レベルごとの教育チェックリストなど）を示していく必要がある。 

  さらに、実施する上での課題や小規模本部などへの配慮、実施の時期や方法など、

引き続き諸課題を検討していく必要がある。 
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参考資料１ 救急出動件数等の将来予測 
１．背 景 
  消防機関の行う救急業務については、昭和 38 年の法制化以降、出動件数について平

成 18 年、平成 20 年に一旦減少したものの増大の一途をたどっている。（図表 6-1､6-2） 

  一方で日本の人口構成については今後とも一層の高齢化の進展が見込まれ、人口につ

いては減少傾向にある。（図表 6-3） 

このような中、救急需要についてはどのように推移するのか、九州大学大学院医学研

究院 萩原明人教授らのご協力の下、平成 21 年（2009 年）までの実績値を元に 2025 年

までの救急出動件数並びに搬送人員の将来予測を行った。 

 

（１）【参 考】救急出動件数及び搬送人員の推移 
図表 6-1 【参考】救急出動件数及び搬送人員の推移（昭和 38 年～平成 23 年） 

 

(注)１ 平成 10 年以降の救急出動件数及び搬送人員については消防防災ヘリコプター出動分を含む 

２ 各年とも１月から 12 月までの数値 

３ 昭和 38 年から平成 2 年までの件数については「平成 23 年版 救急・救助の現況」第 17 図のグラフ画 

像から読み込んだもの 
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（２）【参 考】搬送人員に占める高齢者等の割合の推移 
図表 6-2 【参考】搬送人員に占める高齢者等の割合の推移（昭和 58 年～平成 23 年） 

 
 ※区分内訳：高齢者（65 歳以上）、成人（18 歳以上 65 歳未満）、少年（7歳以上 18 歳未満）、乳幼児（生後 28 日以上 

7 歳未満）、新生児（生後 28 日未満） 

２．救急出動件数等の将来予測 

（１）【参 考】人口の推移及び将来推計 

参考として、我が国の人口については2004年の12,779万人をピークに減少に転じ、

2055 年には 9,000 万人程度になると推計されている。（中間推計値） 

これに伴い高齢化についても一層顕著化し、現在の我が国の 75 歳以上人口の割合が

10 人に 1人の割合（約 10％）であるのに対し、2030 年には 5人に 1人（約 20％）、2055

年には 4人に 1 人（約 25％）になると推計されている。 

図表 6-3 我が国における人口（1950～2007 年）と将来推計（2010～2055 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：2005 年までは総務省統計局「国勢調査」、2007 年は総務省統計局「推計人口（年報）、2010 年以降は国立社会保障・ 

人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）中位推計」 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2007 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 
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（２）出動件数及び搬送人員の将来予測 

   図表6-4に救急出動件数及び搬送人員の2000年～2011年までの実測値と2012年～

2025 年までの予測値、2000 年～2011 年までの人口統計及び 2012～2025 年までの将来

推計人口を示す※1。  

これによると、救急出動件数は 2012 年以降徐々に上昇を続け、2023 年から 2024 年

頃に約 620 万件に達し、その後減少に向かうと予測されている。 

   救急搬送人員については 2016 年から 2017 年と 2022 年から 2023 年頃の 2度にわた

り最高値（約 520 万人および 530 万人）に達し、その後、徐々に減少すると予測され

ている。 

図表 6-4 人口・救急出動件数・救急搬送人員の推移とその将来推計（2000 年～2025 年） 

 

 
 

2011 年以降、わが国の人口が減少に推移するにもかかわらず、救急出動件数と搬送

人員数については 2025 年頃まで増加すると予想される。 

   分析では、救急出動件数及び搬送人員について、2025 年頃をピークにその後は徐々

に減少していくものと予測されている。 

 
 

※1 将来予測の検討にあたっては、昭和 36 年から平成 23 年の救急出動件数および搬送人員数に関する実績
値、及び人口データを用いた 
使用したデータについて、救急出動件数および搬送人員数に関するデータは平成 11 年度から平成 23 年
度の「救急・救助の現況」を使用した。具体的には、昭和 38 年から平成 2 年までの件数については元デー
タがないため、「平成 23 年版 救急・救助の現況」第 17 図のグラフ画像から読み込んだ。平成 3 年から平成
23 年までの件数については、該当する年度の「救急・救助の現況」に報告された件数を用いた 
2010 年までの人口に関するデータは総務省統計局の「V. 長期時系列データ」を使用した。 2012 年以降
の人口の予測データは国立社会保障人口問題研究所の「日本の将来推計人口」、出生中位（死亡中位）
推計のデータを使用した 

       解析には、誤差項の自己相関回帰モデル（regression with autocorrelated errors model）を用いた 

（件・人） （人口：千人） 

2000  
（年） 

2025  2015  2005  2011  2020  

推計値
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